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     Electricity generation by nuclear fusion reaction requires an extremely high temperature condition in a nuclear fusion reactor.  

Separation of the container wall from the plasma of burning nuclear fusion fuel reduces the heat flux to the wall for enabling steady 

state operation of a carbon emission free power plant.  However, charged particles as well as energetic photons and neutrons from the 

nuclear fusion plasma strike the surface of the plasma container wall to damage the material properties.  The wall material endurance 

determines the overall fusion reactor life, while the performance of plasma-facing components need long-term accelerated testing 

assuming various reactor operation conditions.  Numerical simulations of material degradations are believed effective for evaluation 

of endurance of fusion reactor components under intense radiation conditions.  This report summarizes how the computer simulation 

studies including collision cascade models advance the research and development to realize nuclear fusion reactor in the future. 
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核融合研究とシミュレーション科学 

 
和田 元，剣持 貴弘，高橋 秀典 

 
 

１．はじめに 

 国際連合事務局総長が"Code Red for Humanity"を

訴える中 1)，2021 年の 8 月に米国 National Ignition 

Facility から，これまでのレーザー核融合の記録を塗

り替える大きな進歩が得られたとの発表があった 2)．

実際には投入したレーザーのエネルギーの 70%に相

当する核融合エネルギーが得られたのに過ぎないの

で，これを発電に利用するためには，まだまだいく

つも山を超えていく必要がある．それでも「星が燃

えるエネルギー」を人類が手に入れられる可能性が

高くなったと，プラズマ・核融合学会年会での緊急

特別報告が行われ 3)，会場は大いに盛り上がった．

日本ではあまり話題にはならなかったかも知れない

が，もう一つの磁場閉じ込め型の核融合においても，

欧州 Culham Centre for Fusion Energy の Joint European 

Torus (JET) から 2022 年 2 月に大きな進歩の報告が

なされている 4)．もともと，磁場閉じ込めではプラ

ズマを生成・加熱する入力以上のエネルギーを，燃

料プラズマから得ることができていたが，1 秒に満

たない短パルス放電であった．今回の実験では，核

融合出力エネルギーが装置への入力エネルギーを上

回る，核分裂炉の臨界に相当する条件を約 4 秒間，

安定に維持できた． 

 これらの国家レベル・国際協力による研究の進歩

と同時に，民間企業の核融合研究開発への参入も活

発化している．潤沢な民間資金投入に支えられ，独

創性の高い研究開発により，小型の商用核融合炉の

早期実現を目指すハイテク企業が 30 以上生まれ，そ

―――――――――― 
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の一部が有望視できる研究成果を上げている 5)．で

は，「いつの時代になっても 30 年先」と言われ続け

てきた核融合発電は近未来に実現するのであろうか．

ここでは計算機科学の発展によって，核融合研究の

将来がどのような進展を遂げる可能性があるか，占

ってみたい． 

 

２．計算機シミュレーションと核融合 

 統合的に議論できれば良いのだが，残念ながらレ

ーザー核融合と磁場閉じ込め核融合では，少し重き

の置かれる物理プロセスが異なるので，ここでは磁

場閉じ込め型核融合炉を対象にする．現在 ITER 機

構において研究開発が進められている核融合実験装

置は，30 m 規模の恒温槽の中に配置された電磁石の

塊と考えれば良い．形状の詳細については ITER 機

構の公開資料 6) に譲るとして，ここでは閉じ込める

プラズマと，プラズマ周辺の構成物を模式的に示し，

どのような数値シミュレーション研究が進められて

いるかについて概説する． 

 ITER や JET などのトカマク装置 7) では円環状の

プラズマを真空容器中に保持する．プラズマを取り

巻く形で，捻じれた磁力線によって高温プラズマを

安定的に維持するため，プラズマ中に電流を流す．

誘導電流を励起するには磁場を時間的に変化させる

必要があることから，パルス運転がトカマク型核融

合装置運転の基本となるが，ITER では 3600 秒に亘

る放電パルスを想定しているため，直流的な電流を

駆動する工夫が必要となる．電流駆動の詳細につい

ても ITER 機構の資料を参照頂くことにして，ここ

では定常状態のプラズマが閉じ込められた核融合装

置の断面を示して，どのような数値計算研究開発が

核融合炉実現のために必要となるかを見ていこう．

Fig. 1 はトカマク装置の断面図である．装置自体は

巨大であるが，閉じ込められるプラズマの体積はそ

れほど大きく取れない．図中のコアプラズマ部分が，

核融合反応が生じる 1 億 5 千万度の高温状態を維持

する空間となる．これに対して周辺の電磁石コイル

は超電導状態で使用されるため，真空容器外側部分

では－270℃の極低温状態にある． 
 現在の ITER計画では，反応のし易さを考慮して，

上記のコアプラズマ温度で重水素（D）と三重水素

（T）による核融合反応を起こす． 
 

 D + T → n  +  4He （＋17.6 MeV）     (1) 
 
核融合により生成されたエネルギー17.6 MeV（2.8×

10-12 J）は，質量比に応じて中性子 nに 14.1 MeV，

He の原子核であるα粒子に 3.5 MeV 分配される．α

粒子は電荷をもっているため，燃料プラズマととも

に，核融合炉中心部の強磁場に閉じ込められ，核融

合プラズマを加熱する．もう一方の中性子は，Fig. 1

で誇張して書かれているブランケット部分で捕獲さ

れる．核融合反応エネルギーの 80%は中性子が閉じ

込め磁場外に放出するため，ブランケット部分での

中性子の運動エネルギーの熱エネルギーへの変換は，

炉工学上特に重要な問題となる． 

 ブランケットの使命はそれだけではない．(1)の反

応を持続させるには T が必要となるが，T を自然界

から確保することは難しい．そこでブランケット内

にリチウム（Li）を装荷し， 
 

n + 6Li  → T + 4He   （＋4.8 MeV）     (2) 
 

n + 7Li  → T + 4He + n（－2.5 MeV）     (3) 
 
の反応によって T を炉内で作り出す．(3)式で反応熱

がマイナスになっているのは，入射中性子がそれだ

けのエネルギーを持っていないと反応が起きないと

言うことであるので，三重水素の生成効率を高める

ためには，中性子のエネルギー・密度空間分布の詳

細を計算によって予測しておく必要がある． 

 中性子の制御と言うのは，現在稼働中の原子核分

裂炉においても重要である．特に核分裂炉の場合は

 
 
Fig. 1. Schematic showing the inside structure of a 

tokamak nuclear fusion reactor.  The left-most dash-

dotted line indicates the center line (CL) of the torus. 
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中性子制御が原子燃料の安定な連鎖反応に不可欠で

あるが，中性子は電荷をもたないので，直接電気信

号に変換できない．このことから，検出装置が複雑

で大型化する．直接計測することが難しい中性子の

空間分布や速度分布などは，古くから計算機シミュ

レーションにより予測されてきた．核融合炉のブラ

ンケット設計においては今後も計算機シミュレーシ

ョンが重要となるが，その基盤となるデータ収集の

ためには，実験による基礎データの取得と，計算結

果と基礎実験結果の確認作業が欠かせない． 

 いきなりプラズマを離れたブランケット部の数値

シミュレーションの話に飛んでしまったが，核融合

研究の主役と考えられているのはコアプラズマ部の

シミュレーションである．この部分の粒子輸送やエ

ネルギー輸送はプラズマ物理学を元にして模型化さ

れる．複雑な磁場形状に対応するため，粒子の旋回

効果 7,8) を取り込んだ物理モデルを構築して計算す

ることになる．当然粒子輸送などの計算結果につい

ては，実験結果と比較してモデルの妥当性を検証し

ていくことになるが，コアプラズマは本来，独立し

て取り扱うわけにはいかない．コアプラズマは核融

合装置内において，周辺プラズマやエッジプラズマ

に囲まれているので，これら領域の影響を強く受け

る．ところがこの周辺プラズマやエッジプラズマの

計算条件に，コアプラズマからの輸送の理解が不可

欠となり，逆に境界条件としてエッジプラズマパラ

メーターがコアプラズマ計算に必要となる． 

 そもそも，周辺プラズマは体積的に大きなコア（中

心）部分のエネルギー流を受け止める必要があるも

のの，閉じ込め性能の良い装置のプラズマに対して，

その厚さが薄いことから大きな密度勾配が発生する．

その結果，Edge Localized Mode (ELM)と呼ばれる間

欠的な不安定性が生じてプラズマ全体が不安定にな

る 9)．当然，その重要性から ELM 現象についての計

算モデルが立てられ，数値シミュレーション研究が

進められている 10)．しかしながら，やはり系の複雑

性から，ほぼエッジプラズマで完結する形のモデル

を用いての計算結果が多く報告されている．エッジ

プラズマはコア部と炉壁を接続する領域であり，そ

の薄い領域の内部においても，さらに複数の階層（領

域）に分解する必要がある場合が多い． 

 

３．プラズマと容器壁の相互作用 

 核融合炉のプラズマは真空容器内に保持されてい

る．先ほどの ELM が生じると，大きなエネルギーを

持ったプラズマがこの容器壁に体当たりすることに

なる．高温プラズマ中の高エネルギー粒子が固体表

面に入射することになるので，先ほどのブランケッ

ト部の放射線通過と同じであるが，電子やイオンは

電荷を有しており，中性子に比べてはるかに短い飛

程で固体内原子核に運動量やエネルギーを与える．

このように述べるとエッジプラズマの状態は，固体

内衝突カスケードの入力パラメーターであり，これ

さえ決まれば運転時の炉壁表面・内部状態の予想が

つくと考えられそうである．実際の問題はそれほど

単純ではない． 

 Fig. 2 に Fig. 1 のダイバータ部の拡大図を示す．ダ

イバータ以外の部分は合金材料が壁を形成するが，

JET での成果の結果，ITER の壁はベリリウム（Be）

により覆われる予定である．図中のダイバータ部分

の役割は核融合炉全体が定常運転機能を果たす上で

重要である．コアプラズマから中性子は逃げても，

閉じ込め磁場に拘束されるα粒子はコアプラズマに

蓄積される．α粒子がある程度以上コアプラズマに

溜まると燃料密度が減少し，核融合反応率が低下し

て加熱率が減少し，プラズマの温度は下がって核融

合反応が停止してしまう．そこで，燃料の一部を排

気して真空容器から取り出し，新しい燃料を入れて

コアプラズマ中のα粒子密度を一定値以上には大き

くしないようにし，運転を継続する必要がある．こ

のためにダイバータを構成する，ダイバータではプ

ラズマの損耗に対して強いとされるタングステンに

プラズマをあて，中性化して炉外に排出する．Fig. 2

中のドームやターゲット，バッフルと言われる部分

の表面はタングステン製であり，高エネルギーの He

イオンや不純物イオンにより損耗（スパッタリング）

を受け，場合によってはタングステンをダイバータ

ープラズマに放出する．実際にリミター配位を用い

た模擬実験においては，タングステン不純物が炉内

に拡散し，プラズマからの放射損失が大きくなって

 
 
Fig. 2. Expanded view of the divertor part.  Lines in 

the figure indicate the magnetic force field lines. 
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コアプラズマが壊れることが観測された 12)．やはり

固体壁からの粒子放出は，単純に境界条件としてエ

ッジプラズマモデルに入力できるものではなく，エ

ッジプラズマとの相互作用を取り込んだ形でモデル

化されるべき問題であることが分かる． 

 プラズマ－固体壁相互作用のシミュレーション研

究は，機器寿命評価の観点から見ても重要度が高い．

未だ最初の核融合炉さえ完成していない現状である

が，現在の原子核分裂炉の耐用年数から推測すれば，

核融合炉は数 10 年を超える期間，安定に稼働するこ

とが期待されよう．その間，炉壁は高エネルギー水

素同位体イオンや，炉内不純物イオンの照射に曝さ

れる．水素同位体イオンの固体中飛程は他の原子核

に比して長く，金属に取り込まれた水素は材料を脆

化させる原因となる．また，水素同位体の蓄積量が

大きくなると，固体壁が局所過熱された場合に粒子

放出が生じ，放出された低エネルギー粒子がプラズ

マに混入して周辺プラズマを不安定化する可能性も

ある 13)．したがって，様々な環境下での長時間照射

に伴う，材料の水素同位体吸蔵率，固体内の蓄積粒

子密度分布などを明らかにする必要がある．本来の

意味での材料強度寿命まで評価するなら，これらの

シミュレーション結果は材料強度を評価する解析プ

ログラムの入力データとされるべきであるが，その

材料強度についても炉内プラズマが壁に及ぼす熱流

束などの影響を受けることになる． 

 まさに数多くの階層が相互に干渉しあっているに

も関わらず，問題の難しさから階層毎に分けられた

シミュレーション研究が継続されている．プラズマ

固体壁相互作用について見れば，シースと呼ばれる

プラズマと固体壁表面を連結する部分について，入

射粒子エネルギーを調整する形で単純化している．

一度固体内に侵入すれば二体衝突モデルで近似を行

うが，ある程度以下のエネルギーに落ち着いてくる

と，近似が悪くなることが分かっている．特にシー

スまで行かなくとも，表面近傍のポテンシャル構造

の詳細によって，低エネルギー粒子の反射や吸着に

ついて，得られる計算結果に差異が出るものと予想

される．工学的な壁面の損傷などに重要な影響を与

えないであろうと言う観点から，現在のところは単

純化されたモデルが用いられているが，本来はシー

ス，表面，固体内部と言った接続が必要となる．磁

力線の方向によっても，プラズマの空間分布によっ

ても異なるが，シース長（>1 m）は固体内の原子半

径（<10Å）に比べて大きく，接続は簡単には実現で

きない． 

 プラズマ部分については，コアプラズマ―エッジ

プラズマ，エッジプラズマ－炉容器固体壁について

の結合を解明／統合モデル化しようとする試みがあ

る 14, 15)．他方，実用面からみると computer aided design

（CAD）による炉設計と統合するレベルに落とし込

むには，多くの困難を乗り越える必要がある．現在

のプラズマ領域を対象にした統合化に限っても，温

度の大きな変化範囲のみならず，サイズなど，物理

変数の取り扱いについて，様々な工夫が必要となる．

数値計算実験炉が挑戦しようとする変数空間の幅の

大きさを，Fig. 3 に概念的に示す． 

 

４. 核融合学と計算機科学の発展 

 核融合炉を実現しようと 1950 年代に開始された

プラズマ研究は，トカマク装置の出現により大きな

進歩を遂げた．その間，人類のプラズマに対する理

解は大いに深まった．当然，太陽プラズマや地球プ

ラズマの観測・研究により，プラズマ科学の理解が

深められた部分も大きいが，核融合プラズマ研究で

得られた情報は，人類を着実に核融合条件に導いて

きた．未だに break even 状態の実現は難しいが，ITER

計画では何らかの成果が得られるものと期待される． 

 しかしながら，人類が高温プラズマを理解できた

かと言えば，それは直ちに否定されるであろう．そ

もそも，本当に全てが理解できているなら，もう少

し数値シミュレーションで解析を進めて，データ取

得の時間を短くできている筈である．大型装置を準

 

 
 
Fig. 3. Concept schematic of an integrated numerical 

model for a nuclear fusion reactor.  Length scales are 

10-14 m for nuclear reaction, 10-10 m for 

atomic/molecular collisions, 10-7 m edge plasma 

electron shielding (Debye shielding distance) length 

and 10 m reactor size. 
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備してプラズマを生成すると，何かしら新たな現象

に出くわす．流体力学で問題になる乱流現象はプラ

ズマでは頻繁に生じる．プラズマは電磁流体として

扱われ，流体力学方程式に加えて，Maxwell 方程式

が結合する．進歩はしているが未だに多くの仮定や

推測が導入されたままで進められている部分もある． 

 早くから展開されてきたプラズマの計算機シミュ

レーションであるが，一つの転機は Particle-in-cell モ

デルの導入であったろう 16)．最終的には核融合炉内

にあるすべての粒子の動きを追跡すれば，全てが分

かるだろうと言う発想にもとづいた計算が行われ，

特に近年，計算機の大容量化と高速化に伴い，着実

な進歩を見せている．プラズマ－壁研究のプラズマ

対向側である固体内での衝突カスケードは，まさに

個別粒子を追跡する．この手法による研究は，計算

機資源の乏しい 1970 年代から取り組まれており 17)，

負イオンの表面生成を用いた計測により，模型の妥

当性も検証されている 18)．シースとの相互作用を考

えなければ，大量の粒子を追跡してもプラズマシミ

ュレーションほどの時間はかからない．逆に長時間

照射後の水素同位体の固体内蓄積密度分布などのシ

ミュレーション計算は，大きな計算機資源の投入を

要求する．計算機資源の制約から，中性粒子入射シ

ステム等の核融合炉付属機器の寿命予測に対しては，

古典理論計算と実験データに基づいて計算される場

合も多い 19)． 

 原子核衝突計算と言っても，低エネルギー領域に

おいては分子動力学計算を行う必要があり 20)，この

エネルギー領域まで精密に計算しようとすると大き

な計算機資源が必要となる．ましてやシース外側の

プラズマとの相互作用まで含めた粒子リサイクリン

グ問題を，個別粒子の追跡により計算しようとすれ

ば，計算時間的に結果を得ることが不可能となる．

それでも低 He 密度プラズマ照射下のタングステン

表面に fuzz構造が形成される過程をシミュレーショ

ン計算により再現し，妥当と考えられる結果が得ら

れている 21)．今後さらに周辺プラズマとの相互作用

を取り込んだ形でのモデル高度化が期待される． 

 計算機科学の側から見れば，プラズマ科学の問題，

特に核燃焼プラズマの問題は，系が複雑であること

から Deep Learning の導入が効果的であるように見

える．実際に実験データをもとにして，プラズマの

不安定化を予測する試みも始められている 22)．問題

は情報の蓄積である．核融合実験装置からは，確か

に膨大な量のデータが得られる．しかしながら，１

億 5 千万度と言う超高温状態下において，十分な空

間分解能で全ての関連変数の計測を行えない問題が

ある―さらに多くのデータ量が必要なのである．も

ちろん，現場の研究者たちは新しい計測・解析手法

の導入に余念は無いが，やはり基礎データ量を大幅

に増加し，高精度化する必要がある．また Deep 

Learning により，何か核融合条件に近づける重要な

ことが見つかるのかと言うと，大きな疑問が残る．

例えば ELM に至る過程でのプラズマの振る舞いの

特徴を明らかにできたとして，それを説明する理論

背景は，やはり研究者が考えないと構築できないの

ではないかと思う． 

 

５．結言 

 核融合研究の現状と，その進歩への計算機科学分

野からの貢献について概観してきた．プラズマ物理

のような複雑系に必要とされる大規模シミュレーシ

ョン設備に対する需要は，逆に計算機科学に必要な

資源の充実への要求につながり，相補的に進歩を遂

げてきた．お互いがお互いのニーズ・シーズになっ

て発展している．何れにせよ，ハードウェア，ソフ

トウェア両面での計算機科学の最近の進展は，シミ

ュレーション研究を通じた核融合科学の解明に向け

ての追い風となっている．計算機に教えてやれば，

今後計算するべき条件について，優先順位をつけて

くれるような時代になりそうな予感がある． 

 これまでの工学設計では，物理が完全に解明され

ず，実際には限界が分からず，安全係数なる武器を

用いて余裕を与えた上での製品化も多かった．もち

ろん，余裕を与えることができる場合には，安全性

からの観点もあり，全てが解明される前に試してみ

る手法で問題はないだろうが，核融合によるエネル

ギー生成の場合，１億 5 千万度と言う温度を実現す

ること自体が人類にとって高いハードルであり，余

裕を与えることは不可能である．核融合条件が実現

できるハードウェアができたからと言って，それを

制御するソフトウェアがきちんと構築できるのか．

またそのハードウェアを，原価回収ができる期間，

安定に運転できる予測が立てられるのか，核融合研

究開発の問いに答えるうえで，計算機科学に課せら

れた使命は大きい． 
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Bone is a composite of carbonated apatite and type-I collagen, and exhibits superior mechanical properties such as high 

toughness, high rigidity, and light-weight. Biomineralization producing bone is aided by proteins having a large number of anionic 

groups such as carboxylate and phosphate groups. The role of the anionic functional groups in biomineralization is the subject of 

investigations. The coordination interaction of the anionic groups to the calcium ion in apatite was suggested to stabilize the 

interface between the organic phase and the inorganic phase. Negatively charged proteins help the local concentration of calcium 

ion increase to result in the formation of amorphous calcium phosphate, and it eventually crystallizes in the gap of collagen fibers. 

In order to clarify the role of anionic functional groups in hybridization of hydroxyapatite and polymers, we prepared vinyl 

polymers bearing phosphate groups in the side chain and hybridized them with hydroxyapatite using coprecipitation. The 

mechanical properties of the composites were evaluated by three-point bending test. The bending strength and bending elastic 

modulus of the composites were not strongly dependent on the amount of the introduced phosphate groups. A large number of 

polar amide groups in the vinyl polymer could contribute to the binding of the polymers to hydroxyapatite. 

 

Key words：methacrylamide, phosphate, biomineralization, bone  

 

キーワード：メタクリルアミド，リン酸イオン，バイオミネラリゼーション，骨 

 

 

骨の模倣による高靭性バイオマス構造材料の開発を目指したアミノ酸由来

ビニルポリマーとヒドロキシアパタイトの複合化 

 

水谷 義，大江洋平，古賀智之，東信行，奥田耕平，池永ひより，佐藤暖 

 

1. はじめに 

骨，歯，貝殻などの生体内の温和な条件で生成す

るバイオセラミックスは，セラミックスに由来する

剛直性と有機高分子に由来する高い靭性をもち，低

環境負荷で軽量な材料である．1-3) バイオセラミッ

クスの中でも，骨は，階層構造，溶液とのダイナミ

ックな平衡，多孔質構造など従来の構造材料には見

られない特徴をもっている．骨は，重量分率で約６
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５％の炭酸アパタイト，２５％のタンパク質（Ⅰ型

コラーゲンなど），１０％の水からなる有機－無機複

合材料である．4) 骨の生成には，カルボキシ基やリ

ン酸基を多く含む非コラーゲンタンパク質が関与し

ており，カルボキシ基やリン酸基のアニオンが局所

的にカルシウムイオンの濃度を上げ，液体状の非晶

質リン酸カルシウム前駆体がまず生成するとされて

いる．4) これが，コラーゲン繊維の空隙で結晶化し

て，炭酸アパタイトの微結晶ができる．この炭酸ア

パタイトの結晶の大きさは，厚さが２－６ nm，幅が

３０－５０ nm，長さが６０－１００ nmの大きさで

あり，5) コラーゲンなどの生体高分子と大きな表面

積で接している．また，カルボキシ基を３つもつヒ

ドロキシ酸であるクエン酸は，炭酸アパタイトの a

面に吸着し疎水的な C-H 結合を外に向けることで，

炭酸アパタイトを疎水化していることもわかってい

る．6) 骨に含まれる水は，骨の細孔に存在するもの

や，タンパク質，有機－無機界面に吸着したものが

あり，骨の靭性の向上に寄与している．7) 

われわれは，骨の生合成機構をモデルとしてバイ

オポリマーなどとリン酸カルシウム（ヒドロキシア

パタイト）の複合化の研究を行ってきた．8-13) これ

らの研究で，高分子の側鎖のカルボキシ基やリン酸

基などのアニオン性官能基が，高分子とヒドロキシ

アパタイトの複合化において重要な役割を果たして

いることが明らかとなった．カルボキシ基をもつ高

分子は，TEMPO 酸化セルロース，カルボキシメチル

セルロース，カルボキシ基含有ポリエチレンテレフ

タラートなど人工，天然高分子が比較的多く知られ

ているのに対して，リン酸基をもつ高分子は比較的

少ない．これは，リン酸基が架橋点となりゲル化し

やすいなどの問題があるためである．今回の研究で

は，リン酸基を含むモノマーの分子設計から始めて，

共重合反応による高分子合成，さらには，ヒドロキ

シアパタイトとの複合化を行ったので，報告する． 

 

２．リン酸基を含むビニルモノマーの合成 

メタクリル酸アミドの窒素にエチレン基を介して

リン酸を結合させたモノマー 1 を，スキーム１にし

たがって一段階で合成した．このモノマーは，極性 

 
Scheme 1. Synthesis of methacrylamide monomer 

bearing phosphate group. 

 

Scheme 2. Synthesis of methacrylamide monomer 2 with 

the phosphate group protected with tert-butyl ester. 

 

が高く水溶液の形で次の共重合反応に用いた．また，

合成のステップは増えるが，より扱いやすいモノマ

ーとして，リン酸基を tert-ブチル基で保護したモ

ノマー 2 をスキーム２に従い四段階で合成した．ま

ず，アミノエタノールのアミノ基をCbz基で保護し，

ヒドロキシ基をリン酸エステルに変換後，アミノ基

の脱保護，無水メタクリル酸によるアミノ基へのメ
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タクリロイル基導入によって，モノマー 2 の合成に

成功した．重クロロホルム中の 1H NMR スペクトル

は， 5.79, 5.35 ppm にそれぞれ1H のメタクリロ

イル基由来の多重線，4.10, 3.60 ppm にそれぞれ

2Hのエチレン基由来の多重線，1.96 ppm に 3Hのメ

チル基由来の多重線，1.49 ppm に 18H の tert-ブチ

ル基の一重線が確認でき，モノマー 2 が高純度で合

成できたことを示した． 

 また，これらのモノマーと共重合するアクリルア

ミドモノマー 3 をスキーム３にしたがって合成し

た．モノマー 3 も 1H NMR スペクトルによりその構

造を確認した． 

 

Scheme 3. Synthesis of N-acryloylglycinamide. 

 

３．リン酸基を有するビニルポリマーの合成 

モノマー 1 とモノマー 3 をラジカル共重合する

ことで，リン酸基を有するビニルポリマーの合成を

行った．スキーム４に示すように，過硫酸アンモニ

ウムを開始剤とするラジカル重合によって，リン酸

基を側鎖にもつ共重合体を合成した．3 と 1 の 2

つのモノマーの仕込み比が，1:0, 0.95:0.05, 

0.9:0.1, 0.85:0.15の4種類の共重合体を合成した． 

 

 

Scheme 4. Synthesis of vinyl copolymer bearing 

phosphate group by radical polymerization. x = 0, 0.05, 

0.1, 0.15. 

4．共沈法によるビニル高分子とヒドロキシアパタイ

トの複合化 

スキーム ４で合成したビニル高分子水溶液に，塩

化カルシウムとリン酸水素ナトリウムの水溶液を滴

下し，生じた白色沈殿をろ過することによって，ヒ

ドロキシアパタイト－ビニル高分子複合体の粉末を

得た．収率は，97 (x = 0), 99 (x = 0.05), 98 (x = 

0.1), 95 % (x = 0.15)であり，ビニル高分子とヒド

ロキシアパタイトがほぼ定量的に沈殿したことがわ

かった．この粉末の熱重量分析における1000℃の重

量と100℃の重量の比から，無機重量分率を求めた．

ビニル高分子とカルシウム塩，リン酸塩の仕込み比

から計算した無機重量分率は７０％であるが，熱重

量分析から求めた無機重量分率は，63 (x = 0), 63 (x 

= 0.05), 61 (x = 0.1), 62 % (x = 0.15)であり，

共沈殿がほぼ定量的に起こったことと矛盾しない．

粉末 X 線回折は，ヒドロキシアパタイトに特徴的な

回折パターンを示し，(002)回折ピークの半値幅から

Scheller の式で求めた結晶子サイズは，24 (x = 0), 

20 (x = 0.05), 22 (x = 0.1), 19 nm (x = 0.15)

となり，リン酸基を多く含むビニルポリマーの方が

結晶子サイズが小さくなる傾向が見られた． 

この複合体粉末を120℃，120 MPa で金型で一軸加

圧成形を行い三点曲げ試験の試験片を得た．成形体

の密度は，1.60～1.635 g/cm3 であった．三点曲げ

試験で求めた曲げ強度，曲げ弾性率，破断ひずみを  

 

Table 1. Mechanical properties of the compressed 

compacts of the composites of hydroxyapatite and vinyl 

polymers bearing varying amounts of phosphate groups 

(x). Standard errors based on 4 independent 

determinations are shown. 

x 0 0.05 0.1 0.15 

Bending 

strength (MPa) 

24  3 19  2 20  

2 

21  2

Bending elastic 

modulus (GPa) 

6.2  

0.5 

6.3  

0.6 

5.9  

0.4 

6.7  

0.5 

Strain at failure 

(%) 

0.48  

0.03 

0.38  

0.03 

0.45 

 

0.04 

0.35  

0.03 
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表１に示した．リン酸基を含まないビニル高分子(x 

= 0)とリン酸基を含むビニル高分子( x = 0.05-0.15)

を比較すると，顕著なリン酸基の効果は認められな

いが，弾性率は，リン酸基の割合が多くなるほど高

くなる傾向が見られた． 

 

５．結論 

骨の生合成の機構を模倣して，リン酸基を含むビ

ニル高分子を新規に合成し，ヒドロキシアパタイト

との複合体を合成し，その力学的性質を評価した．

リン酸基の導入量と複合体の力学的な性質との相関

に注目した．今回の実験では，ビニル高分子のリン

酸基の導入量は，ヒドロキシアパタイトとの複合体

の力学的性質に大きな効果を表さないことが示され

た．このビニル高分子は，リン酸基以外に多くのア

ミド基をもっており，このアミド基がカルシウムイ

オンへの配位やリン酸イオンとの水素結合などによ

って，有機―無機界面の安定化に寄与し，リン酸イ

オンの効果が現れにくいのではないかと考えている．

骨のコラーゲンは疎水性アミノ酸を含み水には溶解

しない比較的疎水性のタンパク質である．高分子の

極性，非極性部分の割合も複合体の力学特性に重要

な影響を与える可能性がある． 

 

本研究は，同志社大学ハリス理化学研究所助成金

により行われた．ここに記して謝意を表する． 
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The second phase of the Multinational Life Experience and Personality Project (MLEPP) has been collecting data in waves 

since mid-September 2018.  At the time of the present analyses sufficient data to perform preliminary analyses had been collected 
from six territories (the United Kingdom, Spain, France, Germany, South Korea, & Taiwan).  The MLEPP questionnaire is 

administered online to adults, collecting data on prosocial personality traits (i.e., altruism, warmth, & understanding) as well as 
mental health (i.e., levels of depressive symptoms, anxiety symptoms, & self-esteem).  Furthermore, the questionnaire collects data 

on comfort with one's own sexual life (i.e., sexual comfort).  Twelve samples (n = 500 per sample; combined sample N = 6000) 
were formed for the present analyses.  Sexual comfort was found to be associated with higher mental health in all 12 samples 

(combined sample r = .36, p < .001).  Sexual comfort was also associated with prosocial personality in all 12 samples (combined 
sample r = .27, p < .001).  Although strong correlations were found between the variables, the cross-sectional nature of the 

investigation and the correlational approach cannot determine if sexual comfort causally leads to better mental health and prosocial 
personality, better mental health and/or prosocial personality causes sexual comfort, or if third variables are responsible for the 

associations.  Given the strength and consistency of the link between sexual comfort and both mental health and prosocial 
personality, future research should endeavor to disentangle the causal path. 

 
Key words：MLEPP, mental health, prosocial personality, sexual comfort, MMCS1 

 

 

1.Introduction 

     The Multinational Life Experience and 

Personality Project (MLEPP) is comprised of numerous 

investigations.  The project is collecting cross-sectional 

data in waves on a funds-available basis, which are 

combined to form the final samples for analysis.  The 

MLEPP is currently in the second phase of data 

collection (collecting data from N > 2000 adults in 

approximately ten territories).  Data collection began 

for the second phase in mid-September of 2018 and is 

expected to take six to ten years to complete. 

     Among other variables, the MLEPP collects data 

on mental health, including levels of self-esteem, 

anxiety symptoms, and depressive symptoms, from 

adults aged 18 to 59 in the target territories.  

Additionally, the prosocial personality traits of altruism, 

warmth, and being an understanding person are also 

assessed.  Moreover, the MLEPP collects data on 

sexual comfort (how comfortable people are with their 

sexual lives and sexual histories).  At the time of the 

present analyses sufficient data had been collected to 

create twelve (n = 500) samples for a preliminary 

analysis of the associations, if any, between sexual 
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comfort and mental health, as well as between sexual 

comfort and prosocial personality. 

 

2. Method 

     Qualtrics Panels was employed to recruit general 

population samples from each of the target territories 

and direct them to the online questionnaire.  Sufficient 

data for the present analyses were collected from the 

United Kingdom, Spain, France, Germany, South Korea, 

and Taiwan.  Because of the possibility that males and 

females may respond differently, for the initial analyses 

the male and female data were analyzed separately.  

Consequently there were 12 samples from the 6 

territories.  To keep statistical power the same across 

analyses, the first n = 500 respondents for each 

sex-by-territory combination were used.  Thus, the 

combined sample has a total N = 6000. 

     The prosocial personality traits of altruism, 

warmth, and understanding were assessed using 

multi-item scales derived from items in the International 

Personality Item Pool (IPIP).1,2)  The mental health 

variables (levels of depressive symptoms, anxiety 

symptoms, & self-esteem) were also assessed using 

IPIP-item based scales.  Comfort with one's own sexual 

life was assessed using the Activities-Personal subscale 

of the Multidimensional Measure of Comfort with 

Sexuality (MMCS1; hereafter: sexual comfort).3) 

     Pearson correlation was used to assess the 

relationships between the variables.  Because there 

were three mental health variables, three prosocial 

personality variables, and twelve samples, there were 72 

analyses (plus the combined sample analyses).  When 

using p < .05 as the criterion for statistical significance, 

Type I error would be expected to create three or four 

statistically significant associations by chance among 

the 72 analyses if there are no true relationships.  

Hence if only a few statistically significant associations 

are found, they would likely be due to Type I error. 

 

 

3. Results 

     Table 1 presents the Pearson correlations and their 

associated p-values for the analyses examining the 

association between mental health variables and sexual 

comfort.  As can be seen in Table 1, all 12 samples 

show positive correlations with self-esteem and negative 

correlations with depression and anxiety indicating that 

sexual comfort is correlated with good mental health.  

All 36 correlations are statistically significant at the 

p < .001 level, indicating a highly significant association 

between sexual comfort and mental health.  The 

meta-analytic average combined sample r = .36 (N = 

6000), which is of medium magnitude.4) 

     Table 2 presents the correlations and associated 

p-values for the analyses examining the association 

between prosocial personality and sexual comfort.  As 

shown in Table 2, all 12 samples have positive 

correlations with all three prosocial personality traits, 

indicating that sexual comfort is positively correlated 

with prosocial personality.  Among the 36 correlations, 

35 are statistically significant at the p < .001 level with 

the remaining one being at the p < .01 level, indicating a 

highly significant association between sexual comfort 

and prosocial personality.  The meta-analytic average 

combined sample r = .27 (N = 6000), which is of small 

(nearly medium) magnitude. 

 

4. Discussion 

     Strong and highly consistent correlations were 

found between sexual comfort and both mental health 

and prosocial personality variables.  Given that the 

findings were consistently strong across data from six 

territories and for both males and females, it seems clear 

that mental health and prosocial personality are related 

to how one views one's sexual life, or alternatively, that 

those with good mental health and prosocial 

personalities are more likely to lead sexual lives that are 

consistent with their life views (thus leading to increased 

sexual comfort). 
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     As can be seen in Table 1, there does not appear to 

be a sex difference in the magnitude of the association 

between sexual comfort and mental health in South 

Korea.  In the United Kingdom, however, the 

associations are stronger for women.  Nevertheless, for 

Spain, France, Germany, and Taiwan, the associations 

are consistently of larger magnitude for men.  These 

findings might be the result of differences in sex roles or 

gender identity in these territories.  In the case of the 

magnitude of the association between sexual comfort 

and prosocial personality (see Table 2), the magnitude of 

the association is consistently higher for men across all 

six territories. 

     Strong correlations were found between the 

variables in these analyses, however, the cross-sectional 

nature of the investigation and the correlational 

approach cannot determine if sexual comfort causally 

leads to better mental health, better mental health causes 

sexual comfort, or if third variables are creating the 

correlations.  The analyses with prosocial personality 

have this same limitation.  Given the strength and 

consistency of the link between sexual comfort and both 

mental health and prosocial personality, future research 

should endeavor to disentangle the causal path. 

 

     This research was supported in part by 

grants-in-aid from the Harris Science Research Institute 

of Doshisha University and a grant-in-aid from MEXT 

(grant number 21K02971). 

 

 

Table 1. Correlations between comfort with sexuality and mental health. 

 N = 500 Self-esteem Anxiety Depression 

United Kingdom 
♂ r = .32, p < .001 r = -.29, p < .001 r = -.30, p < .001 

♀ r = .38, p < .001 r = -.32, p < .001 r = -.36, p < .001 

Spain 
♂ r = .42, p < .001 r = -.28, p < .001 r = -.41, p < .001 

♀ r = .35, p < .001 r = -.26, p < .001 r = -.34, p < .001 

France 
♂ r = .43, p < .001 r = -.34, p < .001 r = -.39, p < .001 

♀ r = .29, p < .001 r = -.26, p < .001 r = -.29, p < .001 

Germany 
♂ r = .42, p < .001 r = -.36, p < .001 r = -.40, p < .001 

♀ r = .21, p < .001 r = -.31, p < .001 r = -.40, p < .001 

South Korea 
♂ r = .40, p < .001 r = -.27, p < .001 r = -.34, p < .001 

♀ r = .36, p < .001 r = -.30, p < .001 r = -.34, p < .001 

Taiwan 
♂ r = .42, p < .001 r = -.24, p < .001 r = -.36, p < .001 

♀ r = .31, p < .001 r = -.18, p < .001 r = -.29, p < .001 

Combined N = 6000 r = .39, p < .001 r = -.32, p < .001 r = -.37, p < .001 
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Table 2. Correlations between comfort with sexuality and prosocial personality. 

 N = 500 Understanding Warmth Altruism 

United Kingdom 
♂ r = .25; p < .001 r = .28; p < .001 r = .28; p < .001 

♀ r = .17; p < .001 r = .24; p < .001 r = .23; p < .001 

Spain 
♂ r = .31; p < .001 r = .35; p < .001 r = .38; p < .001 

♀ r = .14; p < .01   r = .22; p < .001 r = .20; p < .001 

France 
♂ r = .20; p < .001 r = .31; p < .001 r = .30; p < .001 

♀ r = .20; p < .001 r = .27; p < .001 r = .27; p < .001 

Germany 
♂ r = .26; p < .001 r = .30; p < .001 r = .33; p < .001 

♀ r = .20; p < .001 r = .29; p < .001 r = .27; p < .001 

South Korea 
♂ r = .18; p < .001 r = .27; p < .001 r = .27; p < .001 

♀ r = .16; p < .001 r = .21; p < .001 r = .25; p < .001 

Taiwan 
♂ r = .31; p < .001 r = .32; p < .001 r = .34; p < .001 

♀ r = .22; p < .001 r = .32; p < .001 r = .26; p < .001 

Combined N = 6000 r = .23; p < .001 r = .29; p < .001 r = .28; p < .001 
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“Gaze matching” is an essential activity for rich communication, such as the important role it plays in 
fostering trust between people who are facing each other. However, in most online communications using 
computer networks, video capturing is performed using a camera installed above the display. Therefore, the image 
of the person positioned in front of the camera is displayed as a downward-looking image in the display of a 
communication partner at a remote location via network transmission. Consequently, it is obviously difficult to 
make genuine “eye contact.” 

To solve this problem, a micro camera is embedded in the acrylic plate that covers the display, and such a 
camera system actively matches the user’s line of sight. The camera is positioned at nearly eye level with the 
captured face. As a way to overcome line-of-sight mismatch, some methods have installed a bar-shaped camera on 
the display. However, the protective material for such a camera is bulky and thus blocks the area around the eyes 
of the projected face image. In this paper, we develop a new micro-camera-embedded acrylic plate for computer 
screens, eliminating such protective materials and embedding the connecting wires within the acrylic plate.  
 

Key words：micro camera, computer display 

 

キーワード：極小カメラ，コンピュータ画面 

 

 

 極小カメラを埋め込むコンピュータ画面用アクリル板の開発 

 

片桐 滋 

 

 

1. はじめに 

 

「視線の一致」は，対面者どうしの信頼性の醸成

に重要な役割を果たすなど，豊かなコミュニケーシ

ョンに不可欠な要素である．しかし，ほとんどのコ

ンピュータ・ネットワークを用いるオンラインコミ

ュニケーションにおいては，ディスプレイ上部に設

置されたカメラを用いて映像収録が行われる．その

ため，カメラの前に位置する人物映像は，ネットワ

ーク伝送を経た遠隔地におけるディスプレイ内では，

下向きの映像として表示される．従って，対面者ど
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うしが「視線の一致」を実現するには工夫が必要と

なる．また，この「視線の不一致」は，ディスプレ

イが大きくなるほど深刻となり，コンピュータを用

いた対話やビデオ会議が広く用いられる昨今，この

問題の解決は喫緊の課題となっている． 

 この問題を解決するため，ディスプレイを覆うア

クリル板内に極小カメラを埋め込み，それを用いた

視線の一致を試みる．カメラは，映る顔のほぼ目の

位置に設置する．視線の不一致を克服する手段とし

ては，例えば「MEGA-AU」1）や「Center Cam」2），

「MECA Webcam」3)などのように，ディスプレイに

棒状のカメラを設置するものがある．しかし，いず

れもカメラやその接続部，即ち電線の保護材が大き

く，映る顔映像の目の付近をさえぎってしまう．本

提案では，こうした保護材を排除し，接続する電線

をアクリル板内に埋め込む，新しい極小カメラ埋め

込み型のコンピュータ画面用アクリル板を開発する． 

 なお本稿は，本アクリル板の開発と並行して執筆

を進めている．このため，本アクリル板の性能調査

結果を掲載するには至っていない．この点は，予め

読者諸氏の許しを願う次第である． 

 

2．提案手法の概要 

 
人と人がコミュニケーションを行う時，目と目を

合わせる，すなわち視線を一致させることは，コミ

ュニケーションそのものを深めるために重要である

（Fig. 1）． 

 

 

 

Fig. 1. Gaze matching. This is important for deepening 

communications.  

 

しかし，コンピュータを用いた人と人のコミュニ

ケーションにおいては，視線を一致させることは容

易ではない．特に，コンピュータのディスプレイが

大きくなるほど，その傾向は強まってくる． 

一般に，コンピュータ用のカメラ，即ち，コンピ

ュータを利用する人物等を撮影するカメラは，ディ

スプレイの上部に着けられており，そのカメラに写

る映像，すなわちカメラで撮影された映像が遠隔地

のディスプレイに映るとき，上部から撮影される映

像が届けられるためである． 結果的に，ディスプレ

イ上に映る人は下向きとなってしまう（Fig. 2）． 

Fig. 2. Situation where eye contact through network 

transmission is difficult. The person in a display looks 

down.  

 
 
この問題を解決するためには，カメラの位置をデ

ィスプレイ内部に映る人の目の位置に合わせること

が望ましい．即ち，ディスプレイの上部に付けられ

たカメラを，ディスプレイの内部に映る人の目の位

置まで下げれば良いことになる． 

こうして考えられた発想が，極小カメラを埋め込

むコンピュータ画面用アクリル板である（Fig. 3）． 

  

Camera

Camera

Display

Display

Telecommunication
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カメラはできるだけ小さい方が良い．また，カメ

ラはコンピュータ画面内に設置したい．これまで，

そうした発想を具体化したものとして，例えば

「MEGA-AU」などのような，画面の上から追加的

にカメラを設置する装置が開発されてきた．しかし，

これらの手法はいずれも，カメラを画面から独立し

た太い棒状の装置（棒の部分は電線が挿入されてい

る）として扱っており，明らかに視野を妨げてしま

う． 
そこで，本研究では，できるだけ視野を妨げない

ようなカメラの利用を考える．まず，カメラはでき

るだけ小さい方が望ましい．またカメラは，従来の

手法のように視野を妨げる太い棒状の装置に組み込

まず，極小のカメラ本体のみが視野の妨げにはなる

ものの，他の部位，例えばカメラへの配線部などは

出来る限り小さく，細くすることを考える． 
結果的に，Fig. 3 にあるような，アクリル板の上に

極小カメラを設置し，そのカメラへの配線部（Fig. 3

中，極小カメラに上部から伸びる線）はできるだけ

視野を妨げない特殊な加工を施したものとする． 

Fig. 3. Micro camera embedded acrylic plate. A 

miniature camera is positioned near the eye position of 

a face in a display covered by the acrylic plate. This 

camera achieves matching of the line of sight.  

 

 

3. 極小カメラを埋め込むコンピュータ画面用アク

リル板 

 
 提案する極小カメラを埋め込むコンピュータ画面

用アクリル板は，コンピュータ・ディスプレイのサ

イズが変わるごとに作成する必要がある．確かに，

設置するコンピュータ・ディスプレイ毎に作り替え

る必要があるというこの点は，本アクリル板の欠点

となる．しかし，例えば，覗き見防止フィルターや

液晶保護フィルムなどがディスプレイサイズや機種

毎に変わるように，本アクリル板もコンピュータ画

面の大きさによって変更されるというのは，いわば

本アクリル板の価格次第と言うこともできる． 

 
(a) Front elevation 

 

(b) Side elevation 
 
 
 
Fig. 4. Front and side 

elevations of a display called 

“P2422HE LCD monitor”.  

(https://www.dell.com/suppo

rt/home/ja-jp/product-support/product/dell-p2422he-moni

tor/docs) 
 
 
以上の状況を考え，本研究ではまず，普及版のデ

ィスプレイである Dell P2422HE LCD モニタへの設

置を考えた（Fig. 4）．モニタの正面の大きさは，縦

31.5 cm×横 53.8 cm×奥行 1 cm であり，また側面の

大きさは，画面の上下の厚みが 1 cm，画面の中心部

の厚みが 4 cm，画面の下部の厚みが 1.3 cm である． 
また，極小カメラとしては，OV5640 USB カメラ

モジュールを用いた（Fig. 5）．Fig. 5 中の右端の四角

Micro camera

Acrylic plate

Display

 

 

53.8cm

31.5cm

53.4cm

30.0cm

 

1.0cm

1.0cm

1.3cm

4.0cm
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部がカメラである．カメラのサイズは，縦 8.5 mm×

横 8.5 mm×奥行 5.27 mm であり，少なくとも 500 万

の画素数を持ち，オートフォーカスを実現している． 

なお，このカメラを用いる際，Fig. 5 の中央に伸び

る電線をアクリル板の上に這わせることになる．当

然ながら，アクリル板の上からは，この電線を，即

ちカメラ部を除く部材を消し去りたい．そのため，

Fig. 5 の中心にある電線部の中から必要最小限の物

のみを選択し，選択した電線をアクリル板上に設置

する 1 mm 未満の幅のスリットに挟み込むこととし

た．結果として出来上がる予定のアクリル板の予想

図は，Fig. 6 に示すようなものとなる． 
 
 
 

 
 

 
 

4．期待される成果 

 
前にも述べたように，本アクリル板はまだ開発途

上にある．しかし，例えば，「MEGA-AU」や「Center 

Cam」のように，棒状のデバイスがディスプレイの

中心付近に存在するものと比べ，視野を阻害するも

のはわずか 1 cm 未満のカメラとディスプレイに埋

め込まれた細い電線のみであり，視野の確保に大い

に貢献するものと考えられる．なお，ディスプレイ

がアクリル板によっておおわれることによる視野の

さまたげが心配されるが，これは以前から販売され

ている「デジタルサイネージ用の保護パネル」など

と同様のさまたげであり，ほぼ問題にはならないと

考えている． 

本アクリル板を利用する場面として，例えば学生

の就職面接などがあげられる．今後，本アクリル板

が予定通り完成され，その後，本研究予算の執行に

より複数台のアクリル板が作成された時，こうした

就職面接などを参考に，多数の学生による面接実験

を行い，視線の一致度や利便性，快適性の確保など，

本アクリル板の特性を明らかにする予定である．ま

た，本実験から得られる問題点を整理し，それを踏

まえた新しいアクリル板作成への道も探る予定であ

る． 

一方，仮に本アクリル板の効果が明らかになった

場合，本手法に関する特許出願 4）に基づき，より大

きなディスプレイ，例えば 60 インチ型のディスプレ

イを対象に，極小カメラを複数台（例：6 台等）埋

め込む大型のアクリル板を作成し，顔のみならず体

全体の動きを伴う画像をより滑らかに映し出す，モ

ーフィング等を用いる実験に進む予定である． 

 

 

 

Fig. 5. Micro camera “OV5640 USB camera 

module”. (例：https://www.amazon.co.jp/USB%E3%82 

%AB%E3%83%A1%E3%83%A9%E3%83%A2%E3%8

2%B8%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%

80%81OV5640-1944P%E3%82%AA%E3%83%BC%E3

%83%88%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%BC%E3

%82%AB%E3%82%B9OTG-USB%E3%82%AB%E3%

83%A1%E3%83%A9%E3%83%A2%E3%82%B8%E3%

83%A5%E3%83%BC%E3%83%ABfor-Android-Windo

ws/dp/B081JQHLWN) 

 

 

Fig. 6. Estimated images of the computer screen 

attached by a micro camera embedded acrylic 

plate. (left: front elevation, right: side elevation.) 
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5．おわりに 

 

「視線の一致」を目指して，コンピュータ・モニ

ターに設置する「極小カメラを埋め込むコンピュー

タ画面用アクリル板の開発」について，その設計の

様子を紹介した．本アクリル板は，本稿の締切時期

に出来上がる予定であり，それが仕上がった際には

4 節に記したような評価実験を行い，その功罪を明

らかにする予定である． 

なお，本アクリル板の開発に関し，これまでその

技術的な主張点 5)のみならず，製品としての可能性

の探索 6-9)も行ってきた．こうした可能性の探索は今

後も継続して行っていく予定である． 

 

本研究は，本学の職員であった和田理氏（現在，

（株）ATR-Promotions 勤務）と，本学博士前期課程

の大学院生である岩元和大氏，本学理工学部 4 年生

の相良深氏と江口日菜乃氏らの支援を受けて行われ

た．また本研究は，本学ハリス理化学研究所からの

研究助成金を得て行われている．ここに厚くお礼を

申し上げる次第である． 
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Neural Machine Translation by Inserting Target-side Named Entity Tags 
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(Received September 13, 2022) 

 

This study proposes a new Transformer-based neural machine translation (NMT) model, which inserts named entity (NE) 

tags into target-language sentences. Most conventional NE-based NMT models incorporate only NEs of source-language sentences 

(source-side NEs). The NMT models that utilize NEs of target-language sentences (target-side NEs) have been proposed by Li et 

al. (2018) 6) and Siekmeier et al. (2021) 13). The Li et al.’s model uses only target-side NEs that can be automatically aligned to 

source-side NEs. The Siekmeier et al’s model generates a target-language sentence based on the inference of NEs for each target 

word, and thus the NMT model is susceptible to errors in the target-side NE inference. In contrast, our proposed model utilizes 

target-side NEs without alignment between source- and target-language sentences or NE inference for each target word. In 

particular, our proposed model inserts tags representing the type and start/end of NE before and after NEs in target-language 

sentences. The experiments show that the proposed model improves the translation performance on the WMT14 

English-to-German, WMT14 German-to-English, and WMT20 Japanese-to-English translation tasks.  

 

Key words：neural machine translation, named entity, tag insertion 

 

キーワード：ニューラル機械翻訳，固有表現，タグ挿入 

 

 

目的言語側の固有表現タグ挿入に基づくニューラル機械翻訳 

 

南端 尚樹,  田村 晃裕,  加藤 恒夫 

 

1. はじめに 

自然言語処理の分野では古くから機械翻訳の研究

が盛んに行われており，近年では，ニューラルネッ

トワークに基づく機械翻訳（NMT）の研究が主流とな

っている．NMT の性能改善を目指す研究の流れの一

つとして，原言語（翻訳元言語）の文や目的言語（翻

訳先言語）の文の中の単語の品詞や文構造といった

言語学的素性を活用する試みが行われている．その

中で，言語学的素性として，人名や地名，組織名と

いった特定の表現を表す固有表現（Named Entity: 

NE）に着目し，NEを翻訳時に活用する NMTの研究が

行われている 6,7,8,13,14)．NE には複合語が多く存在す

るため，NEの情報を NMTに与えることで文中の単語

のチャンク情報を翻訳時に活用できる．また，多義

語に対する NE の情報は翻訳時の語義曖昧性を減ら

す効果もあることが報告されている 13,14)． 
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しかし，NEを活用する従来の NMTモデルのほとん

どは，原言語文中の NEを用いており，目的言語側の

NE を活用していない．目的言語側の NE を考慮する

NMT モデルは，Li らのモデル 6)と Siekmeier らのモ

デル 13)のみである．Liらのモデルは，原言語文と目

的言語文の両方で NE の認識（NER）を行い，原言語

と目的言語間で対応付いた NE 部分を，その NE の種

類を表す記号（数値・時間表現を表す記号「N/T」，

地名を表す記号「LOC」，人名を表す記号「PER」）で

置き換えた文を NMT で翻訳する．そのため，原言語

文と目的言語文で対応付いた NEしか考慮できず，例

えば，原言語側と種類や粒度が異なる目的言語文の

NE の情報は失われるという問題がある．Siekmeier

らのモデルでは，推論時に目的言語文の各単語を文

頭から逐次予測する際，各単語の予測と同時にその

単語の NEの情報（NEか否か，NEの場合は NEの種類）

を予測し，予測した単語と NEの情報を埋め込んだ表

現に基づき次の単語を予測する．そのため，目的言

語の単語予測が NEの予測に直接影響を受け，翻訳性

能が NEの予測誤りに悪影響を受けやすい． 

そこで本研究では，目的言語文中の NE の前後に，

NEの種類と開始／終了の情報を含むタグ（NEタグ）

を付与して翻訳を行う，Transformer NMT モデルを

提案する．提案モデルでは，原言語と目的言語間で

NEの対応付けを行わずに，目的言語側の NERの結果

のみに基づいて目的言語側の NEを活用する．そのた

め，目的言語側の NERで認識された全ての NEを考慮

できる．また，推論時には，NEタグと目的言語の各

単語を同様に扱うことで，目的言語の各単語に対す

る NEを陽に予測することを回避する． 

WMT2014 の英語とドイツ語間のニュース翻訳タス

ク 4)及び WMT2020 の日英ニュース翻訳タスク 3)にお

いて提案モデルを評価した結果，目的言語文の NEを

考慮しないベースラインの NMT に比べて，提案モデ

ルは，英独翻訳では 0.14 ポイント，独英翻訳では

0.32ポイント，日英翻訳では 0.33ポイント BLUEが

上回った． 

 

2. ベースラインモデル：Transformer NMT 

本節では提案モデルの基礎となる Transformer 15)

を説明する．Transformer は自己注意機構という構

造を持ったエンコーダとデコーダで構成される NMT

モデルである．エンコーダでは，入力された原言語

文を中間表現に変換し，デコーダでは，変換した中

間表現に基づき，目的言語文の単語を文頭から 1 単

語ずつ逐次的に予測することで目的言語文を生成す

る．Transformerの概要図を Fig. 1に示す．エンコ

ーダとデコーダでは，それぞれ，エンコーダ層とデ

コーダ層が複数層スタックされている． 

エンコーダとデコーダでは，まず埋め込み層で，

入力単語列を，各入力単語の特徴を表す埋め込み行

列に変換する．その後，位置エンコーディングによ

り単語の系列情報を付加する．具体的には，入力単

語列の埋め込み行列に対して，各単語の文における

位置をエンコードした行列 PE を加える．PE の各成

分は次式(1)及び(2)の通りである 

PE(pos, 2i) = sin(pos / 100002i/d)      (1) 

PE(pos, 2i+1) = cos(pos / 100002i/d)     (2) 

ここで，dは入力単語の埋込み次元数，posは単語の

位置，iは各成分の次元を表す． 

 
Fig. 1. Overview of Transformer NMT. 
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エンコーダ層は，下位のサブ層から順に，自己注

意機構，単語位置毎の全結合層（Feed-Forward）の

2 つのサブ層で構成される．一方，デコーダ層は，

エンコーダ層の 2 つのサブ層間に言語間注意機構を

加えた 3つのサブ層で構成される．各サブ層間では，

残差接続 5)を行った後に層正規化 1)が適用される． 

自己注意機構及び言語間注意機構は次式(3)の注

意機構で表される． 

Attention(Q, K, V) = softmax(QKT/d0.5)V   (3) 

ここで，Q，K，V は，エンコーダ／デコーダの内部

表現，softmaxはソフトマックス関数である．QKTに

より，Q の各要素と K の各要素の内積を計算する．

この内積は各要素間の類似度であり，それをソフト

マックス関数で確率値にすることにより，Q の K に

対する注意重みを算出する．注意機構は，この注意

重みを重みとする V の重み付き和を取る操作であり，

その結果，Q と K の要素間の関連の強さを反映した

表現を獲得できる．自己注意機構では，Q，K，V と

して，同一の入力源（エンコーダの自己注意機構で

はエンコーダの内部表現，デコーダの注意機構では

デコーダの内部表現）を用いることで，同一文内の

単語間の関連の強さを捉えられる．ただし，デコー

ダの自己注意機構では，予測する単語とそれより後

方に位置する単語の間の関連を考慮しないようにマ

スクする．言語間注意機構では，Q にデコーダの内

部表現，K と V にエンコーダの最終出力を用いるこ

とで，原言語文の単語と目的言語文の単語間の関連

の強さを捉えられる． 

また，注意機構は複数ヘッド注意機構に拡張し，

複数の異なる空間（ヘッド）で演算を行うことでよ

り良い性能を実現する．h 個のヘッドを持つ複数ヘ

ッド注意機構は次式(4)及び(5)で表される． 

Multihead(Q,K,V)=Concat(head1,…,headh)Wo (4) 

headi=Attention(QWiQ, KWiK, VWiV) (i=1,…,h) (5) 

ここで，WiQ，WiK，WiVは，d次元の Q，K，Vを d/h次

元に線形変換するための重み行列であり，ヘッド毎

に定義されている．また，Concatは行列の結合を行

う関数であり，Wo は各ヘッドでの注意機構の演算結

果を結合した行列を同じサイズの行列に線形変換す

るための重み行列である． 

デコーダでは，出力層で，最終のデコーダ層の出

力を線形変換し，その後ソフトマックス関数を施す

ことで，目的言語の各単語の生成確率分布を得る．

この生成確率分布に基づき，生成確率が最も高い単

語系列を目的言語文とする． 

 

3. 提案モデル 

本節では，目的言語文中の NE の前後に，NE の種

類と開始／終了の情報を含む NE タグを付与して翻

訳を行う Transformer NMTモデルを提案する．Fig. 2

に提案モデルの概要を示す． 

提案モデルは，学習時には，まず教師データであ

る対訳文の原言語文及び目的言語文に対して NER を

行い，原言語文及び目的言語文内の NE を特定する．

そして，特定した NE の前に「<NE 種別>」という NE

タグを挿入し，後に「</NE種別>」という NEタグを

挿入する．Fig. 2 では，原言語の日本語文中の「2

月」が日付（DATE）の NE，「ベトナム」が国名（GPE）

の NEと認識され，「2月」と「ベトナム」の前後に，

 
Fig. 2. Overview of our proposed model. 
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NE の種類と開始／終了情報を含む NE タグとして，

それぞれ，「<DATE>」と「</DATE>」，「<GPE>」と「</GPE>」

が挿入されている．また，目的言語の英語文に対し

ても同様に，「Vietnam」と「February」が，それぞ

れ，国名と日付の NEとして認識され，「Vietnam」の

前後には「<GPE>」と「</GPE>」，「February」の前後

には「<DATE>」と「</DATE>」がそれぞれ挿入されて

いる．この NEタグを挿入した対訳文対を用いて 2節

で説明した Transformer NMTモデルを学習する． 

推論時には，学習した Transformer NMT で原言語

文を翻訳する．その結果生成された文に NEタグが含

まれている場合は NEタグを削除し，削除した文を目

的言語文として出力する． 

このように，提案モデルでは，原言語と目的言語

間で NEの対応付けを行わず，目的言語側で認識され

た全ての NE を考慮できる．また，NE タグを目的言

語の各単語と同様に扱うことで，推論時に各単語に

対する NEを陽には予測しない． 

 

4. 実験 

本実験では，提案モデルの有効性を WMT2014 の英

語とドイツ語間のニュース翻訳タスク 4)（教師デー

タ：3,891,998 文対，開発データ：39,330 文対，

評価データ：3,003 文対）及び WMT2020の日英ニュ

ース翻訳タスク 3)（教師データ：7,756,742 文対，

開発データ：1,774 文対，評価データ：1,000 文

対）において検証する．提案モデルのベースとする

Transformer NMTは，Fairseq 9)の Transformer Base

を使用した．この NE を考慮しないベースモデルと，

ベースモデルで原言語と目的言語の両言語の NE を

考慮する提案モデルの性能を評価し，比較する．翻

訳性能の評価指標は BLEU 10)（%）を用いた．BLEU(%)

は 0 以上 100 以下の値であり，値が大きいほど翻訳

性能が高いことを示す指標である．ハイパーパラメ

ータは Vaswaniら 15)の設定に従った．学習は，開発

データに対する性能が 5 エポック連続で向上しなく

なったら終了させた． 

各データセットは BPE 12)でサブワード分割した．

英独及び独英翻訳実験では，語彙は英語とドイツ語

で共有させ，語彙サイズは 40,000とした．日英翻訳

実験では，日本語と英語で語彙は共有させず，各

言語で語彙サイズは共に 32,000 とした． 

NE認識器は，英独及び独英翻訳実験では Stanza 11)

（英語文には CoNLL03 モデル，ドイツ語文には

GermEval14 モデル）を使用した．この NE 認識器が

認識する NEは，英語とドイツ語共に，「LOC（地名）」，

「ORG（企業，団体，組織など）」，「PER（人名）」，「MISC

（その他の固有表現）」の 4種類である．日英翻訳実

験では spacy 16)（日本語文には ja_core_new_trf モ

デル，英語文には en_core_web_trf モデル）を使用

Table 1. Statistics of NEs in training data. 

(a) 英独／独英翻訳 

 英語 ドイツ語 

文数 3,891,998 3,891,998 

NEを含む文数 2,191,782 1,780,468 

総サブワード数

（延べ数） 
110,302,715 113,152,376 

NE部分の総サブ

ワード数 
10,433,079 8,572,541 

(b) 日英翻訳 

 日本語 英語 

文数 7,756,742 7,756,742 

NEを含む文数 4,999,570 4,613,393 

総サブワード数

（延べ数） 
312,158,312 286,199,944 

NE部分の総サブ

ワード数 
48,231,824 45,597,137 

 
Table 2. Experiment results. 

言語対 NMTモデル BLEU（%） 

英独 
ベースライン 26.77 

提案 26.91 

独英 
ベースライン 30.84 

提案 31.16 

日英 
ベースライン 22.17 

提案 22.50 
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した．この NE認識器が認識する NEは，日本語は 22

種類，英語は 18種類である．Table 1に，本実験で

使用する教師データにおいて認識された NE の統計

量を示す． 

実験結果を Table 2 に示す．Table 2 より，全て

の言語対で，提案モデルのように NEを考慮すること

で BLEU が改善できることが分かる．この結果より，

提案モデルの有効性を実験的に確認した． 

 

5. 考察 

提案モデルは翻訳時に NE が含まれる場合に，NE

を考慮することで翻訳性能を改善することを目指し

ている．そこで，評価データの原言語文に対して NER

を行い，評価データを NEを含む文と含まない文に分

け，それぞれに対する翻訳性能を調べた．結果を

Table 3に示す． 

評価の結果，NEを含まない文に対しては，提案モ

デルにより，独英及び日英翻訳では BLEUは改善した

が英独翻訳では BLEU は低下した．一方，NE を含む

文に対しては，全ての言語対で，提案モデルはベー

スラインモデルよりも高い BLEUを実現した．このこ

とから，提案モデルは狙い通り NEを含む文に対して

有効であることが確認できた．しかし一方で，NEを

含まない文に対しては悪影響を及ぼす場合があるこ

とが分かった． 

 

6. 関連研究 

本節では，原言語文や目的言語文の NEを考慮する

従来の NMTモデルをまとめる．NEを考慮する NMTモ

デルは，置き換え手法 6)，タグ付け手法 7)，共埋め

込み手法 8,13,14)の 3種類に大別できる． 

置き換え手法では，原言語文と目的言語文の双方

で NER を行い，原言語文と目的言語文間で対応づけ

を行う．そして対応付いた NE 部分を，その NE の種

類を表す記号で置き換えた文を NMT モデルで翻訳す

る．この置き換え手法では，対応づいた NE部分のみ

を記号で置き換えるため，対応づかなかった NEは考

慮できない．また，NE部分を記号で置き換えてしま

うため，翻訳時に NE部分の単語情報を活用できない． 

タグ付け手法では，原言語文に対して NERを行い，

特定した NE の前後に NE の種類と開始／終了情報を

含むNEタグを付与した文を用いてNMTモデルで翻訳

する．従来のタグ付け手法は原言語文の NEを活用し

ており，目的言語文の NEを活用するためのタグ付け

手法は提案されていない． 

原言語文の NEを活用する共埋め込み手法では，エ

ンコーダが，NEの情報を埋め込む NE埋め込み層と，

単語埋め込み表現と NE 情報を埋め込んだ表現を組

み合わせるための結合層を備えている．まず，原言

語文に対して NERを行い，原言語文中の各単語の NE

情報を取得する．そして，エンコーダで，単語の埋

め込み表現とその単語の NE 情報を埋め込んだ表現

を組み合わせた埋め込み表現を用いて原言語文を中

間表現に変換し，翻訳を行う． 

目的言語文の NE を活用する共埋め込み手法では，

デコーダが，NE埋め込み層と，単語埋め込み表現と

NE埋め込み表現を組み合わせる結合層を備えている．

さらに，出力単語の NE情報を予測するための出力層

を備えており，推論時には予測した NE情報を用いて

翻訳を行う．推論時には，単語の埋め込み表現と予

測した NE の埋め込み表現を組み合わせた埋め込み

表現に基づき次の単語を予測するため，目的言語の

単語予測が NEの予測に直接影響を受け，翻訳性能が

NEの予測誤りに悪影響を受けやすい．また，学習時

に教師データとして与える NE 情報は単語単位での

NER で取得するが，翻訳モデルではサブワード単位

で処理を行う．この解析単位の不一致が翻訳モデル

での NE の解析を難しくしているという報告もされ

ている 13)． 

Table 3. Translation performance for sentences 

with/without NEs. 

言語対 NMTモデル NEあり NEなし 

英独 
ベースライン 27.97 24.06 

提案 28.19 24.05 

独英 
ベースライン 32.02 28.57 

提案 32.49 28.58 

日英 
ベースライン 22.23 21.51 

提案 22.59 21.80 
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7. おわりに 

本研究では，目的言語文の NEの情報をタグの挿入

により考慮する Transformer に基づく NMT モデルを

提案した．WMT2014 の英独／独英ニュース翻訳タス

ク及び WMT2020 の日英ニュース翻訳タスクにおいて，

提案モデルにより翻訳性能が改善できることを確認

した．また，考察により，提案モデルは NEを含む文

に対して特に有効であることを確認した．今後は，

目的言語文のNEを活用する従来のNMTモデルと定量

的に翻訳性能の比較を行いたい．また，Transformer 

NMT モデルの内部構造を改良することで提案モデル

の性能を更に改善していく予定である． 

 

本研究の一部は，同志社大学ハリス理化学研究所

研究助成の支援を受けて行った．ここに記して謝意

を表する． 
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Acoustic scene classification (ASC) and sound event detection (SED) are major tasks in environmental sound analysis. 

Considering that acoustic scenes and sound events are closely related to each other, in some previous works, a joint analysis of acoustic 
scenes and sound events utilizing multitask learning (MTL)-based neural networks was proposed. In conventional methods, the relation 

between acoustic scenes and sound events are considered only in an embedding extracted from shared layers in the MTL-based neural 
network. Thus, the conventional methods cannot model the relation between them explicitly. Moreover, the conventional methods 

cannot consider the relationship within acoustic scenes or sound events. To address this limitation, we propose a joint analysis of 
acoustic scenes and sound events based on graph neural network with a hierarchical graph representation of acoustic scenes and sound 

events. Experimental results obtained using parts of the TUT Acoustic Scenes 2016/2017 and TUT Sound Events 2016/2017 datasets 
show that the proposed method with graph neural network outperforms the conventional MTL-based acoustic scene classification and 

sound event detection in terms of both the scene classification and event detection performances. 
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シーンと音響イベントの関連性を考慮した環境音分析 

 

井本 桂右 
 

1. はじめに 

本研究の目的は，音声や音楽に限らないあらゆる

環境音を分析し，補聴器の高度化や見守りシステム，

機械の異常音検知，セキュリティ，自動運転，人工聴

覚を有するロボットなどの実現を目指すものである． 

環境音分析では，音を手がかりに周囲の場所や状況

（シーン）を推定する音響シーン分類や，音の種類と

その発生時刻を推定する音響イベント検出などのタ

スクが検討されている 1)． 

従来の環境音分析では，音響シーン分類と音響イベ

ント検出は異なるタスクとして取り組まれてきた．

しかしながら，「オフィス」というシーンでは「キー

ボードの打音」「PCの排気音」といった音響イベント

が発生しやすいように，音響シーンとイベントは相

互に関連しており，両者の情報を活用することで効

果的な分析が期待できる．音響シーンの情報を活用

した音響イベント検出の検討例として，Heittola ら

は，発生しうる音響イベントの集合をシーンごとに

事前決定し，分析対象とする音響イベント集合を切
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り替える手法を提案している 2)． また，入力音に含

まれる音響イベントの出現頻度（ヒストグラム）を特

徴量として音響シーンを分析する手法も複数提案さ

れている 3）．音響シーンとイベントの関連性を相互

に活用して，両者を同時に分析する手法も提案され

ている．例えば，Bearら 4)やTonamiら 5)は，深層学

習ネットワークの一部を共有したマルチタスク深層

学習に基づく手法を提案している. しかしながら，

従来のマルチタスク深層学習に基づく手法では，深

層学習ネットワークの一部において音響シーンとイ

ベントに共通する特徴を抽出しており，音響シーン

とイベント間の関連性を明示的にモデル化している

とは言えない．また，音響シーン間の関連性や音響イ

ベント間の関連性は活用していない．そこで本研究

では，音響シーン間の関連性，音響シーンとイベント

の関連性，音響イベント間の関連性を階層的なグラ

フデータとして明示的に表現し，階層グラフデータ

を深層学習に活用した新たな同時分析手法を提案す

る． 
 

2. マルチタスク学習に基づく音響シーンと 

音響イベントの同時分析 

マルチタスク学習（MTL）に基づく従来手法では，

発生する音響イベントがシーンに依存していること

に着目し，両者が持つ情報を共有しながらモデル化

することで分析性能の向上を図っている．Fig. 1 に

示すように，従来手法のネットワークは共有層，音響

シーン分類層，音響イベント検出層から構成される．

共有層では音響シーンとイベントに共通する特徴が

抽出され，音響シーン分類層および音響イベント検

出層において各タスクの予測結果が得られる．共有

層や音響シーン分類層，音響イベント検出層で用い

られる深層学習ネットワークは Fig. 1 に示すものに

限定されないが，従来研究では，畳み込みニューラル

ネットワーク（CNN: convolutional neural network）
や双方向ゲート付きリカレントユニット（BiGRU: 
bidirectional gated recurrent unit），全結合層（Fully 
connected layer）が用いられている．また，モデル

パラメータの学習には以下の誤差関数 L ならびに誤

差逆伝播法が用いられる． 

 
 
     𝐿 = 𝛼	𝐿!"#$# 	+ 	𝛽	𝐿#%#$&	        (1) 
 
ただし，𝐿!"#$#	は音響シーン分類の誤差を表し，

𝐿#%#$&	は音響イベント検出の誤差を表す．𝛼	および

	𝛽	は学習重み係数を表す．また，音響シーン分類お

よび音響イベント検出の誤差はそれぞれ，以下のソ

フトマックス交差エントロピー誤差およびシグモイ

ド交差エントロピー誤差により計算される． 
 

𝐿!"#$# = −${𝑧$ log(𝑦$)}
%

$&'

	 (2) 

𝐿#(#$) = −${𝒛) log(𝒚)) + (1 − 𝒛)) log(1 − 𝒚))}																	
*

)&'

 

														= − $ 3𝑧),, log4𝑦),,5 + 41 − 𝑧),,5 log41 − 𝑦),,56
*,-

),,&'

 

(3)   
	

ただし，𝑁，𝑧$ 	，𝑦$はそれぞれ，分析する音響シーン

の種類数，音響シーンラベル，音響シーン𝑛の事後確

率をそれぞれ表す．また，𝑇，𝑀，𝑧),,,	 𝑦),,それぞれ，

音響信号の時間フレーム数，分析する音響イベント

Fig. 1. Network structure of conventional MTL-
based method 
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の種類数，学習データの音響イベントラベル，時刻	𝑡		

における音響イベント	𝑚	の事後確率を表す．	

	

3. グラフ深層学習に基づく 

音響シーンと音響イベントの同時分析 

従来手法では，深層学習ネットワークの共有層にお

いて音響シーンとイベントに共通する特徴を抽出で

きるものの，音響シーンとイベント間の関連性を明

示的にモデル化しているとは言えない．また，音響シ

ーン間の関連性や音響イベント間の関連性は考慮す

ることができない．そこで本研究では，①音響シーン

間の関連性，②音響シーンとイベントの関連性，③音

響イベント間の関連性を階層的なグラフデータとし

て明示的に表現し，階層グラフデータを深層学習に

活用する手法を提案する． 
 
3.1 音響シーンおよび音響イベントの関連性グラフ 

 頂点（ノード）に音響シーンやイベントを，辺

（エッジ）に音響シーンやイベントの関連度を対応

させたグラフを考える．提案手法では，音響シーン

グラフおよび音響イベントグラフを階層的に接続し

た関連性グラフを構築し，音響シーンとイベントの

同時分析に活用する． 
 類似した音響シーン間では同じ音響イベントが

発生しやすいという観点から，①音響シーン間の関

連性を表すエッジの値には音響イベントの発生頻度

（ヒストグラム）の cosine 類似度を利用する． 
 

𝐵'( = cos(�⃗�, 𝑟) =
∑ 𝑒)	𝑒)*
)+,

9∑ 𝑒)-*
)+, 	 ∙ 9∑ 𝑒)-*

)+,
		 (4) 

 
ただし，𝐵'(は隣接行列B の要素とし，�⃗�	および	𝑟	は

音響シーン𝑞および 𝑟  の音響イベントヒストグラム

とする．また，𝑒)は音響イベント	𝑚	の発生回数とす

る． 
 ②音響シーンとイベント関連性は，音響シーンお

よびイベントの共起から計算された Jaccard 係数に

より表現する． 
 

𝐶.% = 	𝐽(𝑢, 𝑣) =
|𝑢 ∩ 𝑣|
|𝑢 ∪ 𝑣|	 (5) 

 
ただし，𝐶.%  , 𝑢, 𝑣はそれぞれ，音クリップごとの特

定の音響イベント発生数，音クリップごとの特定の

音響シーン発生数，隣接行列C の要素とする． 

③音響イベント間の関連性を表すエッジの値は，音

響イベント 𝑗 が発生する下でイベント 𝑖 が発生する

条件付き確率として以下のように計算される． 
 

𝑝/0 =
𝑝/∩0
𝑝0
		 (6) 

 

また，𝑝/0と閾値τ(0 <τ< 1)から，以下の要素𝐴/0を
もつ隣接行列A を計算する． 
 

𝐴/0 = F
0 (𝑝/0 <τ)
		𝑝/0 (𝑝/0 ≥τ)

       (7) 

 
シーンと音響イベントの関連性を表した隣接行列 A，

B，C を用いて，階層グラフの隣接行列は以下のよう

に表現される． 
 

   𝐆 = K 𝐀 𝐂		
		𝐂2 𝐁		O              (8) 

Fig. 2. Network structure of proposed joint 
analysis of acoustic scenes and sound events with 
GNN + MTL-based method 
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Table 1. Experimental conditions 

 

 

3.2 グラフ畳み込み深層学習によるシーンと音響イ

ベントの関連性のモデル化 
 
グ ラ フ 畳 み 込 み 深 層 学 習 （ GCN: graph 

convolutional neural network）6)では，隣接するノ

ードの情報を集約することにより各ノードの値を学

習・更新する．𝐻(4)を畳み込み前のグラフデータ，

𝐻(46,)を畳み込み後のグラフデータとすると，GCN
における畳み込み処理は以下のように表現される． 
 

𝐻(46,) = 𝑆(𝐷!"#𝐺𝐷!"#𝐻(4)𝑊(4))	 (9) 

 
ここで，𝐷および 𝑊(4)

 は次数行列およびノードの重

み行列を表す． 
 
3.3 提案手法のネットワーク構造 

提案手法のネットワーク構造を Fig. 2 に示す．提案

手法では，従来のマルチタスク深層学習に基づく手

法 5)同様，CNN およびBiGRU を用いる．音響シー

ンおよびイベントの関連性を考慮するため，3.2節で

計算した音響シーンおよびイベントのノード値をそ

れぞれ音響シーン分類層，音響イベント検出層に入

力し，アダマール積を計算する．その後，ソフトマッ

クス関数およびシグモイド関数を適用することで音

響シーン分類および音響イベント検出結果を得る．

また，モデル学習の誤差関数には式(1)–(3)を適用し

た． 

Table 2. Scene classification results 
 

 

 

 
     

Table 3. Event detection results 
 

 

 

 
 

Table 4. Detection results for each sound event 

 

 

4. 評価実験 

4.1 実験条件 

 TUT Sound Events 2016/20177) および TUT 
Acoustic Scenes 2016/20178) から「ホーム」「住宅街」

「繁華街」「オフィス」の 4 つの音響シーンラベルが

付与されている音を用いて評価実験を行った．実験

で用いた音データには「鳥の鳴き声」「キーボードの

タイプ音」「車のブレーキ音」「人の話し声」「風の音」

「マウスのクリック音」など合計 25 種類の音響イベ

ントラベルが付与されている．評価実験の詳細は 
Table 1 に示す． 
 
4.2 実験結果 

 Table 2 および Table 3 に実験結果を示す．提案手

法（Scene）および提案手法（Event）はそれぞれ，

音響シーン分類またはイベント検出のみにグラフ深

層学習を適用させた結果である．音響シーン分類に

おいては，提案手法（Event & Scene）を用いること

で従来手法よりも Micro F-score が 3.82%ポイント

向上した．また，音響イベント検出に関しては，従来
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手法よりも Micro F-score が 3.46%ポイント向上し

た．これらの結果より，環境音分析においては，音響

シーンやイベントの関連性を明示的にモデルに組み

込むことで，高い環境音分析性能を達成することが

確認された． 
Table 4 に従来手法（マルチタスク）と提案手法

（Event & Scene）における音響イベントごとの F-
score の値を示す．実験結果より，bird singing の F-
score が大幅に向上していることが分かる．bird 
singing は住宅街で良く発生する音響イベントであ

り，wind blowing などの音響イベントと頻繁に共起

する．提案手法では，これら音響イベント間の関連性

を捉えることができたため，従来手法よりも高い性

能を達成したと考えられる． 
 

5. まとめ 

本論文ではグラフ深層学習を用いた音響シーンと

イベントの同時分析手法を提案した．実験結果から，

音響シーンと音響イベントの関連性を考慮したグラ

フ深層学習を用いることで従来のマルチタスク学習 

に基づく環境音分析手法よりも高い性能を実現する 

ことが確認できた． 

 

本研究は，2021年度同志社大学ハリス理化学研究

所研究助成金によって行った．ここに記して謝意を

表する. 
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In the research and development field of science and technology policy， the Japanese government positions research 

activities as a means of various policy systems. Therefore， researchers who want to increase their research funds need to 

demonstrate their achievements and obtain research and development budgets. Evaluation is the means to do so. The evaluation is 

obliged to explain to the budget authority. However， preparation of evaluation reports takes a lot of time， so. accountability work 

strains and drains research time. Many researchers struggle daily with both writing evaluation reports and securing research time. 

Many researchers are at a loss as to which one to take. This problem is known as the "accountability dilemma". 

Why is there an accountability dilemma in the field of R&D? First of all， it is because the "program" is not properly 

positioned in the policy system. Research and development proceeds well when research experts and the amateurs who support 

research (funders) build good cooperative relationships. However， things are not going well in Japan. As a result， procedural 

accountability for the process of implementing the policy on the one hand (checking legality， regularity and compliance) and 

accountability for the outcomes resulting from implementing the policy on the other (assessment of program effectiveness). are 

confused. Only ignorance and procedural checks of processes are required in detail and consume the researcher's effort and time. 

This report is intended to explain the above circumstances in detail and to suggest possible solutions.  

 

Key words：accountability, policy outcome，program, evaluation 

 

キーワード：アカウンタビリティ，政策のアウトカム，プログラム，評価 

 

 

研究と政策の乖離－成果とアカウンタビリティの齟齬－ 

 

山谷 清志 

 

科学技術政策の研究開発分野で日本政府は，研

究活動をさまざまな政策の手段として位置付け，交付

金や助成金を用意する．したがって，研究費を増やし

たい研究者・研究機関は，研究成果を事前に示して

研究開発予算を獲得する必要がある．その手段が評

価である．これに成功し，いったん資金を獲得したら

研究者は事後評価によって予算当局に説明する義

務がある．しかし，運営交付金・研究助成金の申請

書・事前評価書や事後評価報告書の作成には多くの

時間がかかり，アカウンタビリティの仕事が研究時間

を圧迫し，消耗する．ここで研究者は日々悩んでい

る．研究の成果の説明，申請書や報告書の作成，い
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ずれをとるべきか悩んでいる研究者が多い．この問

題は「アカウンタビリティのジレンマ」として知られる． 

研究開発の分野でアカウンタビリティのジレンマが

生じるのはなぜだろうか．基本は市民が科学技術に

関心を持たないからである．しかしその上で本稿は，

政策体系の仲で「プログラム」が正しく位置づけられ

ていないからだと考える．研究開発は，研究の専門

家と研究を支える予算当局の事務方とが良好な協力

関係を築くことでうまく進む．ただし，日本ではうまくい

っていない兆候が散見される．それは，一方で政策

実施プロセスｗめぐる手続き上の説明責任 (合法性，

規則性，コンプライアンスのチェック) と，他方の政策

を実施した結果として生まれるアウトカムについての

説明責任 (プログラムの有効性の評価) が混同され

ているからである．プロセスの手続きチェック業務が

詳細に求められ，研究者の手間と時間を消耗する． 

本稿は，以上の経緯が出てくる背景を説明し，そ

の解決案を示すつもりである． 

 

1. はじめに 

科学技術政策の分野では，研究活動をさまざまな

政策体系の手段に位置づける試みを政府が進めてい

る．そのため，研究資金を獲得しようとする研究者･

研究機関は予算を申請するが，この申請ではチェッ

クするアクター（事務方と専門に関連すると思われ

る審査員）に，研究成果について納得ゆく説明をする

義務があり，申請の事務文書と研究成果（アウトカ

ム）を事前に証明する文書の作成に膨大な時間をと

られる．こうして，アカウンタビリティのための業務

が，研究時間を侵蝕する．研究者の多くは，評価報告

書によってアカウンタビリティを達成するのか，研

究成果・アウトカムによってアカウンタビリティを

達成するのか，日々悩んでいる．この悩みが有名な

「アカウンタビリティのジレンマ」である． 

なぜ，研究開発の現場でアカウンタビリティのジ

レンマが生じてしまうのか．それは「プログラム」が

政策体系に組み込まれていないからである．たとえ

ば科学技術の政策分野でもプログラムはある．戦略

的イノベーション創造プログラム（SIP），革新的研究

開発推進プログラム（ImPACT），官民研究開発投資拡

大プログラム(PRISM)である．これらはプログラムと

名付けられているが，政策学や評価学で考えるプロ

グラムとは呼べない．というのは，これらはいずれも

戦略レベルに相当し，規模が大きすぎ，現場から遠

く，しかしながら実態は巨額の資金配分メカニズム

になっている．ホームページ（HP）で書いていること

も，あまりに専門的すぎてアカウンタビリティの主

体である市民にとって成功･失敗が分かりにくい．プ

ログラムを通じで組織活動をコントロールする情報

の手がかりも得られないし，分かりやすさがない．こ

の分かりやすさとは「火事→１１９番」という意味

で，それぞれの組織の活動プログラムになっている

と共に，市民にとっても簡単に単純明快に作業手続

きが分かる仕組みになっていることが重要である

（March & Simon1958:141-150）．プログラムを使っ

たアカウンタビリティが一般市民に届かないとすれ

ば，それはシビリアン・コントロールが効かないと言

い直しても良く，これは科学技術政策，とくに研究開

発政策のような専門分野には一番の難問になる． 

そもそも研究の専門家と素人(layman)とが，良好

な協力関係を持てばうまく進む，そしてその良好な

協力関係は「プログラム」のアカウンタビリティで作

られるはずだと英米のアカウンタビリティ研究が

1971年頃から考えてきた(Smith，1971)．ここでは素

人の市民によるアカウンタビリティ統制(layman 

control)も含意されていた． 

また同時にこの時期，別の研究は事前評価の限界

を唱え，そしてそれに代わる事後評価を重視するこ

とを提唱していた．すなわち‘From analysis to 

evaluation’で，行政学や財政学，とくに予算研究で

有名な「PPBS(Planning Programming Budgeting 

System)の挫折」としてよく知られた背景のもとで執

筆された(Schick1971)，日本でも官公庁や大手の民

間コンサルタント研究員によって，かつて共有され

ていた PPBS の内容は以下である． 

アメリカ連邦政府が1960年代に採用した政策分析

と予算編成を結合した合理的手法の PPBS を，当時の

ニクソン大統領が公式に PPBS を廃止したのが 1971

年だった．PPBS では国家戦略（plan）を設定し，そ

れを達成する手段として数多くのプロジェクトを作
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るが，そのプロジェクトは事前評価 (analysis)，具

体的には費用便益分析に代表される数量分析

analysis 手法で採択・不採択を判断し，戦略目標を

達成する上での有効性が高いと判断され，採択され

た事業群（プログラム）に予算を付ける，こうした一

連の予算編成手続きが PPBSだった． 

将来の予測にもとづき予算編成をするアイデアは

ある意味では理想的だったが，いざこの理想を実践

しようとすると，予測にはいくつか問題があった．数

字で成果を把握できれば良いが，把握が難しい教育・

福祉・医療・貧困問題・人種差別などのヒューマン・

サービスを対象にする分野では，数字での把握は難

しいだけでなく害悪にもなる．また，数字にも「色が

ついている」ことが多い．2010 年代から 2020年代に

かけての日本政府の事例である．日本の政府全体で

EBPMすなわちEvidence-based policy making に取

り組んだ一方で，国土交通省の統計不正，そして「家

族の法制に関する世論調査」アンケート内容を自民

党保守派議員に忖度した法務省が変更した事件が発

覚して，エビデンスそのものに色がついていること

が明らかになった．数字を素直に信頼できないこと

も，社会科学が研究対象にする現場では考慮すべき

であろう．さらに，東京オリンピック・パラリンピッ

クを開催したい人の予測は，終わってからの実際と

は大きな乖離があったことも記憶に残る．もちろん，

数々の贈収賄が，オリンピック・パラリンピック開催

そのものの価値を大きく損なったことは政治学の権

力研究の対象になるが，行政学・政策学の政策評価と

も無縁ではない．評価対象にすらできないという意

味で，記憶される事例である． 

また将来予測は現在の延長線上で考えるが，この

現在の前提が崩れると予測そのものが問題になるこ

とは，新型コロナ禍とロシアのウクライナ侵攻によ

るエネルギー価格高騰を経験したわれわれにはよく

理解できる． 

さらに機会の議決対象である予算の単位と，行政

執行府が検討する政策プログラムの単位との整合性

がなかったことも，実務の障害になった．しかも連邦

議会は，この合理的だと言われた手続きに従って決

めることに，「議会軽視」を感じ取った連邦議会の政

治家たちが反発を持ったことも致命的だった．たし

かに，合理的だと言うことは予算編成作業に必然の

ポリティックスを排除することだからである． 

これらの障害や困難の総体の克服をもとめて

Schick は「事前分析から事後評価へ」と表現し，こ

れまでの活動の反省に基づく課題克服，つまり事後

評価に重点化するべきだと主張した(Scick1971)． 

将来予測，事前分析，数量測定につては，政府や社

会の実際では100％の信頼性はなく，一定の留保付き

で実施するべきであるが，この留保を付けないとあ

まりに無邪気でナイーブすぎる結果になると，既に

1971 年段階のアメリカで明らかになっていたのであ

る．この留保の部分にアカウンタビリティがあり，留

保を「多様性」と言い換えてもよいだろう．合理的だ

と主張される数字には主張する人の理由があり，そ

の人は合理的だと主張する理由の根拠と正当性につ

いて，公の場で説明し市民の納得が得られれば数字

でのアカウンタビリティは成立する．ただし，理由は

複数存在するはずである．また，その数字が唯一の客

観的数字ではなく，別の立場や違った学問体系から

の客観的数字もあるだろう．これらの一連の事情を

書き込んだものがプログラムで，それを評価するツ

ールがプログラム評価，プログラム評価によって確

認できるのがプログラム・アカウンタビリティであ

ることも，1971 年段階の議論で明らかになってきた

ことは説明した． 

しかし，日本の研究と実務ではそうではない．プロ

グラムによってどのようにアカウンタビリティを確

保するべきか，そのための方策を，アカウンタビリテ

ィを追及する側が適切に作っていない．そもそもプ

ログラム概念が明確ではない．多くの場合，抽象的な

政策レベルのアカウンタビリティと，個別具体的な

プロジェクト･レベルのアカウンタビリティとの併

記で，いずれも政策が対象にする課題の核心説明が，

説明を聴く人に届かないため，次善の策で事務的な

レベルでのアカウンタビリティを細かく規定し始め

る．膨大な事務仕事が発生し，アカウンタビリティの

ジレンマに貢献する． 

ここでジレンマと言うのは，プロセスの手続き的

アカウンタビリティ(合法性・合規性・コンプライア
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ンスをチェックする)を求める声と，政策のアウトカ

ム（プログラムの有効性を評価する）アカウンタビリ

ティの主張とを混同し，あるいは事務仕事を優先す

るときに発生する．宇宙ロケットの研究者に，独立行

政法人の予算獲得のための資料のパワーポイント・

スライドを数百枚作成させる場面で発生する．科学

者を「パワーポ職人」にするのがアカウンタビリティ

のジレンマのもたらすインパクトである．任期付き

の研究者の場合，パワーポイント職人になっても，次

の職が得られないという事態もある． 

ところで，このアカウンタビリティのジレンマを

放置することになっている原因は，アカウンタビリ

ティの主体であるべき市民（主権者），市民の代表の

立法府議員がこのアカウンタビリティ問題に無関心

なことである．そうなる背景を，以下で説明したい． 

 

2．政策体系の不整合問題 

科学技術政策には政策体系の課題があるり，それ

がアカウンタビリティ問題を難しくする．通常，政策

体系は政策→施策（プログラム）→事業（プロジェク

ト）にシステム化されたトップダウンの構造になっ

ており，上の単位の手段として下の単位が置かれて

いる．政策の目標を達成する手段としてのプロジェ

クト群であり，このプロジェクト同士の組合わせ，プ

ロジェクト活動同士のスケジュール調整，予算，プロ

ジェクト担当組織同士の調整（複数官庁が一つの政

策を共管する時に重要）などを行うのが中間にある

プログラムである．プログラムを見ると誰が，どんな

政策課題を，いつまでに，どうやって解決したいのか

が分かるようになっているはずである． 

政策評価制度が導入された2001年，評価対象の政

策を各府省はこうした政策体系の発想で評価対象に

ついて説明していた．基本は政策（プログラム）とそ

の下位概念の事業（プロジェクト）である．したがっ

て，政策評価とは実際には政策が指示する方向を表

す施策，プログラムを評価することだった．しかし，

実際に日本で見られるプログラムでは評価が難しく，

現実にはプロジェクトの評価，プロジェクトのマネ

ジメントになっている．政策体系は整合性がとれな

いからである． 

整合性を持っていない理由の一つは，内閣府に置

かれている重要国家戦略にある．この戦略は，長期的

展望のもと，大局観から政策の方向性を示すもので，

たとえば科学技術政策では，政策の基本的な理念，理

念を表す制度，予算，政策手段としての法律と計画

（大綱・閣議決定・総理大臣決定）を備えている．こ

こに関わるのは国の最重要意思決定機関の一つ，総

合科学技術会議（2001 年内閣府設置法，2014 年から

総合科学技術・イノベーション会議と改称）である．

政府の科学技術政策の司令塔である．この司令塔の

方向にしたがって政策展開を行うのは内閣府・文部

科学省を中心とした多くの所管官庁であり，それら

の官庁が持つ科学技術関連予算があり，また政策実

施を担当する機関もある．独立行政法人と研究開発

法人，国立大学，国立高等専門学校，私立大学である．

ただ，科学技術政策は固定的ではなく，国際経済，宇

宙，防衛，医療，国際協力などに拡大し，拡大傾向は

続く．科学技術政策は，捉えがたい政策領域なのであ

る． 

他方，政策に関わる評価制度も整備されている．代

表は総合科学技術・イノベーション会議が行う評価

である．内閣府設置法第 26条にもとづき各府省が実

施する総額約 300 億円以上の大規模研究開発を対象

に評価を実施している．ただし，評価はこれらに限ら

れず，他にも法で義務づけられている政策評価，独立

行政法人評価や研究開発法人評価，国立大学法人評

価もある．もちろん，科学技術政策は政策それ自身が

拡大傾向なので，その拡大した先で新しい評価が生

まれ，また別な評価に遭遇する（たとえば防衛省の政

策評価「防衛産業の研究予算に関する法人税額の特

別控除等の新設」（2022年）など）． 

このマクロ・レベルでの政策は内容も，言葉も抽象

度が高い政策なので，評価になじまない．また日本の

計画･大綱によくあるように，単に将来計画，将来希

望を書き連ねた文書を繰り返すことが多く，計画や

大綱は事実上，次から次へと新しい未来志向のアイ

デアを打ち出す装置として機能する．総合科学技術・

イノベーション会議の 10兆円大学ファンド（2021年）

がその代表である．その反面，このアイデアの底流に

見られる発想は変わらず，競争重視，国際的なランク
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の上昇，「選択と集中」などである．もちろん，これ

までの失敗，過去の課題の反省はない． 

政策理論と評価理論は「政策→プログラム→プロ

ジェクト」の体系（システム）を想定し，その体系の

もとで現場のプロジェクトを政策誘導するためにプ

ログラムが機能すると考え，これが国際的な共通言

語となってきた．ODAの分野がその代表である．だが，

日本でプログラムはその機能を果たしているとは思

えない事例が少なくない．代表は，戦略的イノベーシ

ョン創造プログラム（SIP），革新的研究開発推進プロ

グラム（ImPACT）で，名前はプログラムであるが，実

際には政策よりもハイ・レベルにある「戦略文書」に

なっている．その一方でこれらは工程表を持ち，関連

省庁の関連施策との連携，国際連携が付け加えられ

る．抽象度の政治的に高次元の戦略文書が，工場の生

産現場で使うような工程表を持つ，このような妙な

事態になっている違和感がここにある．国家戦略が

導く政策のもとで実施されるプロジェクトの現実が

見えない．言い換えると，何を，どのようにやればア

カウンタビリティを果たしたことになるのか，その

結果としてどんなメリットがあるのか，具体的に説

明していないところに違和感が発生する． 

アカウンタビリティから見て議論すると，研究現

場の研究や開発はプロジェクト単位で行われて，評

価もプロジェクト単位なので，細かな実務的な話，実

践的な評価論議になる．それは理念を語る戦略文書，

方向性を指示する政策文書との間に，乖離が発生す

ることになる．この乖離には無頓着で，現場のプロジ

ェクトでは評価の専門性が上がり，業務量は増える

事態が続く．プロジェクトはマネジメント実務能力

に長けた職員と，財務会計監査の専門職員，そしてプ

ロジェクト・マネジメント専門家との共同作業をし

ている．プロジェクトの評価を担当する専門家もい

る．これらの人びとが資金を提供する府省行政から

の報告書要求，財務会計の適正な処理の証明書，専門

分野における説明責任，一般市民に対するコミュニ

ケーションなどを担っている．こうして現場のプロ

ジェクト周辺には多くのアカウンタビリティ関連業

務が発生し，それらの年間スケジュールはタイトで

ある．何よりも，誰に向けて，どんなアカウンタビリ

ティをするべきなのか，交通整理業務も増え，手間取

っている．多重評価が多くの時間をとらせると言う

こともできる．そして，これらに真面目に取り組んだ

としても，評価報告書が政策に反映されない恐れが

ある．ここから「評価疲れ」が発生し，この疲労は慢

性化する． 

過剰な評価が評価疲れを招き，本来業務（研究や技

術開発）に使う時間を，評価の事務仕事が蚕食する事

態が多くの場面で目にする．評価によって確保する

アカウンタビリティと，研究開発の成果を上げるこ

とで達成するアカウンタビリティとが両立しない，

「アカウンタビリティのジレンマ」状態が出てくる． 

 

3．アカウンタビリティのジレンマの背景 

実は，科学技術政策にはその宿痾として，アカウン

タビリティ問題があるのではないか，と考えたのが

本稿の前提だった．そもそも，研究成果を出すこと

は，研究者自身誰しも願う希望である．ただ，研究は

誰かに強制されたり，義務づけられたりして行うも

のではないことは常識だろう．この常識は研究者自

身の生きがい，モラール，倫理観に支えられた世界に

あった．こうした研究が，成果を挙げるように強制さ

れ，成果の有無を予算や組織，人事とつなげたアカウ

ンタビリティの制度と結びついたとき，問題が発生

した．研究できなくて志気が下がること，そして説明

に使う時間が本来の研究時間を侵蝕することである． 

ちなみに，日本語にはアカウンタビリティに相当

する言葉はなく，一般の日本人がアカウンタビリテ

ィに遭遇したのは1990 年代，ウォルフレン『人間を

幸福にしない日本というシステム』（1994 年）が出た

頃であろう．ただ，アカウンタビリティは当時の国語

審議会によって「説明責任」に翻訳され，官公庁では

「説明すれば良い責任」（相手が納得していなくても

良い）と変わった． 

この時，もう一つの重要な観点の説明が忘れられ

た．外部の人（スポンサーや組織の幹部）に成果・ア

ウトカムを出していると説明するアカウンタビリテ

ィを，きちんと手続きに従って仕事をしていること

を金銭帳簿・書類で説明するアカウンタビリティと

混同したため，政策内容の成果の証明と手続き遵守
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の報告とを分けて考えなかった．手続きのアカウン

タビリティと内容のアカウンタビリティとは別だっ

たが，それを認識しないまま「説明すれば良い責任」

が拡散したのである．内容や成果に関する証明を，事

情を承知していない素人にたいして手続き・手順の

報告で延々と繰り返す，退屈で残念な事態が常態化

したのである．残念なのは以下である． 

成果は出ていないが，会計書類や業務報告書が規

則・規定通りできちんと提出されており，活動結果の

数字（アウトプット）も問題ないケースはよくある．

逆に，書類は不揃いで雑，予算執行の手続きにも問題

点を指摘したくなる事項が見られるが，研究成果が

しっかり出ており，しかもその研究が国際的に良い

評価を獲ている場合も稀にもある．その中間で，数百

億円で作った研究あるいは教育機関であり，会計上・

法律上何も問題は無い，しかし毎年百億単位で予算

を使いながら20年，近隣市民がその存在理由に首を

かしげる研究組織もある． 

そもそも，研究開発のアカウンタビリティの問題

は，なぜ近年にわかに顕在化し，多くの研究者が苦労

するようになったのだろうか．その理由は，ここ四半

世紀の政府改革とそれにまつわる評価の歴史にある． 

日本の公共部門・行政機関，つまり日本官僚制は長

年ドイツ法学の‘Rechtsstaats’思考の影響下にあっ

た．「法の支配」とも訳され，近代国家で誕生した複

雑な概念であるが，日本での結果は明確で，官庁にお

ける帝国大学法学部出身者の重視というかつての伝

統で説明できる．日本官僚制の行動様式の基礎を説

明する概念である．もちろん，官庁とそれに関わる民

間企業・私人もまた，この‘Rechtsstaats’，法律思

考重視のルールで動いてきた．法律に従っていれば

一応は正しいと見なされ，法の手続きに合わせる形

ですべての政府活動を作り上げる．法的手続き重視

で，内容については問わない．まずは合法性，合規性，

コンプライアンス，手続き遵守になり，現場での作業

は必要事項のチェック，「はい・いいえ・その他」の

確認である．この視点でのアカウンタビリティを 21

世紀前後に日本政府は制度化し，形式のアカウンタ

ビリティが急速に拡大した．以下が，その関連法令で

ある． 

 中央省庁等改革基本法（1998）第 4条：政府の諸

活動を国民に説明する責務 

 中央省庁等改革基本法（1998）第 29条：政策の

企画立案を行う部門が評価結果の政策への反映

について国民に説明する責任を明確にする 

 行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（1999）：国民に説明する責務 

 独立行政法人等の保有する情報の公開に関する

法律（2001）：国民に説明する責務 

 行政機関が行う政策の評価に関する法律

（2001）：国民に説明する責務 

 国家公務員制度改革基本法（2008）：国家公務員

の人事管理について，国民に説明する責任を負

う体制を確立する 

法令に基づいて形はできた，しかし中身が伴わな

い，そのような事態がアカウンタビリティをめぐっ

て拡大した．また，21 世紀に求められるアカウンタ

ビリティは政策「内容」の話で，政策の結果としてど

んな課題が解決されたのか，どのような成果が出た

のか実際に説明するべきアカウンタビリティだった

はずである．それが，19世紀的な，手続きの「形式」

チェックに手間をかける話に落とし込まれた．しか

も，大量の時間を要する，本業の研究時間を削られ

る．このような問題が各所に頻発したのであるが，そ

の問題の代表がプログラムとその評価をめぐる日本

の弱点である． 

 

4．プログラム概念の失念 

プログラムとは，政策とプロジェクトの間にあっ

て，政策の意図を現場のプロジェクト担当者に伝え

る機能を持つ．政策が長期の時間軸，プロジェクト

が短期の時間軸なのに対して，プログラムは中間的

な期間を想定している．プログラムの機能は 3つあ

り，ひとつは政策手段であるプロジェクトの方向を

調整する機能，二つめは各プロジェクトが生み出す

成果の総和が政策のアウトカムになっているかどう

かのチェック，三つめが政策を実施する上で発生し

た課題の解決プログラムである． 

研究開発法人や大学法人の例がわかりやすい．主
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務官庁が設定する法人の設立のミッションが政策と

関わり，このミッションの中で法人は多くの事業を

実施する．プログラムに相当するのは中期の期間の

活動計画目標，そして前回の中期計画期間内に発生

した課題の解決策である．場合によってはODA のよ

うに，貧困・紛争後の地域復興・感染症対策などを

解決する共通目標に進む複数プロジェクト群を束ね

る共通計画をプログラムと呼ぶこともある．国別援

助計画，重点課題別計画である． 

科学技術政策の例を宇宙航空研究開発機構（以下

「JAXA」）で説明したい．JAXA の HPで部門・事業所

別の事業内容でプロジェクトが説明されている．政

策に関しては主務省が文部科学省，主務大臣を内閣

総理大臣・総務大臣・経済産業大臣として政令が定

めているので，4府省が共管で政策に関わることに

なる．府省別に政策体系が4つ存在することにな

る．これらの各政策体系にあるプログラムとは，4

つの政策体系間での調整業務のことであり，また具

体的には研究開発法人 JAXAの法人に各府省が提示

する中期目標と JAXAが作成する中期計画のすりあ

わせ，中期目標期間の法人評価に際しての調整，年

度ごとの評価についての府所相互の調整などが考え

られる．ただし，これらは一般市民は関心を持たな

い事項で，陰に隠れているアカウンタビリティ関連

業務である． 

しかし，本来プログラムは市民にとって重要な役

割を持つ．なぜそのプロジェクトをやっているの

か，どんな意味があるのか，何が解決できるのか，

いつまで続けるのか，どれだけのコストが必要なの

かを説明するのもプログラムだからである．政策学

的にプログラムを説明すると，プログラムは政策の

実施ガイダンスになっている．政策－プログラム－

プロジェクトと構築した「システム」で，政策の

「目標」を達成する政策「手段」であるプロジェク

ト活動群を政策目標に方向付けて正しくデザインし

（目標と手段の関係の整理），成果を上げるまでの

スケジュールの道筋のロジックを示し，プロジェク

ト活動必要な手段（財と人のインプット）を供給す

る指示を出すのもプログラムである． 

日本社会では20世紀末，介護保険，国際開発援

助（以下「ODA」），公共事業，そして研究開発など

の分野で評価の必要が認識され，評価が制度化され

る中で 2000 年 に日本評価学会が設立され，評価の

研究や実践に大きな進展が見られた．しかし他方，

評価自体にいくつか疑問が出て，評価の現場では悩

みが出てきた．当初からの一番大きな疑問は，プロ

グラム概念に当たる活動が見えないことである．プ

ログラムとは何で，このプログラムをどのように評

価するのかを日本評価学会は長年議論してきた．欧

米を中心とした ODA や教育や福祉，医療のヒューマ

ン・サービスの世界では国際常識になっているプロ

グラムとその評価が，なぜか日本の公共部門に定着

しないのである（山谷 2021）． 

第 1 に考えられる理由は，評価を前提としない政

策の多さである．日本では政策の多くは将来を語

る．ただ，未来志向と言えば聞こえは良いが，逆に

言えば反省がない，将来構想だけの甘い計画が叢生

する事態につながる．過去の実践を振り返り，この

振り返りの中から出てきた課題をとりあげてその解

決策としてプログラムを考えるのが常道である．課

題解決をプログラムの目的とすることが必要だが，

反省が無いのでそうなっていないことが多い． 

第 2に，プログラムを介在させない評価の存在で

ある．日本では科学技術関係予算を重点化するた

め，府省間にまたがる施策の予算を大括り化するこ

とを「プログラム化」と呼ぶことがある．たとえば

「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）」と

「革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）」であ

る．これらは，政府の科学技術の最高意思決定組

織，総合科学技術会議（2001 年設置）が，2013 年 9

月 13日，第 114 回の会議で「我が国の未来を開拓

していく上で鍵となる『国家重点プログラム』」と

位置づけ，公表した．（なお，この総合科学技術会

議は2014年「総合科学技術・イノベーション会

議」に改称された）． 

もちろん，最高意思決定組織でプログラムを考え

るのはふさわしくない．このハイ・レベルにはプロ

グラム評価はなじまないからである．仮にプログラ

ム評価をするならば，政策実践の中で出てきた課題

を評価によってリサーチして得た情報を使って評価
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することになるだろう． 

またハイ・レベルのプログラムをロジック・モデ

ルとして因果関係で解釈し，インプット・アクティ

ビティ・アウトプット・アウトカムの流れの「道

筋」と説明するテクニックが多用されるようになっ

たが，ここにも陥穽がある．ロジック・モデルも

「道筋」もプログラムだけでなく，プロジェクトや

政策でも使用可能なので，聴いた者を分かったよう

にさせる(しかし全く分かっていない)問題がある． 

プログラムが政策現場で考えられなかった第 3の

理由は，プロジェクトを重視してきた日本社会の長

年の歴史にある．太平洋戦争後の戦災復興・経済成

長期から，政府活動の目標は自明だった．経済成長

である．政策論は不要だったこの自明の目標下で，

目標達成手段としてダム建設（発電）や新幹線など

をはじめとしたインフラ整備プロジェクトが実施さ

れた．当然，工学的にも金融・財務的にもプロジェ

クト概念が洗練・普及され，プロジェクト・ファイ

ナンスやプロジェクト分析において精緻化したスキ

ルが豊富に研究・実践された．プログラムではな

い．プロジェクト分析スキルは経営工学，社会工

学，システム分析などの分野で拡大し，洗練を重ね

た．ODAでも Project Cycle Management，Project 

Design Matrix などのような分析とマネジメントの

スキルが編み出されて，国際的に普及した．これら

は洗練を重ね，理解しやすく，さまざまな効用はあ

るが，残念ながらプロジェクト評価である．出来が

良いだけに，プログラム評価を考える人には難儀で

ある． 

また，高度経済成長期から20世紀末まで，日本

の国家戦略が経済発展だったことが政策論の発展を

妨げ（政策を考えなくてもよい），インフラ整備や

経済振興プロジェクト主体の政策デザインに落ち着

き，それが20世紀末まで反省（評価）されること

が少なかったことも，プログラムを不要にしてき

た．プログラムの目標を探すために課題を考える前

に，次の計画が走っていた実例が数多くあり，それ

の習慣は現在でも続く（東京オリンピック・パラリ

ンピックの反省が無い中で札幌冬季オリンピック計

画が動く）． 

第 4の理由は政策評価制度にある．2001 年からは

じまったこの政策評価は，政策やプログラムを対象

にせず，プロジェクトの事業単位で普及した．予算

の単位が事業だからである．ただし，事業予算と呼

んでいる慣行を見ると，政策の単位である事業とは

明らかに整合性がなく，別論理で動いている（山谷

2012：152）．それにもかかわらず政策評価を予算編

成に反映させるミッションが政府中枢から指示され

たので（経済財政諮問会議「骨太の方針」2003

年），苦肉の策として政策評価を「目標管理型政策

評価」と定義し直し，行政事業レビューとの共通シ

ートで実施するようにした（「目標管理型の政策評

価の改善方策に係る取組について」2012 年３月 27 

日）． 

この行政事業レビューとは，前身が民主党政権時

代の2009年の「事業仕分け」で，目的は予算カッ

トである．事業を中心に詳細な点検チェックする姿

勢は財務省主計局・各府省会計課の視点で，およそ

総ての事業，会計費目が対象になる．仕分け対象に

は「はやぶさ2」（2009 年），沖縄科学技術研究基盤

整備機構（2010 年），もんじゅ・スーパーコンピュ

ータ・国際宇宙ステーション（2015 年）などで，セ

ンセーショナルに取り上げられたが，実態としては

政策目的をとその実行プログラムを議論しているの

ではなく，事業のコストカットが中心である． 

プログラムがないことの問題は明らかだった．開

発や経済振興だけを自明にした政策の事業展開は，

市民を思考停止状態にするからである．冷静な政策

議論から遠ざかった市民にアッピール思考停止の市

民を政策論争に招くには，SNS を多用したポピュリ

ズム的な PRが有効になるだろう．ただし，客観的

な政策論議はむずかしく，フェイクに陥らない努力

が大変である． 

 

4．おわりに 

科学技術と研究開発の政策には，多くのミスマッ

チがある．高度な大局観に基づく長期に及ぶ理念を

現場の数年単位のプロジェクト・マネジメントの手

法で語るミスマッチ，政策の内容確認が重要なのに

もかかわらず手続き的なチェックに終始するミスマ
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ッチ，民間営利企業に見られる成果重視型業績指標

を国家の重要な戦略を担う組織に入れるミスマッチ

がここでの報告の中心だった． 

これらのミス・マッチが象徴的に見られるのは，

政府資金が投入される国立研究開発法人，国立大学

法人に関連する場面である．かつて，これらの法人

を独立行政法人の枠組みに入れる議論が出たとき，

こうしたミスマッチは予想されたが，表に出なかっ

た．政府活動にたいするアカウンタビリティと透明

化の要請，政策の企画立案（府省）と実施機能（法

人）の分離のアイデア重視，営利目的の企業統治を

公共機関にも求めて「ガバナンス」と呼ぶ習慣の強

制など，政治的判断が優先されて法人化が進んだの

はよく知られる．アカウンタビリティを重視する上

で，法人化とは歴史的必然だったと考えられる． 

ただ，この必然の方法論に取り組む体制が進まな

い中で，急いで取り組んだ結果が本報告で語る政策

体系の不整合，アカウンタビリティのジレンマだっ

た．不整合とジレンマの原因がミス・マッチにあっ

たとすれば，ミス・マッチから発生するトラブルを

軽減することが大事な政策課題になるはずであろ

う．つまり，科学技術政策と研究との齟齬を解決す

るプログラムが求められているが，こうしたプログ

ラムはむずかしい． 

ところでアカウンタビリティの主体の市民は，多

くがサイエンスとテクノロジーの違いを知らず，研

究と技術開発の意味の違いを理解せず，理学部と工

学部との区別が付かない．まして日本語の評価では

英語の‘evaluation’を‘appreciation’や

‘audit’と区別できないし，区別の必要も認めな

い．「褒める」道具になっており，客観的なツール

のニュアンスがない．こうした市民に科学技術の

Policy Evaluation と科学技術のアカウンタビリテ

ィを説く困難もあるだろう．しかし，民主主義社会

アカウンタビリティと政策評価を機能させるために

は，基礎的な知識を身につけてもらう必要がある． 

「評価はデモクラシーのリテラシー」と言われる

が（Fetterman 2001），科学技術政策におけるアカ

ウンタビリティのジレンマを目の前にして必要なの

は，市民サイドにたって，市民の研修を続けなが

ら，官民協働のスタイルで第三者的立場からプログ

ラム評価を支援するNPOである（山谷2022）．研究

者や行政官のアカウンタビリティ活動を待つのは，

迂遠なだけでなく，隔靴掻痒なのである． 
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Development of a novel multivalent peptide that suppresses production of 

Amyloid  through binding to amyloid precursor protein 
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 Accumulation of amyloid -peptide (A) in the brain is one of the hallmarks of Alzheimer’s disease (AD). Ais generated 

from sequential proteolytic cleavages of amyloid precursor protein (APP) by -secretase and -secretase. In this study, using 

multivalent peptide library screens, we identified a tetravalent peptide, named LME-tet, which binds to APP. We found that 

LME-tet binds to APP present in the plasma membrane and is transported to endosomes in a complex with APP, and then,  

specifically inhibits the Aβproduction through blocking the cleavage of APP by -secretase. We expect that LME-tet may 

represent a promising therapeutic compound for treatment of AD. 
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アミロイドβ（Aβ）前駆体タンパク質に結合し Aβ産生を抑制する 

多価型ペプチドの開発 

 

髙橋 美帆 

 

1. はじめに 

アルツハイマー病（AD）は，病気の進行に伴っ

て神経細胞が脱落し，認知障害が現れる疾患であ

る．AD 患者脳の大脳皮質等には老人斑と呼ばれ

る凝集体の沈着が認められる．この凝集体の主要

な構成成分は 40-42 個程度のアミノ酸からなるア

ミロイドβ（Aβ）であり，ADの発症にはAの凝

集沈着が深く関与することが知られている 1 ．従

って，脳内のA凝集を抑制したり, Aの産生を抑

制することは AD 治療として有効であると考えら

れる．  

Aβは，その前駆体タンパク質 amyloid 

precursor protein (APP)が細胞内の小胞体で合成

された後，細胞内を小胞輸送される過程で種々の

タンパク質分解酵素により段階的な切断を受け産

生される． APP は１回膜貫通タンパク質であり，

小胞体で合成されると細胞膜へと小胞輸送される
2．細胞膜上の一部の APP は,コレステロールや糖

脂質が豊富に存在する脂質ラフトと呼ばれる細胞

膜上の特定の微小領域に局在しており,エンドサ

イトーシスにより再び細胞内に取り込まれる．そ

の後APP は初期エンドソーム等を介して小胞輸送

され, その間にセクレターゼによる切断を受け, 

可溶性のsAPPと膜貫通領域を含むCTF（C99）が

産生される．さらに，この C99はγセクレターゼ

による切断を受け，その結果アミノ酸 40-42 個か
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らなるAβと，AICDが産生される 2.産生されたA

は, 小胞輸送を介して細胞外へ放出されるか, あ

るいは exosome 結合型として細胞外へ放出され, 

これらが凝集体となり，脳内に沈着すると考えら

れている． 

本研究では，βが多量体様構造を形成しやす

い点に着目し，独自に開発した多価型ペプチドラ

イブラリー法を用いて，APP に効率よく結合し A

β産生を抑制する多価型ペプチドの取得を試みた．

本法で用いるライブラリーは後述する分枝核構造

に４本のペプチドライブラリーをもっており，多

量体構造をとって機能する標的分子に対して高親

和性結合ペプチドを同定することが可能である

3,4,5． 

 

2. 実験方法 

2.1 多価型ペプチドライブラリー法による Aβ

結合ペプチドモチーフの決定 

多価型ペプチドライブラリーは以下のような構

造を持つ． 

(ZXXXXXX-U)4-3Lys 

 

Lys３個から構成される核構造にペプチドライブ

ラリーが４本結合した構造をしている．ライブラ

リー部のXは Cys以外の１９種のアミノ酸のミッ

クスチャー，Zは Cys以外の 19種類の固定アミノ

酸を示す．また，ライブラリーと核構造の間にス

ペーサーとしてカプロン酸（U）を付加している．

本検討では，X を７個に設定しており，例えば初

回スクリーニングでは，Z をポジション１から７

までずらし，19×７通り（合計１３３種類）のラ

イブラリーを作成する．本ライブラリーをCEM社

のペプチド合成機を用いて，セルロース膜上にス

ポット合成する．本系では１枚のセルロース膜に

最大３８４種類のペプチドをスポット合成可能で

ある（図１）． 

合成したシートにビオチン標識 Aβ(1-28)を結合

させ，その結合活性を指標に最適アミノ酸とその

固定位置を決定する．得られた情報に基づき，２

次ライブラリーを作成、スポット合成する（今回

は(XXXXXKX-U)4-3Lys から構成される 114(=19*6)

種類をスポットしている）．同様に標識Aβ(1-28)

でブロットし，最適アミノ酸とその固定位置を決

定する．以下同様のスクリーニングを繰り返し，

全てのXについて最適アミノ酸を決定する． 

 

2.2 APP発現細胞のAβ産生に対するAβ結合ペ

プチドの効果 

各ペプチド存在下，APP発現 CHO細胞（7WD10）

を 37 度，48 時間培養後，培養上清と細胞を回収

す る ． 細 胞 は lysis buffer:2%SDS, 80mM 

Tris-HCl(pH6.8), 7%グリセロール，250mM DTT, 

0.025%フェノールレッドで溶解する．培養上清あ

るいは細胞懸濁液中のAβをTricine SDS-PAGEに

より分離，抗ヒトA抗体（82E1）を用いWestern 

blottingによりAβあるいはC99を検出する． 

 

2.3 ELISA 法 

96 well ELISA プレートに各ペプチドを固相化

し24時間後，５％スキムミルクでブロッキングし，

各濃度のAβを添加，2時間室温で反応させる．ウ

ェルを洗浄後，結合Aβを抗ヒトA抗体（82E1）

を用いて検出する． 

 

2.4 ビオチン標識 Aβ結合ペプチドを用いた A

β共沈降実験  

細胞内の APP, C99, Aβとペプチドの直接の結

合活性を評価するために，ビオチン標識ペプチド

存在下あるいは非存在下，APP 発現 CHO 細胞
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（7WD10）を 37 度，30 分培養し,細胞を回収溶解

した後，細胞溶解液にストレプトアビジンビーズ

を添加，4 度，２４時間反応させる．ビーズを洗

浄後，ビーズ上の Aβおよび C９９は抗ヒト A抗

体（82E1），APPは抗ヒトAPP抗体（6E10）を用い

Western blotting法により検出する． 

 

2.4 βセクレターゼ，γセクレターゼの基質

切断活性評価 

βセクレターゼの切断部位を含む APP の部分配

列(633-685)の C末端にFLAGタグを付加した基質

ペプチドにβセクレターゼを添加し，37度４時間

反応させる．酵素切断を受けた後の基質断片を抗

Aβ抗体（82E1）で検出する．γセクレターゼの酵

素活性を評価する場合は，C末に FLAG タグを付加

した C99-FLAG 基質ペプチド溶液に候補ペプチド

およびγセクレターゼを添加し，37度４時間反応

させる．酵素切断を受けた後の Aβを抗 Aβ抗体

（82E1）で検出する． 

 

3. 結果および考察 

本検討では APP，C99，Aβに結合するペプチド

を同定するために，各々に共通するAβ領域 1-28

のアミノ酸配列を用い，そのN末端にはビオチン

を付加した．ライブラリーがスポット合成された

セルロース膜に，ビオチン標識 Aβ(1-28)を添加

し，結合するアミノ酸とその位置を決定した．1

次ライブラリーを用いたスクリーニングでは，ポ

ジション６に Lysをもつライブラリーが最も強く

Aβ(1-28)に結合することがわかった（図２）． 

そこで次にXXXXXKX の配列をもつ 2次ライブラ

リーを作成し，同様の検討を行った．この操作を

７回繰り返し，最終的に Aβ(1-28)結合活性の高

い１９種の候補モチーフを取得した（図３）．これ

ら配列を４価でもつ多価型ペプチドを各々合成し，

以降の実験に用いた． 

 

 

APP 発現 CHO 細胞（7WD10）を用いて，Aβ産生

に対するペプチドの効果を検討した．ペプチド存

在下で細胞を培養，48時間後の培養上清中Aβお

よび細胞内C99，Aβ産生量を評価した．その結果，

19種ペプチドのうち，とくにLME-tet を添加した

場合に培養液中に放出された Aβ量が顕著に減少

すること，一方で細胞内のC99, Aβ量には有意な

減少が見られないことがわかった（図４）．ただし

本検討では，培養上清中に放出される Aβ総量は

細胞内Aβ量と比較して数十倍多い．したがって，

LME-tet は実質的に，細胞で産生されるAβを顕著

に減少させていると考えられる． 

次に，Aβ（1-28）, Aβ40, Aβ42 に対する

LME-tet の結合活性を ELISA 法により評価したと

ころ，いずれの Aβも濃度依存的に LME-tet に結
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合することがわかった（Aβ(1-28), Aβ42のみか

け上 KD 値＝7 M, Aβ42 のみかけ上 KD 値＝0.20 

M）（図５）．さらに，LME-tet の結合モチーフを

１個持つモノマー型ペプチド（LME-mono）を作成

し，各 Aβとの結合活性を同様に評価した．ここ

では，LME-tet 構造中の結合ユニットのモル濃度

と同濃度の LME-mono を用いた．その結果，

LME-monoは Aβに対しほとんど結合活性を示さな

いことがわかった．このことは，多量体様構造を

形成する Aβに強力に結合するためには，ペプチ

ドが多価型構造ををとることが重要であることを

明確に示している． 

 

次に，細胞に存在する APP，C99，Aβに対する

LME-tet の結合活性を評価した．APP 発現 CHO 細

胞（7WD10）にビオチン標識LME-tetあるいは同標

識LME-monoを添加，37度 30分培養し，回収した

細胞溶解液からストレプトアビジンビーズを用い

てペプチドを沈降させ，共沈したタンパク質を検

出した．その結果，LME-tetは細胞内APP, C99, A

βと結合しているのに対して，LME-mono はその結

合活性はほとんど見られないことが示された（図

６）．このことから，LME-tetは細胞内で産生され

る APP，C99，Aβいずれにも結合活性を有するこ

とがわかった． 

また，LME-tet を 7WD10に添加後4度で培養する

ことでエンドサイトーシスを阻害し，同様の条件

で細胞溶解液からLME-tet を免疫沈降したところ，

APPが検出された．APPと LME-tetの経時的な細胞

内局在性についても共焦点レーザー顕微鏡を用い

て観察しており，その結果 LME-tetは細胞膜上の

APPに結合し，APPがエンドサイトーシスされた後

の初期エンドソームにおいても共局在しているこ

とがわかった．これらのことから，すくなくとも

LME-tet は細胞膜上の APP に直接結合し，複合体

を形成したままエンドサイトーシスされていると

考えられる． 

次に，βセクレターゼおよびγセクレターゼが

もつ酵素活性に対する LME-tet の効果を検討した．

基質となるAPP(633-685)が，βセクレターゼによ

り切断されると，Aβ33-FLAG が検出される．本条
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件で，LME-tetあるいはLME-monoの効果を検討し

たところ，LME-tet 濃度依存的にAβ33-FLAG 量が

顕著に減少するのに対し，LME-monoの場合には酵

素切断後の Aβ33-FLAG 量に変化はみられなかっ

た（図７左）．次にC99の C末端に FLAG タグを付

加したペプチドを基質として，γセクレターゼの

酵素活性に対するLME-tet の効果を検討した．そ

の結果，LME-tet を添加しても酵素切断後の産物

となる Aβ量に有意な減少は見られなかった（図

７右）．  

以上のことから，LME-tet は細胞膜上の APP に

結合し，エンドソーム内でのβセクレターゼによ

る APP の切断を阻害すること，一方で細胞内 C99

にも結合しうるがγセクレターゼによる基質切断

は阻害しないこと，結果として細胞内で産生され

るAβ産生が減少したと考えられる． 

本研究では，APPに直接結合することでAβ産生

を抑制する多価型ペプチドの同定に成功した．今

後，AD モデルマウスを用いた検討を通して

LME-tet の効果が示されれば，本ペプチドをAD治

療薬へと発展させられることが期待される． 

 

本研究の一部は, ハリス理化学研究所第 10 期

部門研究の支援のもと実施された. ここに記して
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Liver fibrosis relates to the abnormal accumulation of extracellular matrix proteins including collagen and leads to the 

stiffening of the liver. Further development of fibrosis can cause severe disease such as liver cirrhosis, liver failure and liver cancer. 

We focused on the interaction between the mechanical property of the micro-environment around collagen-producing cells and 

their activation, and developed a system capable of acquiring a combined image of multiphoton second-harmonic generation and 

autofluorescence imaging to evaluate the deformation of collagen fibers under mechanical compression and the distribution of 

retinoid molecules involved in the activation of hepatic stellate cells. In this study, liver fibrosis was induced by intraperitoneal 

injection of carbon tetrachloride two times a week for 4 weeks in male mice, and the hepatic tissues from which the Glisson’s 

capsule was removed were used. It was found that both the collagen and retinoid density increased at low strain amount in the liver 

fibrosis group, whereas the retinoid density in the normal healthy control group did not relate to the strain amount. These results 

suggest that the developed bio-imaging system using the mechanical and biological information have a potential for providing a 

novel diagnostic index of liver fibrosis. 

 

Key words：liver fibrosis, bio-imaging, strain distribution, retinoid distribution, localized collagen stiffness 
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肝線維化に伴う局所コラーゲン剛性と細胞活性のバイオイメージング評価 

 

山本 浩司，仲野 優菜，森田 有亮 

 

1. はじめに 

慢性肝炎や慢性肝疾患により長期的に肝臓に障害

が起こると肝線維化が進展し肝硬変に至る．さらに

肝硬変が進行すると，肝がんなどの重篤な合併症を

引き起こすリスクが増大する．そのため，肝線維化

の進展度を評価することは重要であり，肝生検によ

る組織診断では，細胞外マトリックス（ECM）の主成

分であるコラーゲンの分布や，分子間架橋による線

維化の進行度合いが指標として用いられている 1)．

また，エラストグラフィーにより，組織の硬さや肝

臓の線維化を非侵襲的に判別することで，組織線維

化の進展に伴い肝臓が平均的に硬化することが明ら

かにされている 2)． 

肝臓は，慢性的に障害を受けると肝星細胞の活性
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化や筋線維芽細胞の増殖が促進し，コラーゲンをは

じめとするECMタンパク質の合成が促される 3-5)．ま

た，細胞活性はサイトカインや成長因子などのシグ

ナル分子からの影響だけでなく，足場の剛性にも影

響を受けており，肝硬変を想定した高剛性足場にお

いて肝星細胞が活性化し，コラーゲンの産生量が増

加することが示されている 6)．以上より，肝組織内

の細胞を取り巻く微小領域のコラーゲン状態に伴う

局所剛性変化と，細胞の活性状態における関係を同

一空間内で明らかにすることで，確度の高い診断や

予後予測に繋がる情報を得ることが期待できる． 

従って本研究では，組織学的な固定を施さない組

織を用いて，肝線維化過程における局所的な剛性の

変化と細胞活性を同時評価可能な計測システムの開

発を行い，組織内のコラーゲン微小ひずみ分布とコ

ラーゲン産生を行う細胞の局在・活性の関係性を検

討した． 

 

2. 試料および実験方法 

2. 1 微小圧縮装置の作製 

 本研究では多光子励起顕微鏡(MPM)(TCS SP8 MP, 

Leica)下で肝臓組織片に微小圧縮を施し，取得した

第二高調波（SHG）画像および自家蛍光画像からコラ

ーゲン密度および分子局在の評価を行うことを目指

した．Figure 1に作製した装置を示す．変形は Fig. 

1(a)に示すように，直動ステッピングモーターを用

いて x 軸方向に両側単軸圧縮が可能な機構とした．

直径 4 mm，高さ約 4 mm の円柱肝組織を直接変形さ

せることは困難であるため，肝組織を 2%アガロース

ゲル内に埋入した直方体形状の試験片(8 mm×8 mm

×4.5 mm)に変形を加えることで肝臓組織内にひず

みを生じさせた(Fig. 1(b))． MPM 観察には水浸レ

ンズ(×25倍)を使用し，生理食塩水下，36℃－37℃

にて0.2 mm の圧縮変形下における画像を取得した． 

 

2. 2 マウス肝臓組織の試験片作製 

先行研究に従い 7)，8週齢の雄 C57BL/6N マウスに

4週間週2回，14 Lの四塩化炭素(CCl4)(035-01273，

富士フイルム和光純薬株式会社)と36 Lのコーン油

(23-0320，Sigma-Aldrich)の計 50 L を腹腔内注射

したマウスを線維化モデルマウスとした．また，コ

ーン油 50 L のみを同様の条件で腹腔内注射したマ

ウスを Control マウスとした．各条件 3 匹ずつ準備

し，1 匹のマウス肝組織左葉部から生検トレパンを

用いて 3 サンプルずつ取得し，1 条件につき計 9 サ

ンプルの試験片を作製した．なお，肝組織表層には

コラーゲンリッチなグリソン嚢が存在しており，こ

れらの影響を除くために，アガロースゲルに包埋後，

肝組織表面から0.5 mmの位置を冠状断で切断可能な

治具を作製し，肝臓内部の評価を行った．また，観

察時の組織膨張を防ぐため，37℃の生理食塩水に 2

時間浸漬した組織片を用いた．本実験は同志社大学

動物実験委員会の審査による承認（承認番号：

A21073）を得て実施した． 

 

2. 3 ひずみ分布評価 

撮影条件は深さ方向(z 軸)にスタック幅 0.85 m

とし，肝臓組織片における中心部分 442 m×442 m

の変形前後の SHG 画像を取得した．取得したコラー

ゲンスタック画像を試験片組織表面から z 方向に

400 m 積層し，xy平面の 2次元画像を解析対象とし

た．コラーゲン分子の配向はランダムであり，本研

究では相当ひずみをデジタル画像相関法（DIC）を用

いたソフト(GOM Correlate，ZEISS)により評価した． 

肝組織内のひずみ場を評価するため，解析領域に

おける相当ひずみのカラーコンター図を作成し，各

ひずみ領域が占める割合を評価した．また，コラー

ゲンの密度と相当ひずみの関係を評価するため，各

Liver tissue

Agarose gel

x

y

z

Heater

Stepping motor

Fig. 1. Image of a compression device capable of observing 

liver tissue using MPM. (a) Whole view. (b) Magnified view 

of liver-agarose composite specimen installed on the device 

(Bar: 10 mm). 

 

(a) (b) 
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ひずみ領域におけるコラーゲンのグレースケール積

算値を該当ひずみ領域の面積で除算することでコラ

ーゲン密度とした．また，このコラーゲン密度を各

サンプルにおける最大コラーゲン密度で正規化し，

評価を行った． 

 

2. 4 レチノイド分布評価 

先行研究において，レチノイドは波長765±65 nm

の光を吸収し，MPM下において500 nm 未満で強い蛍

光を発する可能性が示されている 8)．また，MPMによ

り励起波長 810 nm，500－550 nm の外部フィルター

を用いてレチノイド蛍光画像が取得可能である事が

明らかにされた 9)．以上より，レチノイドの貯蓄細

胞である肝星細胞の局在を評価するため，SHG と同

様の励起波長820 nmに対し，490－550 nmの外部フ

ィルターを用いてレチノイド蛍光画像の取得を行っ

た．なお，本実験では段階希釈を行ったパルミチン

酸レチノール溶液(46959-U, Sigma-Aldrich)を用い

て，自家蛍光の輝度値とレチノイド濃度が相関して

いることを事前に検証した(Data not shown)． 

レチノイド密度は，自家蛍光画像を 2 値化し，各

ひずみ領域内のレチノイド蛍光が存在する pixel 数

の総和を該当ひずみ領域の面積で除算することで求

めた．また，コラーゲン密度同様に各サンプルにお

ける最大レチノイド密度で正規化し，評価を行った． 

 

3. 結果および考察 

Figure 2に Controlマウスおよび線維化モデルマ

ウスより摘出した肝臓組織の組織画像を示す．定性

的所見では，線維化モデルマウス(Fig. 2(b))の肝臓

表面には白色の結節様組織が現れており，凹凸不整

も見られることから，CCl4 により炎症が惹起され線

維化が亢進したと考えられる． 

次にFig. 3に Controlマウスと線維化モデルマウ

スの肝組織を用いた相当ひずみ場解析結果の一例を

示す．Control マウスと線維化モデルマウス共に，

細胞が単一～数個含まれる程度の微小領域において

コラーゲン存在領域に剛性分布が生じていることを

確認した．両群ともコラーゲンが豊富な領域のひず

みは小さく，コラーゲンが少ない領域のひずみは大

きくなる傾向にあった．また，解析対象領域におい

て，2%間隔で各ひずみ値が占める割合をヒストグラ

ムとして表した結果を Fig. 4 に示す．両群とも 2%

－8%のひずみが生じている領域が多く，0%－2%のひ

(a)            (b) 

 

Fig. 2. Macroscopic view of mouse liver tissues after 4-week 

administration. (a) Control group with corn oil. (b) Liver 

fibrosis group with CCl4 (Bar: 0.5 mm). 
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Fig. 3. Equivalent strain distribution in the collagen network 

of liver tissue calculated by using DIC. (a) Control group. (b) 

Liver fibrosis group (Bar: 100 m). 
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Fig. 4. Distribution ratio of equivalent strain in the analyzed 

region of liver tissue. (a) Control group. (b) Liver fibrosis 

group (mean±S.E.). 
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Fig. 5. Normalized collagen density at each equivalent strain 

field. (a) Control group. (b) Liver fibrosis group 

(mean±S.E.). 
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ずみが占める割合が線維化モデルマウスにおいて多

い傾向にあった．本結果は強制変位によって得られ

たひずみ分布であるため，線維化亢進に伴う物性の

変化はとらえていないものの，線維化によって局所

的に剛性が上がる領域が増加する可能性を示してい

る． 

コラーゲン密度分布の結果を Fig. 5 に示す．両群

ともコラーゲン密度が高い領域ほど低ひずみを示し

た．また正規化された密度ではあるが，線維化モデ

ルマウスの組織では特に 0%－4%のひずみにおいて

Control より高い密度を示しており，コラーゲンの

局所的な増加により肝組織が硬化したと考えられる．

細胞レベルの局所的な剛性においてもコラーゲン量

が大きく影響を与えていることが示唆された．  

Figure 6にコラーゲンSHG画像(赤色)とレチノイ

ド蛍光(緑色)の merge 画像を示す．これらの結果よ

り，Control マウスにおいてはコラーゲンの局在に

関わらず，画像全体にレチノイドが散在しているの

に対して，線維化モデルマウスにおいてはコラーゲ

ンが凝集している領域にレチノイドが局在するよう

な分布が生じていることを確認した． 

各ひずみ領域におけるレチノイド密度を示した結

果をFig. 7 に示す．Control において，ひずみ値の

変化とレチノイド密度との関係性は見られなかった．

しかし，4 週の線維化モデルマウスにおいては，低

ひずみになるにつれてレチノイド密度が上昇した．

これらの結果より，線維化過程においては，高剛性

を示す領域には細胞内にレチノイドを含有した肝星

細胞が凝集している可能性が示唆された．また，コ

ラーゲン産生に関わる肝星細胞はレチニルエステル

を細胞質内に保持し，活性化過程において液滴の数

が多くなることも明らかにされている 10)．これらを

踏まえると，本観察手法においては肝星細胞の局在

だけでなく，肝星細胞の活性状態もレチノイド分布

に影響を及ぼすことを今後検討する必要がある．細

胞状態を明らかにするためには，-SMA など活性化

に関与する分子マーカーを直接的にイメージングす

ることが必要となるが，無固定組織から剛性など硬

さに関する分布情報とともに細胞活性の分布情報が

得られる本手法は，線維化の評価における新たな指

標構築に繋がると期待できる．  

 

4. 結論 

本研究では，組織学的な固定を施さない肝臓組織

に対して物理的な微小変形を加え，コラーゲン構造

に基づく局所的な剛性分布および肝星細胞が貯蔵す

るレチノイド分布を評価するシステムを構築し，線

維化の評価指標に関する検討を行った． 

CCl4による線維化モデルマウスと Control マウス

を比較した結果，CCl4の投与 4 週目の線維化モデル

マウスでは，組織内部の微小域コラーゲン密度およ

びレチノイド密度共に低ひずみ領域において高い値

を示す一方で，健常な Control マウスでは，コラー

ゲン密度は同様の傾向を示したものの，レチノイド

密度はひずみ値と相関を見せなかった．本結果は肝

臓組織の局所的なコラーゲン分布に基づく硬化領域

において，コラーゲン産生に関わる肝星細胞が凝集

している，もしくは活性化していることを無固定組

織で評価しており，線維化過程を捉える新たな指標

となる可能性が示唆された． 

 

Fig. 6. Combined image of the collagen network and retinoid 

in liver tissue observed by multiphoton SHG and 

autofluorescence. (a) Control group. (b) Liver fibrosis group 

(Bar: 100 m). 
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Fig. 7. Normalized retinoid density at each equivalent strain 

field. (a) Control group. (b) Liver fibrosis group 

(mean±S.E.). 
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 本研究の一部は 2021 年度同志社大学ハリス理化

学研究所研究助成金によって遂行した．ここに記し

て謝意を表する． 
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This study examines the relationship between having more than six months experience living abroad and the 

development of tastes towards various things (e.g., fashion, food, music, movies) among university students.  The study employs a 

questionnaire developed based on the book, Distinction, by Bourdieu.  The study was also designed under the concept of habitus 

that is introduced in the same book. 

The questionnaire data from 430 Japanese university students (79 with living abroad experience and 351 without such 

experience) were used for the present analyses.  The analyses show that there are differences among students depending if they have 

experienced or unexperienced living abroad in their tastes for fashion, hairstyle, makeup, reading, food, music, furniture and interior, 

and valuing specific characteristics of friends and how to use English. 

The present study is preliminary, as it treats university students who have lived abroad as a single group.  Differences 

regarding the period/timing of living abroad (e.g., childhood, high school, university), or area of living experience might influence 

the development of taste.  Further analyses are needed to uncover the influence of living abroad experience. 
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新しい行動や思考様式，嗜好，感じ方の身体化と海外居住経験の影響 
 

窪田	 光男 
 
 

1．  はじめに  

	 本研究は，現役の大学生を対象に，一定期間（6

ヶ月）以上の海外での居住経験の有無により，趣

味・嗜好，思考，感じ方に顕著な違いがあるかどう

かについて，アンケート調査をもとに分析するもの

である．分析の枠組みとしては，後述する社会学の

理論枠組を用いる． 

	 これまで，留学を含めた海外居住経験の影響は，

外国語の習得については，標準テストの成績の変化

をもとに，情意面，心理面，意識面，アイデンティ

ティの変容については，参与観察およびアンケート

調査やインタビューを通して得られた資料をもと

に考察されてきた 1-5)．本研究では，海外居住経験

の有無により，大学生のファッションや食事面など

における嗜好，芸術や娯楽などの趣味，英語の使用

に対する考え方などについて問い，そこから海外居

住経験が大学生に与える全人的な影響を分析する．

海外での経験をとおして身体化された新たな嗜好

や行動パターンは，彼らの大学での学びや，キャン

パス，教室文化の再構成への影響が考えられ，大学

生に留学などの海外経験をさせることの意義を考

える材料となることを期待している． 

 

2．  研究の理論的背景  

	 本研究を計画するにあたり，フランスの社会学者 

Bourdieuのハビトゥスという概念を援用している 6)．
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ハビトゥスは，人々が生後，社会において成長とと

もに歴史を重ねる中で再構成を繰り返し，日常のあ

らゆる行動や好み，考え方や感じ方を方向付ける構

造で，その人の身体に染みついており，ほとんど自

覚されない枠組であるとされている．つまり，ハビ

トゥスは身体化されており，我々の思考，嗜好，行

動，言動などを方向付けるものであると考えること

ができる．そして，ハビトゥスに方向付けられて生

み出された行動，言動の繰り返しは，翻ってハビト

ゥスの再構成へとつながる． 

	 ハビトゥスは，その性質上，確立されることはな

く，人が生きている限り，常に再構成されている．

本研究では，20 歳前後の大学生が，成長過程にお

いて一定期間海外で居住することで，国内だけで過

ごしてきた学生とは違ったハビトゥスの再構成が

行われたのではないかという仮定にもとづき，海外

居住経験の有無で，趣味・嗜好，思考，感じ方につ

いての特徴を探る． 具体的には，ファッション面，

食習慣，音楽や美術などの芸術，文学に対する趣味，

日常親しんでいる娯楽，友人関係，英語の使用に対

する考え方などにおいて，海外在住経験が影響を与

えているかをアンケート調査で得られデータをも

とに検証する． 

 

3．  方法  

	 本研究は，アンケート調査により収集したデータ

を分析に用いる．アンケートの質問項目は，フラン

スの社会学者 Bourdieu が「デスタンクシオン」と

題した著書で発表したフランスの社会階層による

嗜好の傾向を明らかにした大規模な調査・研究を参

考にしている 6)．この調査で Bourdieu は，フラン

ス社会において日常の食生活や娯楽から芸術，スポ

ーツの趣味にいたるまで，社会階層による顕著な違

いがあることを明らかにしている．本研究に用いた

アンケートの質問項目は，Bourdieu が調査に含め

た質問項目を参考に，日本の状況に合うように変更

を加えた．また，Bourdieu が含めた夥しい質問項

目のうち，先に行なった留学経験のある日本人大学

生を対象に行なったインタビュー調査の結果 7)を

もとに，質問項目の取捨選択や追加を行なった1． 

	 調査を開始するにあたり，まず対象者が現役の大

学生であるという条件と，対象者に一定数 6ヶ月以

上の海外在住経験者が含まれるよう事前のスクリ

ーニング調査を通して調査対象を抽出した．その後，

それら対象者に 10 項目の出身地や大学での専攻，

海外在住経験の場所，期間，時期などの背景に関す

る質問をした． 

	 続いて，1． ファッション（7項目），2．髪型（8

項目），3． 化粧（5項目），4．映画（11項目），5． 

読書（13 項目），6． 食事（15 項目），7． テレビ

番組（13項目），8． 音楽（12項目），9． 美術（5

項目），10． 家具（6項目），11． 部屋のインテリ

ア（10 項目），12． 友人との過ごし方（12 項目）

について，大好き，好き，どちらでもない，嫌い，

大嫌いのうちから自分の好き嫌いのレベルに最も

合致するものを選ぶように指示した．また，13． 友

人に求める性質（15 項目），14． 英語使用で重視

する点（8項目）については，とても重要，どちら

かというと重要，どちらでもない，重要ではない，

まったく重要ではないのうち，自分の重要度のレベ

ルに最も合致するものを選ばせた． 

	 回収したデータのうち，回答に要した時間が 2分

間に満たないものや，本研究では重要な情報となる

海外在住経験に関する質問に対して未回答のデー

タは信頼性に欠けると考え除外した2．結果として，

現在に至るまでに 6 ヶ月以上の海外居住経験があ

る者は 79人，未経験者は 351人，計 430人のデー

タを分析に使用した． 

	 本研究は，海外在住経験の影響を見る予備的なも

のと位置づけ，まずは，経験した時期や期間は問題

とせず，6 ヶ月以上の経験の有無と，趣味・嗜好，

行動パターンに顕著な相関関係が見られるかに焦

点を当てた分析を行なった． 

        

                                                   
1 アンケートに含めた質問項目について末尾の付録を参
照． 
2 実際のアンケートでは，幼少期，高校時代，大学時代
に分けて海外経験の有無を質問した．その中の 1 つ，或
いは２つに回答し，他が未回答になっている場合は，回

答時期のみに海外経験があったとして扱った． 
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4．  結果  

	 今回の分析は，解析結果から p 値が 0．01 を下

回る(p < ．01)項目に焦点を当てた．まず，ファッ

ション面においては，海外での居住経験がある者に

おいては無い者に比して，流行に敏感で個性的な服 

(r = ．15)やシックで上品な服(r = ．14)が好まれる

傾向が見られる．髪型においては，パーマをかけた

髪(r = ．17)，化粧においては口紅をつけること(r = ．

16)が好まれる傾向がある． 

	 読書においては，旅行記・探検記(r = ．14)が海

外居住経験者に好まれ，食べ物の好みに関しては，

イタリア料理店(r = ．13)，タイ，ベトナム，イン

ドなどのエスニック料理店(r = ．16)の食事が，音

楽の趣味においては，K pop(r = ．21)とピップホッ

プ(r = ．16)の音楽が，家具やインテリアの趣味に

おいては，外国から輸入したもの(r = ．17)で，統

一感のあるインテリア(r = ．13)が海外居住経験者

に好まれる傾向が見られた． 

	 友人との時間の過ごし方については，レストラン

やコーヒーショップなどで食事やお茶をしながら

雑談する(r = ．13)，街歩きをする(r = ．15)が，海

外居住経験者により好まれる傾向があり，友人に求

める性質としては，海外経験者は，未経験者に比べ

て教養がある(r = ．14)ことを重要だと考える傾向

がある． 

	 英語の使用に際して重要と考える点については，

海外居住経験者は，発音や文法の正しさや流暢さよ

りも場面にふさわしい語彙，表現の使用(r = ．17)，

内容のおもしろさ(r = ．13)，内容の深さ(r = ．15)，

強い自己主張(r = ．17)を重要視する傾向がみられ

た． 

 

5．  おわりに  

	 本研究においては，140に及ぶ趣味・嗜好に関す

る質問項目と 6 ヶ月以上の海外経験の有無による

相関関係を分析した．分析により，海外経験の有無

による趣味・嗜好の身体化への影響の一部が明らか

になったが，今後はさらに海外経験の時期（たとえ

ば幼少期，高校時代，大学時代など）や，海外経験

した国や地域によっても違った影響があると考え

られるので，さらなる分析が必要と考えられる． 

 
	 本研究は，2021 年度同志社大学ハリス理化学研
究所研究助成金を得て行われた． 
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付録  

 
アンケートの質問項目 

 
 

1．〜 12． については，それぞれの質問項目について，自分の好き嫌いのレベルに最も合致するものを，大好き，好き，どちらで
もない，嫌い，大嫌いの中から選び，13，14，については自分の重要度のレベルに最も合致するものを，とても重要，どちらかと
いうと重要，どちらでもない，重要ではない，まったく重要ではないの中から選択するよう指示した． 
 
1． あなたのファッションの好みに関して尋ねます．自分の好き嫌いのレベルに最も合致するものを選んでください． 

1-1 クラシックな古着 
1-2 流行に敏感で個性的な服 
1-3 質素かつ清楚な服 
1-4 大胆で凝った服 
1-5 着ていて楽な服 
1-6 シックで上品な服 
1-7 自分に合わせて仕立てたオーダーメイドの服 

 
2． あなたの髪型の好みに関して尋ねます．自分の好き嫌いのレベルに最も合致するものを選んでください． 

1-1 定期的に美容師，理容師に調整してもらい整った髪型 
1-2 長い髪 
1-3 短い髪 
1-4 整髪料で整えた髪型 
1-5 無造作で自然体な髪型 
1-6 やや明るめに染めた髪 
1-7 かなり明るく染めた髪 
1-8 パーマをかけた髪 

 
3． あなたの化粧の好みに関して尋ねます．自分の好き嫌いのレベルに最も合致するものを選んでください．（化粧をする人は自分
自身，しない人は周りの人について） 

1-1 ファンデーション（下地）を施す 
1-2 アイラインを施す 
1-3 アイシャドーを施す 
1-4 チークを施す 
1-5 口紅をする 

 
4． あなたの映画の好みに関して尋ねます．自分の好き嫌いのレベルに最も合致するものを選んでください． 

1-1 冒険映画 
1-2 戦争映画 
1-3 サイエンスフィクション映画 
1-4 大スペクタクル映画 
1-5 ミュージカル映画 
1-6 喜劇映画 
1-7 恋愛映画 
1-8 社会派映画 
1-9 武術映画 
1-10 歴史映画 
1-11 昔に制作された古い映画 

 
5． あなたの読書の好みに関して尋ねます．自分の好き嫌いのレベルに最も合致するものを選んでください． 

1-1 推理小説・冒険小説 
1-2 詩集 
1-3 恋愛小説 
1-4 文学作品 
1-5 政治関係の著作 
1-6 経済関係の著作 
1-7 旅行記・探検記 
1-8 哲学関係の著作 
1-9 歴史物語 
1-10  古典作品 
1-11  科学関係の著作 
1-12  現代の流行作家の著作 
1-13  人生・生き方に関する著作 
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6． あなたの食べ物の好みに関して尋ねます．自分の好き嫌いのレベルに最も合致するものを選んでください． 

1-1 家族が作ったもの 
1-2 自分が作ったもの 
1-3 友人が料理したもの 
1-4 ハンバーガーやフライドチキンなどのファーストフード店の食事 
1-5 牛丼，カレーや定食のチェーン店の食事 
1-6 居酒屋の食事 
1-7 うどん屋，そば屋の食事 
1-8 ファミリーレストランの食事 
1-9 フランス料理店の食事 
1-10 イタリア料理店の食事 
1-11  ラーメン店の食事 
1-12  本格中華料理店の食事 
1-13  懐石料理 
1-14  鍋料理 
1-15  タイ料理，ベトナム料理，インド料理などのエスニック料理店の食事 

 
7． あなたのテレビ番組の好みに関して尋ねます．自分の好き嫌いのレベルに最も合致するものを選んでください． 

1-1 ドラマ 
1-2 ニュース 
1-3 映画 
1-4 時事番組 
1-5 科学番組 
1-6 歴史番組 
1-7 文学番組 
1-8 教育番組 
1-9 食べ物に関するレポート番組 
1-10  旅行番組 
1-11  動物・植物などの番組 
1-12  バラエティー 
1-13  音楽番組 

 
8． あなたの音楽の好みに関して尋ねます．自分の好き嫌いのレベルに最も合致するものを選んでください． 

1-1 クラシック音楽 
1-2 ロック 
1-3 レゲエ 
1-4 R & B 
1-5 J Pop 
1-6 K Pop 
1-7 テクノやハウス 
1-8 オールディーズ 
1-9 ジャズ 
1-10  ブルース 
1-11  ラテン 
1-12  ヒップホップ 

 
9． あなたの美術品の好みに関して尋ねます．自分の好き嫌いのレベルに最も合致するものを選んでください． 

1-1 古典派の絵画 
1-2 印象派の絵画 
1-3 前衛的な絵画 
1-4 日本画 
1-5 仏像などの彫刻 

 
10． あなたの家具の好みに関して尋ねます．自分の好き嫌いのレベルに最も合致するものを選んでください． 

1-1 アンティークショップで買ったもの 
1-2 外国から輸入したもの 
1-3 家具職人に依頼して特別に注文したもの 
1-4 大型家具店で買ったもの 
1-5 ホームセンターで買ったもの 
1-6 親から譲り受けたもの 

 
11． あなたの部屋のインテリアの好みに関して尋ねます．自分の好き嫌いのレベルに最も合致するものを選んでください． 

1-1 小ぎれいで清潔 
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1-2 暖かみがある 
1-3 凝っている 
1-4 快適である 
1-5 手入れがしやすい 
1-6 個性的である 
1-7 統一感がある 
1-8 クラシックである 
1-9 実用的かつ機能的である 
1-10  質素で控えめである 

 
12． あなたの友人との時間の過ごし方の好みに関して尋ねます．自分の好き嫌いのレベルに最も合致するものを選んでください． 

1-1 レストランやコーヒーショップなどでの食事やお茶 
1-2 お互いの部屋での食事やお茶 
1-3 スポーツをする 
1-4 室内ゲームをする 
1-5 映画観賞をする 
1-6 美術館，博物館へ行く 
1-7 楽器演奏をする 
1-8 クラシックのコンサートへ行く 
1-9 ミュージシャンのライブへ行く 
1-10  街歩きをする 
1-11  ハイキング 
1-12  バーベキュー，キャンプをする 

 
13． あなたが友人に求める性質について，その重要度を尋ねます．自分の重要度のレベルに最も合致するものを選んでください． 

1-1 陽気で楽天家である 
1-2 教養がある 
1-3 身だしなみに気を配っている 
1-4 良心がある 
1-5 穏やかである 
1-6 社交的である 
1-7 愉快である 
1-8 芸術家肌である 
1-9 現実的である 
1-10  意志が強い 
1-11  活動的である 
1-12  しつけが良い 
1-13  気品がある 
1-14  お酒を飲まない 
1-15  喫煙をしない 

 
14． 英語を話す際について重要と考える点について尋ねます．自分の重要度のレベルに最も合致するものを選んでください． 

1-1 ネイティブ・スピーカーのような発音 
1-2 よどみない流暢さ 
1-3 正確な文法 
1-4 カジュアルな場面でのくだけた表現の使用 
1-5 フォーマルな場面にふさわしいあらたまった語彙，表現の使用 
1-6 内容のおもしろさ 
1-7 内容の深さ 
1-8 強い自己主張 
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Precise Design of Thermo-responsive Amino Acid-Derived Vinyl Polymers 
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There is much interest in thermo-responsive water-soluble polymers due to their potential usefulness in biomedical and 

nanotechnological fields.  Different combinations of various thermo-responsive units would allow to achieve polymers with diverse 
and complex responsiveness.  However, rational design principles of such vinyl polymers are not yet thoroughly understood.  In this 

study, we report precision syntheses of various amino acid-derived vinyl polymers by one-pot ultra-rapid reversible addition 
fragmentation chain transfer (RAFT) polymerization.  Eight distinct vinyl monomers with systematically different hydrophobicity 

were synthesized and employed for the polymerization.  The lower critical solution temperature (LCST) behaviors including transition 
temperature, thermo-sensitivity, and microenvironment of the dehydrated state could be tuned by modifying the monomer sequence.  

In addition, a clear correlation between the hydrophobicity of constituent amino acids and transition temperature was observed.  We 
believe these findings offer new directions in designing the thermo-responsive vinyl polymers with structural and functional diversity. 

 
Key words : thermo-responsiveness, amino acid-derived polymers, LCST, controlled radical polymerization 
 
キーワード：温度応答性, アミノ酸由来ポリマー, LCST, 精密ラジカル重合 
 
 

アミノ酸由来温度応答性高分子の精密設計 
 
 

古賀 智之, 澤本 篤, 西村 慎之介, 東 信行 

 

1. はじめに 

水中で温度変化を感受して物理化学的性質を変化

させる温度応答性高分子に関する研究が近年精力的

に行われている 1-4)．温度応答性ポリマーには，低温

で水に溶解して高温で不溶化する下限臨界溶液温度

(LCST)型と，逆に低温で不溶，高温で水に溶解する

上限臨界溶液温度(UCST)型が存在する．これらのポ

リマーは水中での高分子の相転移現象の理解という

学術的な意義だけでなく，分離材料やセンサー，薬

物徐放材料，細胞足場材料などスマート材料として

の応用面からも興味深い 5, 6)．LCST 型ポリマーとし

て は ポ リ (N- イ ソ プ ロ ピ ル ア ク リ ル ア ミ

ド)(PNIPAM)やポリ(オリゴエチレングリコールメ

タクリレート)(POEGMA)，UCST 型ではスルホベタ

イン系ポリマーなどがよく活用されている． 

我々は機能性モノマーとしてアミノ酸の高いポテ

ンシャルに着目し，バイオベースの温度応答性高分

子の開発を進めてきた 7-12)．天然に約 20 種類存在す

るアミノ酸は，側鎖構造に基づいて，親水性，疎水

性，イオン性，水素結合性など多様な性質を示す．

一方で，基本構造が同じため，同一の化学合成戦略

でビニルポリマー化が可能である．得られるアミノ

酸由来ビニルポリマーは本質的に生体親和性があり，

構成アミノ酸の種類や末端構造に基づいて水中での

温度応答挙動(LCST/UCST 型)や相転移温度が変化

することも明らかにした 7)．温度応答性に及ぼす高
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分子の構造因子を理解することは重要であり，それ

らを制御する技術の確立は，様々な分野での利用に

際し，合目的的なスマート高分子の自在設計を可能

にする． 

本発表では，可逆的付加開裂連鎖移動(RAFT)重合

法を用いて種々のアミノ酸ユニットから構成される

ビニルポリマーを精密合成し，水中での温度応答性

に及ぼすモノマー配列および親水-疎水性度の影響

について検討した結果を報告する． 

 

2．各種アミノ酸由来ビニルモノマーの合成 

アミノ酸は，タンパク質を構成する機能性モノマー

であり，先にも述べたように，側鎖の構造に基づき

疎水性/親水性/カチオン性/アニオン性/水素結合性

などの多様な性質を有する．(メタ)アクリロイル基

などのラジカル重合性官能基をアミノ酸の種類を問

わずその N 末端に容易に導入することができる．こ

うして得られるアミノ酸ビニルモノマーは，共役モ

ノマーとして，通常のラジカル重合やリビングラジ

カル重合により簡便に高分子化することができる． 

Fig. 1 に本研究で合成した疎水性度の異なる各種ア

ミノ酸由来ビニルモノマーの構造を示した．いずれ

のモノマーも，C 末端をメチルエステル化したアミ

ノ酸塩酸塩を出発原料とし，これをトリエチルアミ

ン存在下で塩化アクリロイルと縮合させることで一

段階で合成した．尚，リシンに関しては側鎖アミノ

基を Z 基で保護した Lys(Z)-OMe を用いた．構造は

1H-NMR スペクトルにより確認し，いずれのモノマ

ーも純度よく合成できたことがわかった． 

 

3．高速 RAFT 重合による各種アミノ酸由来ビニル

ポリマーの精密合成 

 次に，ワンポット高速 RAFT重合10,12,13)により，構

造が精密に制御されたアミノ酸由来ビニルポリマー

の合成を行った (Fig. 2)．開始剤に 2,2’-アゾビス[2-

(2-イミダゾリン-2-イル)プロパン]二塩酸，連鎖移動

剤に 2-([(2-カルボキシエチル)スルファニルチオカ

ルボニル]スルファニル)プロパン酸)を用いて，水

/DMSO混合溶媒中でRAFT重合を行った．重合の各

ステップは 80℃ にて15分間行い(モノマー反応率: 

100%)，目的の配列(一次構造)になるように順次対応

するモノマーを加えながらワンポットで行った．ま

た，各ステップの重合溶液の一部を採取し，SECお

 
 
Fig. 1. Chemical structures of amino acid-derived vinyl 
monomers used in this study. 

 

Fig. 2. Schematic illustration of the synthesis of amino 
acid-derived vinyl polymers via one-pot RAFT 
polymerization.  
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よび MALDI-TOF MS 分析を行うことで，重合反応

の進行を確認するとともに，分子量および多分散度

を評価した． 

 Fig. 3 は一例として，A15-b-V5-b-A15 合成の各ス

テップの SEC チャートおよび MALDI-TOF MS ス

ペクトルを示した．各ステップで取り出した重合溶

液の SEC 測定において単一のピークが得られ，さ

らに MALDI-TOF MS 測定のピークトップ分子量

が理論分子量とほぼ一致するため，RAFT重合が首

尾よく進行したことがわかった．また重合ステップ

を繰り返すと，SECピークが高分子量側にシフトし

ていき，MALDI-TOF MSスペクトルのピークトップ

分子量から算出した各ブロックの重合度 (DP) も目

的の一次構造に見合う値となった．他のポリマー合

成においても同様に分析を行い，いずれのポリマー

の場合も精密に制御された重合反応が生じることが わかった． 
Table 1 に最終的に得られたポリマーのモノマー

配列，分子量，多分散度 Ð (Mw/Mn) をまとめた．

いずれのポリマーも多分散度は Ð < 1.2 であり，

よく構造制御されていることがわかる．1) トータ

ル鎖長(DP=30)とアラニン/グリシンユニット比

(A/G=1)を一定にした状態で，モノマー配列のみを

系統的に変化させたタイプ (Type A)，並びに 2)ト

ータル鎖長一定(DP=35)で，疎水性度が系統的に異

なるアミノ酸を中央ブロックに導入したタイプ 

(Type B) の様々なアミノ酸由来ビニルポリマーの

精密合成に成功した． 

 

4．各種アミノ酸由来ビニルポリマーの水中での多

様な温度応答性 

 Table 1 のアミノ酸由来ビニルポリマーは，いずれ

も水中で LCST 挙動を示すが，その応答挙動の詳細

は各ポリマーで異なる．まず Type A のポリマー群に

より，モノマー配列が温度応答挙動に及ぼす影響に

関して，i) 応答温度(Tt)，ii) 温度感受性，iii) 脱水和

状態での疎水性度の観点から比較した．ランダムコ

ポリマーを基準にすると，アラニンブロック長が長

いポリマー群(DP(A)=15)は，応答感度が高く， Tt も

低くなる傾向を示した．また脱水和時にポリマー鎖

Table 1. Summary of the sequence-controlled amino acid-
derived vinyl polymers synthesized in this study.  

 

 
Fig. 3. Characterization of the representative sequence-
controlled amino acid-derived vinyl polymer (A15-b-V5-b-
A15). (a) SEC traces in THF at 40°C and (b) MALDI-TOF 
MS spectra for consecutive steps during the synthesis of 
A15-b-V5-b-A15.  Matrix: DHBA. 
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が形成するミクロ空間の疎水性度も相対的に高いこ

ともわかった．一方，比較的親水性のグリシンブロ

ックがアラニンブロックの間に挿入されて，アラニ

ンブロックの連続長が短くなると(DP(A)≦10)，明ら

かに応答感度と疎水性度が低くなる傾向を示した．

またグリシンブロックの鎖長や挿入位置による相違

も観察された．モノマー配列(構成ブロックの鎖長や

その配列)が，水中での LCST 挙動に影響することを

示している． 

 次に Type B のポリマー群により，構成モノマーの

疎水性度の影響を検討した．アミノ酸は側鎖構造に

依存したヒドロパシー値が知られていることから 14)，

ビニルポリマー系において親水-疎水性の因子が温

度応答性に及ぼす影響を正確に理解するのに都合が

良い．水中での LCST 挙動を検討した結果，中央ブ

ロックを構成するアミノ酸のヒドロパシー値と Tt 

には明確な相関関係が認められ，疎水性度の上昇に

伴い，系統的に Tt が低下することが明らかとなった．  

 

5.  おわりに  
 バイオマスから誘導できるアミノ酸系ビニルモノ

マーは，リビングラジカル重合を含む様々な重合法

を適用でき，容易かつ精密に高分子化することがで

きる．疎水性度の異なるアミノ酸の種類やその組み

合わせ，モノマー配列(一次構造の精密制御)により

多様な温度応答性を自在に設計することができる．

生体親和性のスマート高分子材料として魅力的であ

り，現在さらなる研究展開を進めている． 

 

 本研究の一部は，2021 年度同志社大学ハリス理化

学研究所助成金および科研費(22K05232)の支援を受

けて行った．記して謝意を表する． 
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Investigation on Charging Mechanism of Liquid Electret 

 

Takatsugu ENDO* 

 

(Received September 12, 2022) 

 

Electrets are materials that possess a quasi-permanent electrical field. Most, if not all, electrets are all in a solid state. In 

2019, electrets in a liquid state were reported by Ghosh et al. However, they require somewhat complicated synthetic procedures. 

Soon after, our group discovered a liquid electret material that was just a mixture of two commercially available compounds. In 

this work, we investigate the charging mechanism of the liquid electret we discovered. It was found that various compounds with 

different polar groups could be made to liquid electrets. This implies that the sea-island structure model can explain the charging 

mechanism. Because the relaxation time of the surface potential decay was proportional to the viscosity of the solution in a 

relatively low viscosity range, it was suggested that the liquid viscosity also played a key role in the charging mechanism. 

 

Key words：liquid electret, charging mechanism, corona charging 
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安定に帯電した「液体エレクトレット」の発現メカニズムの解明 

 

遠藤 太佳嗣 

 

1. はじめに 

エレクトレットとは，（半）永久的に電場を発生す

る物質を指す 1)．永久的に磁場を発生するマグネッ

ト（磁石）と対をなす言葉であり，電石とも呼ばれ

る．マグネットと比べて，知名度の低い言葉のよう

であるが，その圧電性を利用した音響スピーカーや，

集塵性を利用したフィルターなど，既に我々の身近

なところに存在している．エレクトレット化の方法

にはいくつか知られているが，中でも，コロナ帯電

法が簡便で良く用いられている． 

エレクトレットになる材料は，有機無機，様々で

あるが，これまでは全て室温で固体状態のものであ

った．一方，2019年，Ghoshらによって，液体状態

で負電荷を長期間保持してエレクトレットになる物

質が報告された 2)．これは，世界で初めての液体エ

レクトレットであった．液体であることから高い柔

軟性を持つため，あらゆる形状をとることが可能と

なり，人体に装着可能な圧電デバイスとしての利用

が期待されている．一方，この物質はポルフィリン

骨格に複数のアルキル鎖を有する複雑な構造をして

おり，合成が煩雑であるという問題点があった． 
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Fig. 1. Chemical structures of the materials used in 

this study. 

我々のグループでは，2020年に，市販の高分子を

2 つ混ぜて正のコロナ帯電をさせるだけで，簡便に

液体エレクトレットが作成できることを発見した

（論文未発表）．本研究ではこの成果を受けて，我々

が発見した液体エレクトレットの帯電メカニズムを

明らかにすることを目的とする．本研究の目的が達

成されれば，より高機能・低コストな液体エレクト

レットの設計が可能になると同時に，液体エレクト

レットという新しい分野を確立する先駆的な研究と

もなる． 

 

2. 実験内容 

2.1 試料 

実験で主に用いた試料の化学構造式を Fig. 1 に示

す．Polybutenes (PB)を溶媒として，そこに溶質を極

性基の割合が 1 wt%になるように加え，ホットスタ

ーラーで，加熱攪拌することで，混合試料を得た． 

エレクトレット化はコロナ帯電ガン（株式会社グ

リーンテクノ，GC90）を用いて，+20 kV で一定時

間正に帯電させることで行った． 

 

2.2 物性測定 

エレクトレット化させた試料の表面電位の経時変

化は，静電気測定器（アズワン株式会社，YC-102）

を用いた．粘度の測定には，Brookfield社の回転式コ

ーンプレート型粘度計 CAP2000+を用いた．用いた

試料は非ニュートン液体で，かつ，高粘度であった

ため，回転速度と温度を変えた実験を行い，回転速

度 10 rpm，及び 25℃での粘度を外挿した．電気抵抗

の測定では，エレクトロメーター（株式会社エーデ

ィーシー，8252）と抵抗セル（株式会社エーディー

シー，12707）を用いて行った． 

 

 

 

 

Fig. 2. (a) Surface potential changes of PB, PB/MPP, 

and PB/PP. (b) Schematic of the sea-island structure 

model. (c) Viscosities of PB, PB/MPP, and PB/PP. 
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3. 結果と考察 

3.1. 溶質及び溶媒構造 

Fig. 2 (a)には，本研究の基となった成果を示す．溶

媒として PB を用いて，コロナ帯電させた結果であ

る．PB単体では，帯電後，表面電位は直ぐに減衰し

てしまう一方で，溶質としてmaleic anhydride grafted 

polypropylene (MPP)が存在する場合は，長い時間帯

電を保持している．一か月後でも帯電を保持してい

ることを確認しており，これは先行研究 2)と同程度

の結果となる． 

化学構造からみる液体エレクトレットの帯電メカ

ニズムは，現在の所，Fig. 2 (b)に示すように，海島

構造モデルで説明できると考えている．即ち，非極

性の溶媒（海）の中に，溶質の極性基（島）が点在

することで，正のイオンが極性基にトラップされ，

帯電が保持するというメカニズムである．このモデ

ルをサポートするために，PB に，極性基のない

polypropylene (PP)を加えた帯電実験も行った（Fig. 2 

(a)）．その結果，PB/PPの方が，PB/MPPよりも，帯

電保持能力が低かった．これはつまり，海島構造モ

デルで説明されるように，極性基の存在の重要性を

意味している． 

一方，PB/PPは，PB単体よりは長い帯電保持時間

を示している．これは一つには，PPは PBに完全に

溶解せず，液中で界面を形成していることが要因と

考えられる．界面は，電荷のトラップサイトとして

働くことが知られている 1)．また，PB に PP を溶か

すことで，粘度が増大しておりその寄与も無視でき

ない．粘度の寄与については，次節で述べる． 

以上の結果を受け，極性基を様々に変えた高分子

溶質での帯電実験を行った．結果を Fig. 3 (a)に示す．

ここに示した高分子溶質では，PB/PP と比べれば，

程度の差はあるものの，全て帯電保持時間が長くな

った．即ち，極性基の帯電保持は，無水マレイン酸

基特有の現象ではなく，エステル基やカルボン酸基

などの極性基でも見られる普遍的な現象であると考

えられる．続いて，低分子溶質でも同様の実験を行

った．PBに低分子溶質を加えても，粘度が十分でな

いため，帯電保持能が低かった．そこで，より高分

子量の PBを用い，更に，増粘剤として PPを加えて

実験を行った（Fig. 3 (b)）．PBに PPを加えただけと

比べて，極性基を持つ溶質分子では，帯電保持時間

 

 

Fig. 3. Surface potential changes of the materials 

containing different solutes. (a) Polymer solutes. (b) 

Small molecule solutes. 

 

Fig. 4. Viscosity versus relaxation time for the 

materials containing MPP as a solute. 
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が長くなったことが確認できる．つまり，溶質は高

分子でなくともよく，また，極性基も，エーテル基

やアミド基など，かなり多様な極性基で液体エレク

トレットが実現可能なことが示唆された． 

 

3.2. 物性 

既に述べたように，液体エレクトレットの帯電保

持時間には，液体の粘度が関係していると考えられ

る．そこで，溶媒に，PBに加え，同じく無極性溶媒

であるパラフィンを用いて，粘度を変えた実験を行

った．粘度との定量的な関係を見るため，表面電位

の減衰曲線を，2 つの指数関数でフィットし，得ら

れた 2 つの時定数の加重平均を緩和時間として算出

した．Fig. 4に，緩和時間と粘度の関係を示す．両対

数グラフで見た場合，103 P以下では帯電の保持時間

（緩和時間）と粘度が直線的な関係にあるのに対し

て，103 P以上では，粘度を変えても，緩和時間は変

わらないという結果になった． 

103 P以下の粘度領域における，緩和時間の粘度依

存性は，以下のように解釈できる．固体エレクトレ

ットにおいて，一般的な帯電減衰は指数関数

exp(−t/)で表される．緩和時間は = 誘電率／電気伝

導率，の関係があることが知られている )．即ち，

緩和時間は，試料の電気伝導率に反比例する．液体

のモル伝導率mは，ネルンスト・アインシュタイン

の式を通じて，イオンの拡散係数 Dと以下の関係に

ある． 

m = (+z+
2D+ + −z−2D−)F2/RT （：化学式単位中の

イオンの数，z：イオンの電荷数，F：ファラデー定

数，R：気体定数，T：温度） 

更に，拡散係数 Dは，ストークス・アインシュタイ

ンの式を通じて，以下のように粘度と関係している． 

D = kT/(6a) （k：ボルツマン定数，a：流体力

学半径） 

以上まとめると，緩和時間は粘度と比例関係にあ

ることが分かる．実際に，測定した電気伝導度は，

粘度とおおよそ反比例の関係にあることが分かった

（図示せず）． 

一方，103 P以上の粘度領域で，緩和時間が粘度に

比例していない結果については，まだデータ数が十

分ではないが，複数の帯電緩和機構が存在している

のではないかと考えている．即ち，103 P以下の粘度

では，物質の流動を伴う，液体的な帯電緩和が支配

的であるのに対し，103 P以上の粘度では，物質の流

動を伴わない，固体エレクトレットで見られるよう

な帯電緩和が支配的になっている可能性がある． 

  

3.3. 圧電性能 

エレクトレットの応用の一つは，その圧電性を利

用した，圧電デバイスにある．そこで，本研究で得

られた液体エレクトレットの圧電性能を評価するた

めに，文献 2)を参考に，Fig. 5 (a)のような簡易的な圧

電デバイスを作成した．このデバイスに，10 gのプ

ラスチック球を高さ 10 cmから落として，その際に

発生した電圧の経時変化の結果を，Fig. 5 (b)に示す．

 

 

Fig. 5. (a) Schematic of a piezoelectric device 

containing the liquid electret. (b) Output voltage of the 

piezoelectric device. 
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圧電性は，20 日以上保持し，これも，過去の報告 2)

と同程度であった． 

 

4. 結論 

本研究では，我々が発見した正に帯電した液体エ

レクトレットである PB/MPP を基本として，実験条

件を変えることで，その帯電メカニズムを調べた．

化学構造からみた帯電メカニズムは，おおよそ海島

構造モデルから説明できる．即ち，非極性溶媒（海）

の中に，極性基（島）が存在することにより，正の

電荷をトラップしているものと考えられる．この極

性基は，エステル基，エーテル基，カルボキシル基，

アミド基など，かなり幅広い種類が可能であること

が分かった．一方で，化学構造だけではなく，粘度

も重要であることが明らかになった．103 P以下の粘

度領域では，粘度と緩和時間は比例関係を示したが，

これは，いくつかの理論式から説明することが出来

た．一方で，103 P以上の粘度領域では，緩和時間は

粘度に依存しないように見えるが，これは異なる帯

電メカニズムが存在している可能性がある．また，

最後に，簡易的な圧電デバイスを作成し，我々が発

見した液体エレクトレットが圧電材料として使用で

きることを示した． 
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Variable-focus Lens Using Ultrasound 
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Most camera modules require actuators and a gearing system to move the position of the lens in order to focus on an object. 

Crystalline lenses in the human eye change their shape to control the focal point. We have been developing variable-focus lenses 

using acoustic radiation force. In this paper, two types of ultrasound varifocal lenses were introduced: ultrasound gel lens and 

ultrasound liquid crystal lens. These lenses have a simple structure with no mechanical moving parts, thus enabling device 

downsizing and high robustness for use in camera modules in electronic devices. In the ultrasound gel lens, the lens profile is 

changed statically by the acoustic radiation force, which is a static pressure of ultrasound, generated by the flexural vibration 

excited on the lens, and the focal point can be controlled along the optical axis by controlling the driving amplitude. In the case of 

the ultrasound liquid crystal lens, the molecular orientation of the liquid crystal molecules is changed by the acoustic radiation 

force, resulting in changes in the refractive index distribution in the liquid crystal layer on the lens and the focal point. 

 
Key words：ultrasound, lens, acoustic radiation force 
 

キーワード：超音波，レンズ，音響放射力 

 

超音波による可変焦点レンズ 

 

小山 大介 
 

1. はじめに 

スマートフォンなどの電子デバイスに内蔵される

カメラモジュールでは，複数枚のレンズで構成され

ており，そのうちのいくつかのレンズを画面奥行き

（光軸）方向に沿って動かすことによりにピントを

合わせる．そのため一般的なカメラモジュールには

レンズを動かすための機械的可動部を含むアクチュ

エータ一が搭載されており，モジュール全体が大型

化する傾向がある．現在のスマートフォンにおいて

はカメラ部分が最厚部となることが多く，カメラモ

ジュールの小型・薄型化は今後の電子デバイスの発

展に貢献すると言えよう．また，製造コスト，耐震

性，製品寿命の面から考えると，アクチュエータな

どの機械的可動部を含む構造や部品数の増大は不利

となる．例えば10年以上の製品寿命が要求される様

な車載用カメラへの応用を考えるとこれらの要素は

非常に重要である．一方で，我々人間の眼はレンズ

の役割を果たす水晶体を周囲の筋肉で引っ張ること

により，その形状を変化させてピントを調整してい

る．本稿ではこれにヒントを得，レンズの位置を動

かすのではなく，超音波によってレンズ形状を変化

させてピントを調節する可変焦点レンズについて報

告する．特に，レンズ材料にゲルおよび液晶を用い

たレンズの構造および動作特性に焦点を当てる． 

2. 超音波ゲルレンズ 

カメラモジュールとして使用する際の環境温度や
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経年変化を考慮した場合，透明粘弾性材料を使った

ゲルレンズは 1 つの解決策と考えられる．超音波ゲ

ルレンズにはアニュラ型の超音波振動子（PZT）を

用い，その中心部にレンズの役割を果たす透明粘弾

性材料であるシリコーンゲル（KE-1052(A/B)，信越

化学）を膜状になる様に充填している．当レンズで

用いる音響放射力では，それほど大きな力を引き出

すのが難しいため，ゲル材料には光の透過性に優れ，

弾性率が小さく，温度係数が小さいものを選定する

必要がある．またレンズを傾けた場合にレンズ形状

が維持できる様に振動子の片面には高分子フィルム

を接着している．ゲルレンズの共振周波数である222 

kHz の連続正弦波信号を入力すると振動子は径方向

に振動し，レンズ中心部分には共振たわみ振動が励

振され，ゲル内には同心円状の音響定在波が発生す

る．このときゲルと周囲媒質（空気）との音響イン

ピーダンスの差が大きいため，ゲル内に伝搬した超

音波のほとんどはゲル表面で反射し，ゲル側の音響

エネルギー密度が大きくなり，ゲル表面には音響放

射力として静圧が作用し，ゲル表面は凸状に隆起す

る．周波数 226 kHz で入力電圧を 0～21 Vppまで変化

させた場合，ゲル表面中心部分は電圧増加と共にそ

の変位が増加し，凸レンズとして動作した．ゲルレ

ンズ中心の変位は，21 Vpp入力時に 150 μm であり肉

眼でも容易に確認できる．ゲルレンズに平行光を入

射した場合，入力電圧の増加に伴ってゲルの凸レン

ズの曲率半径は小さくなり，焦点距離は 24 mm とな

った．すなわち入力電圧によって焦点距離を制御可

能な可変焦点レンズとして動作する．ゲルレンズ単

体のみでは結像することは難しいので，市販のカメ

ラを組み合わせた撮影実験を行った結果，超音波駆

動に伴い焦点が光軸方向に沿って移動する様子が確

認された．またゲルレンズ中心軸上におけるレンズ

表面位置の時間変化を測定したところ，焦点位置が

10 mm から 23 mm まで移動するまでに約 0.3 s 要す

る結果となった．一般的なカメラモジュールに用い

るためには，この応答時間を少なくとも数 10 ms程

度にする必要があり，そのためには今後より高速応

答に適した粘弾性を持つゲルを採用する必要がある． 

3. 超音波液晶レンズ 

著者らはこれまでに主にディスプレイ用途で知ら

れる液晶材料を用いることで可変焦点レンズを開発

している．液晶はその分子構造から光学的異方性を

持つため，液晶分子の向き（配向）によって液晶中

を進む光の速度が異なる．一般的な液晶光デバイス

では，液晶層に対して外部から電界を加えることで

分子配向を揃えるが，そのためにガラス基板に透明

電極（主にレアメタルを含む酸化インジウムスズ

（ITO））が必要となる．著者らは透明電極を用いる

ことなく，超音波によって液晶配向を制御する超音

波液晶レンズを開発した．液晶レンズは２枚の円形

ガラス基板間に液晶層を作成し，ガラス基板の一つ

にアニュラ型の超音波振動子を接着した簡素な構造

である．液晶層厚みは一般的に数µm から厚くてもせ

いぜい 10 µm程度であるが，ここではそれよりも厚

い 50 µm の液晶層を設けている．上記ゲルレンズと

同様に，レンズ全体の共振周波数の連続正弦波信号

を振動子に入力することによって，液晶層を含めた

レンズ中心部にたわみ振動モードが発生する．この

とき液晶層に音響放射力が作用することによって液

晶の分子配向は初期状態の垂直配向から静的に基板

に対して傾斜し，レンズの実効的な光学屈折率分布

が変化し，レンズ透過光は屈折・偏向する．２枚の

偏光板をクロスニコル配置し，その間に液晶レンズ

を設置・回転させながら透過光を観測することによ

り，液晶層内の分子配向を測定した．その結果，周

波数 64 kHz において，液晶の分子配向は超音波定在

波振動の腹の位置であるレンズ中心と振動の節の位

置の間の位置において最も大きく傾斜し，レンズ中

心に向かって軸対称に配向し，レンズ効果として働

くことが明らかとなった． 
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Reduction Process of Metal Oxides in Molten Salts 

for Utilizing of Lunar and Martian Resources 
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     Electrodeposition of reactive metals such as Si from metal oxide in high temperature molten salts is one of promising 

methods for ISRU (in-situ resource utilization) on the moon and Mars for constructing a self-propagated PV power generation 

system. It is necessary to accumulate fundamental physicochemical properties such as electrochemical behavior and coordination 

structures of Si ions in the high temperature melt toward sustainable ISRU techniques. In this study, we report the relationship 

between electrodeposition mechanism of Si from SiO2 in molten fluoride and melt structure by means of electrochemical methods, 

high temperature Raman spectroscopy, and quantum chemical calculation based on the density functional theory in order to 

investigate the interfacial phenomena between electrode surface and molten salt. As a result of Si electrodeposition, dense Si film 

was obtained at 10 times higher rate in the melt with addition of Li2O as a source of oxide ions because O2- ions could cause 

breakage of Si-O-Si bonds of SiO2, resulted in formation of the silicon oxyfluorides in the melt. The fundamental terrestrial 

research encountered in power generation infrastructures, such as solar cells, fuel cells, and molten salt nuclear reactors, greatly 

contributes to developing the new frontier of high temperature science and technology for ISRU. 

 

Key words：in-situ resource utilization, electrochemistry, silicon, molten salt 
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月面及び火星資源利用のための溶融塩を反応場とした 

金属酸化物還元プロセス 

 

鈴木 祐太, 後藤 琢也 

 

1. はじめに 

近年，NASA のアルテミス計画に代表されるように

月面あるいは火星上での有人宇宙活動を目指す計画

が進められており，また宇宙空間の商業利用も盛ん

に画策されていることから宇宙開発に向けた革新的

な技術の進歩が望まれている．月および火星空間で

の持続可能な宇宙資源利用のためには月面および火

星表層を覆う複合酸化物から成るレゴリスを資源と
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したその場資源利用（ISRU：In Situ Resource 

Utilization)に関する研究開発が不可欠となる． 

ISRUによりレゴリスを構成する各種金属酸化物か

ら金属及び酸素に分離し，利用が可能となれば，宇

宙開発の実現可能性は飛躍的に高まる．月面及び火

星上レゴリスの主成分はいずれもSiO2であり，月面

上では43-47%，火星上では 39-45%の割合で存在する

ことが報告されている 1, 2）．Si は太陽光発電システ

ムを構築する上で必須な物質であり，SiO2 を採掘し

たその場でSiへと還元することができれば，月面及

び火星上での持続可能なエネルギー循環システムの

構築に近づく．Fig.1 には月面を例としてISRU を利

用した資源・エネルギーシステムのフローチャート

を示した． 

 

 

Fig. 1. Schematic model of new resources and energy 

systems on the moon or Mars. 

 

Fig. 1 に示すように金属酸化物を金属へと還元す

る手法として溶融塩中での電気化学プロセシングが

注目を集めている．本プロセス中での金属酸化物か

らの金属及び酸素ガス回収時の反応は下記の通りで

あり，反応原理の模式図を Fig. 2 に示す． 

MOx → M2x+ + O2x- (1) 

M2x+ + 2xe- → M (2) 

2O2x- → x/2 O2 + 4xe- (3) 

式(1)-(3)中で MOx は金属酸化物，M2x+は金属イオ

ン，M は還元された金属単体を示す．式(1)に従い

金属酸化物が溶融塩中に溶解し，カソード上で式(2)

に従い金属イオンが還元される．一方，不溶性アノ

ード上では酸素ガス発生反応が進行する． 

 

 

Fig. 2. Principle of the production of metal (M) from 

oxide (MOx) by molten salt electrolysis. 

 

筆者らは, 溶融 LiF-NaF-KF 浴に SiO2粉末を添加

した系におけるSi薄膜電析に関して報告をした 3, 4). 

本研究では, 溶融塩中での Si イオンの融体構造が

Si電析過程に与える影響について報告する．特にO2-

アニオンがSiO2の溶解過程及び電析機構へ与える影

響に焦点を当て，電気化学計測および表面分析によ

り電析Siの材料特性評価を行い，更に高温ラマン分

光分析及び量子化学計算の実施により Si イオンの

配位構造を明らかにした． 

 

 

2. 実験方法 

高温ラマン分光分析および電解試験は全て Ar 雰

囲気下で行った. 電解試験における溶融塩として 

LiF-NaF-KF(46.5:11.5:42.0 mol%) 共 晶 塩 に

Li2O(0.30 mol%)および SiO2(5.0 mol%)粉末を添加し, 

873 K まで昇温し溶解させたものを用いた. 電解試

験では, 作用極に Ag, 対極にグラッシーカーボン, 

参照極に疑似 Ni 電極を用いた. 基準となる電極電

位は, 作用極上に析出させた K と浴中の K+イオンの

平衡電位(K+/K)とした. 電解後試料は洗浄後, XRD, 

SEM, EDS 分析を行った.高温ラマン分光分析では, 

光源に波長が532 nm の YAG レーザーを用い，昇温後

の溶融塩に対してその場分光分析を行った．Fig. 3

にラマン分光装置の模式図を示した．密度汎関数理
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論に基づく量子化学計算ではソフトウェアとして

Gaussian 09 (Revision B. 01)を使用した．各種Si

イオン構造に対する構造最適化計算とラマンスペク

トルの振動数計算は，B3LYP/6-311+G（d）を用いた． 

 

 

Fig. 3. Schematic image of the apparatus of the high 

temperature Raman spectroscopy. 

 

 

3. 結果および考察 

3.1 電解試験 

溶融フッ化物中でのSiO2の電解還元挙動を明らか

にするために，定電位電解試験を実施し，析出した

Siの形態観察をSEM によって行った．Ag電極を用い

て 3600 秒間，定電位電解を行った際の電析 Si 膜の

断面写真を Fig.4 に示す．Fig.4 では溶融塩の組成

の違いが電析Siに与える影響を調べるために2種類

の溶融塩浴を用いて同条件での電解操作をした結果

を示した．溶融塩の一つは浴温873 K の LiF-NaF-KF

に 5.0 mol%の SiO2を加えた浴であり，もう一つは更

にその浴に5.0 mol%の Li2Oを加えた浴である．Li2O

は酸化物イオン源（O2−）として用いられ，これら 2

種の溶融塩中での電析結果の比較を行うことでアニ

オン種O2−の効果を検討した．Fig. 4 より， Li2O を

添加しない場合，数 µm の厚さの Si 膜が得られた．

一方で，Li2O を添加した場合は数十から数百µmの厚

さの Si 膜が得られ，同じ電解条件においても O2−の

溶融塩への添加は Si 膜の析出速度を増加される効

果があることが判った．さらに XRD 分析により，多

結晶Siに起因するピークを発見した．電位が0.2 V

と 0.3 V の試料では，多結晶Siに起因するピークが

検出された．また，0.2 V の試料ではK-Si 合金が検

出された． 

Fig. 4. SEM images of samples after potentiostatic 

electrolysis at 0.3 V for 3600 s in molten LiF-NaF-KF 

containing 0.5 mol% SiO2 (a) without and (b) with 5.0 

mol% Li2O at 873 K. 

 

 

3.2 溶融塩中におけるSiイオンの融体構造 

前節において溶融塩中への Li2O の添加，即ち O2−

の増加が Si 析出速度を増加させることが明かにな

った．なぜO2−の添加によりこのような析出挙動の変

化が生じるかを明らかにするために，溶融塩中での

Siの溶解状態に着目した．筆者らは，Fig. 3 に示し

た高温ラマン分光分析と密度汎関数理論（DFT: 

Density Functional Theory）に基づく量子化学計算

の実施により，高温溶融塩中でのSiイオンの融体構

造のその場計測を行った． 

Fig. 4 に各種 Si イオンの融体構造を DFT 計算に

よって構造最適化した結果を示す．融体構造は 2 種

類に分類でき，一つはカチオンである Si イオンに

F−及びO2−のアニオン種が配位し分子全体として電荷

が0でないIon-like 構造であり，もう一つはさらに

そのアニオン種に Li+，Na+や K+カチオンが配位し分

子全体として電荷が0となるMolecular-like構造で

ある．Fig. 4 に示した各種 Si イオン構造の計算条

件では基底関数に6-311+G(d)を用い，分散関数を加

えることで分子軌道がより広い全体として負の電荷

をもつ構造を考慮した．また，構造最適化後に振動

計算を実施し，各イオン種に対して振動モードを求

めた．この際，計算収束後の振動数からポテンシャ

ルエネルギー面が極小点であり，平衡構造が計算結

果として得られたことを確認している． 
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Fig. 4. Optimized structures of silicon oxyfluoride 

monomers by DFT calculations. 

 

Fig. 5には5.0 mol%のSiO2を添加した溶融LiF-KF

を 873 K においてラマン分光計測を行った結果を示

した．得られたラマンスペクトルは Gauss 関数によ

るバンド分離を実施し，更にFig. 4 に示した計算結

果との比較により Si イオンの各種融体構造をアサ

インメントした結果を示している．Fig. 5 より，溶

融 LiF-KF-SiO2系では Ion-like 構造である SiF2O22−

及び Molecular-like 構造である SiF3O-Li 構造の 2

つの構造が存在していたことが判った．さらに1100 

cm−1付近にはSi2O52−構造に起因したラマンバンド 5, 6)

も計測された． 

一方で，Fig. 5 で分析を行った溶融 LiF-KF-SiO2

系に5.0 mol%のLi2Oを添加した場合に同様の分光計

測・融体構造のアサインメントを行った際では， 600 

cm-1付近と 970 cm-1付近に顕著な 2 つのラマンバン

ドが観測された．これらのバンドは，それぞれSiFO33-

と SiF3O- の振動モードに起因した．しかし

Molecular-like 構造は Li2O を添加した系で観測さ

れず， Li2O 系を含まない LiF-KF 浴とは明らかに異

なる配位構造であることが示された．この結果は，

O2-イオンが SiO2の溶解過程で Ion-like 構造の形成

を促進したことを示している．また，Li2O を含まな

い系ではSi2O52-に起因する1100 cm-1付近のラマンバ

ンドの強度は，他の波数に位置するラマンバンドの

強度と比較して相対的に低くなった．この結果は，

LiF-NaF-KF 浴で得られた過去の結果 7)と一致してお

り，O2-イオンがSi2O52-やSiO2のSi-O-Si 結合を切断

し，結果としてシリコンオキシフルオライドが生成

していたことが明らかとなった． 

 

 

Fig. 5. Raman spectra of LiF-KF melt with 5.0 mol% 

SiO2. Raw data (black bold line), fitting curve (red line), 

base line (dotted line), residual curve (blue line), and 

separated bands (black lines). 

 

4. 結論 

本研究では ISRU のための溶融塩中での電気化学

プロセシングにおける各種金属元素やイオン及びそ

の酸化物の物理化学特性の解明を行った．フッ化物

系溶融塩中における O2-イオンの SiO2の溶解・Si 電

析プロセスへの影響では，Si 電析プロセスへの O2-

の影響として Si イオンの還元電流が大幅に増加す

ること，そして電析Siの膜厚や電流効率の増加する

ことが明かとなった．F-, カチオン種の SiO2溶解後

のSiイオンの配位構造への影響の検討では，溶融塩

を構成するアニオン（F-, O2-）およびカチオン（Li+, 

Na+, K+）と Si イオンとの相互作用として 2 つの Si

オ キ シ フ ル オ ラ イ ド 構 造 : Ion-like, 

Molecular-like が存在し，第二近接原子として，Li+

イオンは相互作用が強く， K+イオンは弱いことが明

かとなった．さらに浴中 O2-の増加に伴い Ion-like
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構造が主に存在することが判った． 
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Dissemination of Scientific keywords on Television  
 

Taichi MASU* 

 

(Received Oct 13, 2022) 

 

Under the COVID-19 pandemic in Japan, there is much confusion about information of the disease, and we consider that one of 

the causes is lacking of science communication, that is, understanding of exclusive science-keyword like “PCR” or ”RNA 

vaccine” to general public. Japanese governmental survey shows that the most common media by which people gain information 

about COVID-19 is television, and therefore we expect television to promote understanding of exclusive science-keyword 

effectively. This study aims to reveal how television works as effective tool of science communication to general public, by 

researching and analyzing dissemination of scientific keyword; “blue carbon”(means carbon storage in the ocean), that has been 

recently recognized as one of the carbon reduction measures in Japan. 

 

Key words：television, COVID-19, blue carbon, science communication 
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地上波テレビ露出による科学用語の認知度変化について 

 

桝 太一 

 

1. はじめに 

科学技術の複雑化・先鋭化が進み続ける現代社会

において, 科学と一般社会との剥離が進み相互理解

の不足が顕著になったことによって, 誤解や分断と

いった様々な社会問題が生じてきたことは, これま

で気候変動から原子力に至るまで数多くの分野で指

摘されてきている 1) 2). その解決に向けて日本国内

でも主に 2000年代から「サイエンスコミュニケーシ

ョン」という概念が導入され, 行政, 民間, 学術機

関など様々な立場から科学と社会の相互理解を促す

施策が講じられてきた 3). しかし 2020年に新型コロ

ナウイルス感染症の世界的な流行が始まって以降, 

感染症とその予防・治療に関する科学的な知識, さ

らに「PCR」や「RNAワクチン」のように一般市民が

初めて触れる未知の科学用語（いずれも流行開始当

初は一般的な認知度も理解度も低い専門用語であっ

た）について, 適切かつ迅速な認知・理解がスムー

ズに進まず, 再び様々な誤解や分断が生じてしまっ

たことは論を俟たないところである. 実際, サイエ

ンスコミュニケーション領域に携わる人びとはコロ

ナ禍における科学的な情報の伝達がうまく機能して

いないことについて危機感を高め, 早い段階から警

鐘を鳴らしていた 4). 一般社会への, 特に未知の科

学用語の適切かつ迅速な認知と理解を促すにはどの

ような手段が有効なのか, 実証に基づいた具体的な

提案が今求められていると言える. 

そんな中, 2020年 6月に総務省は, 新型コロナウ

イルス感染症に関するデマ・フェイクニュースの実
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態把握のため, 当該情報に関する国民の接触・受

容・拡散状況, および情報流通に関する意識につい

ての調査結果を報告した 5). それによれば,新型コ

ロナウイルス感染症に関する情報・ニュースを見聞

きしたメディア・サービスは「民間放送」（76.1％）, 

「Yahoo!ニュース」（62.6％）, 「ＮＨＫ」（50.5％）

の順に高い結果となっていて, 情報源として SNSを

はじめとしたインターネット媒体の存在感が大きく

なっている現代でもなお, 地上波テレビの影響力が

最も大きいことがわかった. これは, 前述したサイ

エンスコミュニケーション上の課題である「科学用

語の適切かつ迅速な認知・理解をスムーズに進ませ

る」手段として地上波テレビが今なお有力な候補で

あることを強く示唆するものであり, 再びコロナ禍

のような同様の社会状況に直面した際に, コミュニ

ケーション手段として地上波テレビを適切に活用す

ることで, 問題の発生を未然に防ぐことが期待でき

ると考えられる. 

しかし, 実際に適切に活用していくための根拠と

なる「科学用語が地上波テレビを介して, どの程度

のスピードで拡散・流通し,どの程度まで国民の認

知・理解を促進できるのか」という点について調査・

分析した研究は, いまだ殆どなされていない. また

若年層の情報源としてテレビに代わりＳＮＳの存在

感がさらに増大しているという指摘もある中 6), 世

代を問わない社会全体に対する的確なアプローチを

目指すためには, 世代別の影響力の違いも考慮した

調査・分析が必要となるだろう. 加えて, 当然のこ

とながらこういった調査・分析は, 対象となる科学

用語がすでに拡散した後に実施して過去をさかのぼ

っていくよりも, 拡散前に特定の用語を予め選定し

た上で, 徐々に社会に拡散していく様子をリアルタ

イムで捉えていく方が, より詳細で精度の高い結果

が得られると期待される. 

 

2. 本研究の目的と手法 

前章で述べた背景を受けて本研究では, ある特定

の科学用語が一般社会へ拡散・流通していく過程に

おいて, 地上波テレビがどのように寄与していくか

を捉える調査・分析を実施することにより, 前章で

述べたサイエンスコミュニケーション上の課題を解

消する手段としての地上波テレビの位置づけを明ら

かにすることを目的とする. 

ある特定の科学用語の拡散過程は, 一定の期間中

にその用語の一般的な認知度・理解度を問う世代別

アンケート調査を定期的に実施することで, その変

化量を捉えてこれを目的変数とする. 一方, その拡

散の要因として想定される, 同期間中に当該用語に

ついて地上波テレビを介して一般市民が接触した

“量”については, 期間中に用語が紹介された番組

を全て抽出し, １回の紹介時間帯における平均個人

視聴率（平均推定視聴人数）を世代別に集計, 放送

回数に応じてその累積値を算出し, それをもって説

明変数とすることにした. これは放送広告業界で一

般的に用いられている Target Rating Point（TRP）

と呼ばれる延べ視聴率の考え方に基づいている. 

TRP とは, ある期間中に放送されたＣＭの各回個人

視聴率の合計のことで, （当該時間帯の個人視聴率）

×（投下された広告本数）という式により求められ, 

広告効果を評価する指標として長年広く用いられて

きたものである. 

両者の相関を世代別に分析することにより, 新型

コロナウイルス感染症に関する情報源としては最大

の割合を占めていた地上波テレビが, 科学用語の伝

達手段としてはどのような特性を持っているのか, 

さらに科学的な情報を社会全体に浸透させるために

必要な接触量など, マスメディアを介したサイエン

スコミュニケーション手法に関する重要な示唆を得

られることが期待される. 

今回の調査対象とする“特定の科学用語”につい

て本研究では, 「ブルーカーボン」という用語を採

用することとした. 「ブルーカーボン」とは, 「海

洋生物の作用によって海中にとりこまれた炭素のこ

と」である 7). 陸上植物が光合成によって大気中の

CO2を吸収・固定する「グリーンカーボン」の存在は

すでに一般社会で広く知られているが, その海洋版

とも言える「ブルーカーボン」は比較的最近になっ

て生まれた用語であり, 2009年の国連環境計画（Ｕ

ＮＥＰ）の報告書で初めて「Blue Carbon」という表

現が使われたことが始まりとされる 8). それ以降, 

-73-



 

新たに生まれた地球温暖化対策の１つとして研究者

からの関心が徐々に高まり, 特に沿岸浅海域におい

てブルーカーボンが実際に隔離・貯留されているこ

とを実証する研究が近年盛んになってきている. 一

方で, 前述の通りこれまで一般社会においては, CO2

の吸収源として森林など陸上生態系の方が主に注目

されていて, 海洋生態系は生物多様性や食糧生産と

いう観点でのみ認識されてきた. また「ブルーカー

ボン」という用語の理解には一定以上の科学的な知

識（海洋生態系に関する基礎知識, および生物の代

謝による二酸化炭素の吸収・固定, それが隔離・貯

留される原理など）が求められることなどから, 社

会的な認知は殆ど進んでいない現状も指摘されてい

る 7). そんな中, 2019 年にスペイン・マドリードで

開催された気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ２

５）は「ブルーＣＯＰ」と位置付けられ, 地球の気

候システムの一部としての海洋の重要性についてＣ

ＯＰ採択文書の中で初めて言及されることとなった

9). 続いて日本国内においては 2020年 7月にジャパ

ンブルーエコノミー技術研究組合（JBE）が設立され, 

同年度から CO2 削減を図る企業とクレジット取引を

行うブルーカーボン・オフセット・クレジット制度

の試行が開始された. 2022年度には実際に複数の大

手企業がブルーカーボンを対象としたクレジット（J

ブルークレジット）の購入を始めるなど SDGsビジネ

スの需要が高まる社会にあって, ブルーカーボンの

一般社会からの注目はまさに今急激に高まりつつあ

ると言える. 今後数年で社会における認知度はさら

に高まっていくと予想され, 本研究の主目的である

「特定の科学用語について拡散・流通、および認知・

理解が進んでいく様子の調査・分析」を試みる上で

最適なキーワードであると考え採用したものであ

る. 

なお, 前述の通り「ブルーカーボン」という用語

は SDGs の目標 13「気候変動に具体的な対策を」と

密接に関わる用語でもあることから, 本研究から得

られる知見はサイエンスコミュニケーション領域の

みならず, 2030 年に設定されている SDGs 国際目標

に向けた啓発手段のあり方にも重要な示唆を与える

ことが期待される. 

 

3. 調査手法 

3.1  認知度・理解度 

第１回の認知・理解度調査は, 15～79歳の男女に

ついて, 関東地区（東京・神奈川・千葉・埼玉・茨

城・群馬）居住者 944 人, 関西地区（大阪・京都・

兵庫・奈良・滋賀・和歌山）居住者 456人, 合計 1400

人を対象としたインターネットによる調査（2022年

5月 26日～5月 30日,電通マクロミルインサイト社）

を実施した. サンプルは, 地域・性別・世代いずれ

についても全体の人口構成比に合わせて抽出された

ものになっている. 

認知度を問う質問は, 「ブルーカーボン」単体で

はなく「ジェンダー」「サーキュラーエコノミー」と

いった SDGs に関する他の６つのカタカナ用語と併

記する形で提示し, 「内容まで含めて知っている」

「内容はわからないが名前は聞いたことがある」「知

らない」の３つの選択肢をそれぞれ提示して調査し

た. 「内容まで含めて知っている」「内容はわからな

いが名前は聞いたことがある」と回答した人につい

ては, 続けてブルーカーボンという言葉を知った媒

体を問う質問を加えた. 

 

3.2  接触量（延べ視聴率・視聴人数） 

 テレビ番組および TV-CMの放送実績データ（TVメ

タデータ）の集計・分析を行っている株式会社エム・

データの協力を得て, 一定の期間内における関東地

区, 関西地区それぞれで放送されている地上波テレ

ビ局の番組で「ブルーカーボン」という用語が登場

した番組とその放送時間（分単位）を抽出した. 抽

出された番組について, テレビ視聴率データの調

査・提供を行っている株式会社ビデオリサーチの協

力を得て,放送された時間帯の毎分個人視聴率から, 

「ブルーカーボン」の紹介に視聴者が接触した時間

帯の平均個人視聴率（および推定平均視聴人数）を

算出した. 同地区内で期間中に複数回の放送があっ

た場合は, TRP の考え方に基づき, その累積値をも

って用語への接触量の指標とした. 

 

4. 現時点での調査結果 
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4.1  認知度・理解度 

 「ブルーカーボン」について, 「内容まで含めて

知っている」と答えた人は全体の 2.6%（関東 3.0%, 

関西 2.0%）に留まった. これは, 同様の質問をした

「カーボンニュートラル」（全体 25.4%）, 「マイク

ロプラスチック」（全体 29.4%）に比べて極端に低い

数字である. また「内容はわからないが名前は聞い

たことがある」と答えた人は全体の 21.2%（関東

21.4%,関西 20.8%）だったが, これも「カーボンニ

ュートラル」（全体 54.5%）, 「マイクロプラスチッ

ク」(41.7%)に比べて低い数字となり, 現状では「ブ

ルーカーボン」という科学用語の認知・理解とも広

く進んではいない状態であることが確認された. 

 また「ブルーカーボン」の“認知者”（内容まで

含めて知っている＋内容はわからないが名前は聞い

たことがある,n=334）に対してその認知経路を尋ね

たところ, 「情報 web」が 35.3%, 「地上波テレビ（民

間放送・ＮＨＫ合計）」が 33.2%という順に高く, 先

述した総務省による新型コロナウイルス感染症に関

する情報流通経路の割合（「民間放送」76.1％、

「Yahoo!ニュース」62.6％, 「ＮＨＫ」50.5％）5)

と比較すると, 現時点では認知経路としての地上波

テレビの存在は限定的であることが示された. 世代

別で見ると, 10 代では「情報 web」47.6%,「地上波

テレビ」19.0%と,地上波テレビが認知経路として機

能していない傾向が顕著に現れた. これは 40 代

（「情報 web」41.0%,「地上波テレビ」24.6%）でも

同様の傾向が見られ, また他の世代でも両者の割合

は拮抗しており, 現時点で認知している層について

は世代に関わらずテレビの影響は限定的であること

が示唆された. ただし今回の調査では認知者数自体

が少なかった（n=334）ことには留意する必要がある. 

 

4.2  接触量（延べ視聴率・視聴人数） 

第１回の認知度・理解度調査が完了した日（2022年

5月 30日）から, 地上波テレビ局の番組で「ブルー

カーボン」という用語が登場した番組の抽出を開始

した. この報告前の 3 カ月間（2022 年 5 月 30 日～

2022 年 8 月 28 日）について集計したところ, 関東

地区・関西地区とも 5 番組 6 回であった. 各番組に

おける「ブルーカーボン」紹介時間帯の平均個人視

聴率の累積値（＝延べ視聴率）は, 関東地区で18.51%,

関西地区で19.08%であった. また, この数字に人口

推計マスタ（住民基本台帳、国勢調査より推計した

人口・世帯数に, ビデオリサーチ社によるエリア内

特性調査から推計した自家用 TV 所有率を乗じたも

の）を乗じたものが, 当該時間帯の推定平均視聴人

数となる. 放送時の人口推計マスタは関東地区で

40816000 人, 関西地区で 19445000 人だったことか

ら, 当該期間中に地上波テレビを介して「ブルーカ

ーボン」という用語に接触した延べ人数は, 関東地

区で約 756 万人, 関西地区で約 371 万人という結果

となった. 

 

5. 今後の展開 

第１回調査の結果から, 本研究計画の想定通り

「ブルーカーボン」という科学用語の認知率はまだ

低く, これから普及していく過程を観測しうる状況

であることが確認された.  1 章で触れた社会状況

の変化の通り, 当該用語はこの数年間で急激に拡

散・認知されていくことが予想され, それに伴い地

上波テレビでの紹介量・頻度が急激に高まっていく

と考えられる. それを受けて世代別の認知度・理解

度がどう変化していくか, 今後の調査により捉えて

いく予定である. すなわち今回の第１回調査の結果

を初期値として, 同様の調査を 2022 年 12 月・2023

年 6月・12月・2024年 6月と定期的に４回実施する

ことで, 「ブルーカーボン」という科学用語の 2022

年 6月～2024年 6月の 2年間における地上波テレビ

を介した接触量, および社会全体の認知度・理解度

の変化との関係を分析することで, 科学用語の社会

への適切な認知・理解を促す手段としての地上波テ

レビの特性と位置づけを明らかにし, 有効な活用法

の提案を目指すものである. 

 

本研究の調査にあたって, TVメタデータについては

株式会社エム・データより, 視聴率・推定視聴人数

については株式会社ビデオリサーチより, データ提

供をはじめ多大なるご協力をいただいた. 本研究の

一部は, ハリス理化学研究所の助成金によって行わ
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Effect of Sub-micron Glass Fiber Addition on CAI Strength of UD-CFRP 
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 The purpose of this study is to investigate the influence of the addition of sub-micron glass fiber into its matrix on CAI strength 

of UD-CFRP. UD-CFRP with and without adding sub-micron glass fiber into its matrix were prepared to investigate the impact 

characteristics of UD-CFRP. The impact energy absorption on a drop weight impact loading was measured. Applied impact energy 

was 3,5,7,10 and 20J by changing the mass of drop weight. After the tests, a compressive load was also applied to the specimen to 

investigate CAI strength of UD-CFRP. Test results showed that the impact energy absorption of UD-CFRP was almost same even if 

the sub-micron glass fiber was added into the matrix when impact energy exceeds 7J. However, when the applied impact energy was 

3 and 5J, the impact energy absorption of UD-CFRP was improved about 5% by adding sub-micron glass fiber into the matrix. The 

projection areas of internal damages of UD-CFRP after drop weight test were decreased by adding sub-micron glass fiber into its matrix. 

Therefore, when low impact loading was applied, addition of sub-glass fiber was not only effective to suppress the internal damages 

of UD-CFRP, but also improved energy absorption of it. The SEM observations of fractured surface of UD-CFRP after drop weight 

test suggested that the adhesion between carbon fiber and matrix resin was improved by adding sub-micron glass fiber into its matrix 

when low impact energy was applied. By adding sub-micron glass fiber into its matrix, CAI strength of UD-CFRP was degraded when 

10 and 20J of impact energy was applied. On the other hand, the CAI strength of UD-CFRP was improved about 14% when applied 

impact energy was 3,5J. Therefore, when low impact loading was applied, addition of sub-micron glass fiber into UD-CFRP was 

effective to improve CAI strength. 

 

Key words：CFRP, CAI test, Drop weight test, Interlaminar shear test, Sub-micron glass fiber 

 

キーワード：CFRP, CAI試験，落錘衝撃試験，層間せん断試験，微細ガラス繊維 

 

 

一方向 CFRPの CAI強度に及ぼす微細ガラス繊維添加の影響 

 
村山 凌太郎，小武内 清貴，大窪 和也 

 

1. はじめに 

炭素繊維強化プラスチック（以後，CFRP）は金

属材料に比べ比強度，比剛性に優れることから自

動車や航空機など幅広い産業分野で利用されてい

る 1),2),3)．また積層成形された CFRP は面外衝撃に

より容易に層間はく離を引き起こし，圧縮強度を

低下させることが知られている 4),5)．そのため，安

全性の観点から CFRP の耐衝撃性および圧縮特性

の向上が必要である．先行研究では CFRP の面外

補強について，横関らは，薄厚層を有する高じん

性 CFRP を用いることにより衝撃後残留圧縮（以

後、CAI）強度が標準の CFRP に比べて増加するこ

とを報告している 6)．また山田らは，CFRP に表層

に金属箔層を挿入したハイブリッド積層板を用い

ることにより裏面での繊維破断の発生を抑制し，

CAI強度が向上可能であることを報告している 7)．

しかし，それらの中には手法が複雑で破壊までの
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プロセスが不明瞭なものが多い．そこで，手法と

して容易である CFRP の母材への微細繊維の添加

による母材改質に着目した． 

 本研究では，母材に微細ガラス繊維（以後，sGF）

を添加した一方向 CFRP（以後，UD-CFRP）を作

製し，落錘衝撃試験および衝撃後圧縮（以後，CAI）

試験を行った．また，静的および動的ひずみ速度

条件下で層間せん断試験を行い，静的および動的

層間せん断強度（以後，ILSS）を調査した． 

 

2. 試料および実験方法 

2.1 材料 

母材樹脂には熱硬化性エポキシ樹脂（JER828、

三菱ケミカル(株)），硬化剤には変形脂環族アミン

系の硬化剤（JER キュア 828，三菱ケミカル(株)）

をそれぞれ用いた．強化材には一方向炭素繊維

（UT70-40G，東レ(株)）を用いた．また，母材へ

の添加材として sGF（EFMW-1700，日本無機(株) / 

繊維径 0.69μm，繊維長 71.6μm）を用いて，改質

樹脂を作製した． 

 

2.2 UD-CFRPの作製方法 

一方向炭素繊維に母材樹脂と硬化材とを混ぜ合

わせたものを含浸させ，ハンドレイアップ法によ

り 10 枚積層した．積層後，ヒートプレスを用いて，

0.86MPa の条件下で，80℃で 1h 加熱後，150℃で

3h 加熱し，加圧状態を維持したまま徐冷した．そ

の後，作製した UD-CFRP を幅 60mm，厚さ 3.5mm，

長さ 100mm の試験片の寸法に切り出し，後述する

試験に供した．繊維方向を試験片長手方向とした．

試料の繊維体積含有率は約 70vol%であった．  

 

2.3 落錘衝撃試験 

落錘衝撃試験は Fig.1 に示すような落錘衝撃試

験機を用いて行った．試験片の長手方向の両端を

固定し，試験片の厚み方向に対して，先端形状が

半球状（ϕ18）のインパクタを自由落下させた．イ

ンパクタに生じた荷重－変位の関係を測定した．

得られた荷重－変位線図から試験片に吸収された

衝撃エネルギを算出した．インパクタに生じた荷

重はインパクタ軸部に貼付したひずみゲージ

（KFGS-2-500-C1-23，共和電業(株)）を用いて算出

した．インパクタの変位はレーザ変位計（ZX2-

LDA，オムロン(株)）を用いて測定した．負荷衝撃

エネルギはインパクタの質量を調節することによ

り 3，5，7，10，20J とした．この時，インパクタ

の衝突速度は約 4 m/s であった．試験片数は少な

くとも 5 とした． 

 

 
Fig.1 Drop weight test apparatus. 

 

2.4 CAI試験 

2.3 で述べた落錘衝撃試験を行った後，材料万能

試験機（AG-100kN, 島津製作所）を用いて圧縮試

験を行った．試験片を Fig.2 に示すように試験片長

手方向の両端を治具に固定し，試験片長手方向に

圧縮変位を与えた．試験片の座屈を抑制するため，

治具は試験片長手方向にスライドする機構とした．

試験速度は 1.0mm/min とし，試験片数は少なくと

も 5 とした． 

 

 
Fig.2 Specimen clamped method in CAI test. 

 

2.5 層間せん断試験 
 UD-CFRP の ILSS を目違い切り欠きせん断試験
によって調査した．また本研究では繊維方向だけ
でなく繊維直交方向の ILSS も調査するために，積
層構成はそれぞれ，[05]s，[02/903]s とし，試験片層
間を構成する強化繊維が 0°および 90°となる 2

種類の試験片を用意した．試験片数は少なくとも
5 以上とした．見掛けの ILSS，𝜏𝑎𝑝はいずれのひず
み速度条件においても式(1)を用いて算出した． 

𝜏𝑎𝑝 =
𝑃𝑚𝑎𝑥

𝑎 ∙ 𝑏
 (1) 

ここで𝑃𝑚𝑎𝑥，𝑎，𝑏はそれぞれ，試験片の破壊荷重，

ノッチ間隔，試験部での試験片幅である． 
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2.5.1 静的層間せん断試験 

 静的層間せん断試験は JIS K 7092 に準拠し，材

料万能試験機（AG-100kN, 島津製作所）を用いて

行った．試験速度は 1.0mm/min とし，負荷ひずみ

速度は試験速度をノッチ間隔で除して算出した． 

 

2.5.2 動的層間せん断試験 

 動的層間せん断試験は Fig.3 に示すような引張

型ホプキンソン棒試験機を用いて衝撃引張負荷を

与えた．本装置では，空気圧を制御することで射

出速度を制御したインパクタを入力棒に衝突させ，

入力棒と出力棒との間に把持した試験片に動的引

張荷重を与えた． 

 

 
Fig.3 Split Hopkinson pressure bar apparatus. 

 

3. 結果および考察 

3.1 落錘衝撃試験での荷重―変位線図 

負荷衝撃エネルギを 3，20J とした場合の荷重－

変位線図の一例を Fig.4 に示す．負荷衝撃エネルギ

が 3 および 5J の場合，sGF を添加した UD-CFRP

に生じたピーク荷重は未添加の UD-CFRP のそれ

よりわずかに高くなった．一方，負荷衝撃エネル

ギ 7，10，20J の場合，sGF の添加による荷重－変

位挙動の違いは確認できなかった． 

 

3.2 落錘衝撃負荷を与えた際のエネルギ吸収率 

衝撃吸収エネルギを負荷エネルギで除すること

により正規化したエネルギ吸収率と負荷衝撃エネ

ルギとの関係を Fig.5 に示す．負荷衝撃エネルギが

3，5J の場合，母材へ sGF を添加した UD-CFRP の

エネルギ吸収率は未添加の UD-CFRP のそれより

5％程度向上した．一方，負荷衝撃エネルギが 7，

10，20J の場合，母材へ sGF を添加した UD-CFRP

のエネルギ吸収率は未添加の CFRP のそれと大き

な差は無く，sGF 添加による改善効果は見られな

かった．以上より，負荷衝撃エネルギが低い条件 

 

 

 
(a) 3J. 

 

 
(b) 20J. 

Fig.4 Load-displacement curves of UD-CFRP. 

 

 
Fig.5 Energy absorption ratio of UD-CFRP  

in drop weight test. 
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（3，5J）において sGF の添加による改善効果が

得られることが分かった． 

 

3.3 落錘衝撃試験後の内部損傷観察 

超音波探傷装置（Omniscan sx, OLYMPUS(株)）

を用いて落錘衝撃試験後の UD-CFRP の内部損傷

を観察した結果の一例を Fig.6 に示す．図中，紙面

左右方向を繊維方向とした．負荷衝撃エネルギが

3，5J の場合，試験後の sGF を添加した UD-CFRP

の内部損傷の投影面積は，未添加の UD-CFRP の

それより減少した．一方，負荷衝撃エネルギが 7，

10，20J の場合，sGF の添加の有無によらず，内部

損傷の投影面積はほぼ等しくなった． 以上より，

負荷衝撃エネルギが低い条件の場合，母材への

sGF の添加により，UD-CFRP の内部損傷が抑制さ

れ，エネルギ吸収率が改善することが示唆された． 

 

 
Fig.6 Ultrasonic scanning images of internal damages  

in drop weight test. 

 

3.4 落錘衝撃試験後の UD-CFRPの SEM観察 

走査型電子顕微鏡（TM3030Plus, 日立ハイテク

ノロジーズ(株)）を用いて落錘衝撃試験後の UD-

CFRP の破面を観察した結果を Fig.7 に示す．負荷

衝撃エネルギが 3，5J の場合，母材に sGF を添加

した UD-CFRP の落錘衝撃後の破面では，炭素繊

維表面に母材樹脂が残存している様子が多く見ら

れた．一方，負荷衝撃エネルギが 7，10，20J の場

合，母材への sGF の添加の有無によらず， 落錘衝

撃試験後の UD-CFRP の炭素繊維表面には母材樹

脂の残存がほとんど見られなかった．以上より，

負荷衝撃エネルギが低い場合，母材への sGF の添

加により，炭素繊維-母材間の接着性が向上し，内

部損傷が抑制されることが示唆された．  

 

 
Fig.7 SEM observations of fracture surface  

in drop weight test. 

 

3.5 UD-CFRPの CAI強度 

UD-CFRP の CAI 強度と負荷衝撃エネルギとの

関係をFig.8に示す図より，負荷衝撃エネルギが 3，

5J の場合，sGF を添加した UD-CFRP の CAI 強度

は未添加の UD-CFRP のそれより約 14%程度向上

した．一方，負荷衝撃エネルギが 7，10，20J の場

合，母材に sGF を添加した UD-CFRP の CAI 強度

は未添加の UD-CFRP のそれより低下した．以上

より，低負荷衝撃エネルギの場合，母材に sGF を

添加することによって，UD-CFRP の CAI 強度の

低下が抑制可能であることが分かった． 

 

 
Fig.8 Relationship between CAI strength of UD-CFRP  

and impact energy. 

 

3.6 静的および動的 ILSS 

 繊維方向（0deg）および繊維直交方向（90deg）

の見掛けの ILSS と負荷ひずみ速度の関係を Fig.9

に示す．図より，繊維方向の ILSS はいずれの負荷

ひずみ速度条件でも sGF の添加により向上した．

一方，繊維直交方向のそれは sGF の添加による改

善効果は小さいことが分かった．このことから，
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sGF の添加による ILSS への改善効果は繊維方向

に依存することが分かった． 

 

 
Fig.9 Interlaminar shear strength of UD-CFRP. 

 

4. 結  言 

 母材に sGF を添加した UD-CFRP を用いて，落

錘衝撃試験および CAI 試験を行い，UD-CFRP の

CAI 強度に及ぼす sGF 添加の影響を調査したとこ

ろ，以下のような結果を得た． 

1) 負荷衝撃エネルギが 5J の場合，母材に sGF を

添加することでピーク衝撃荷重が未添加の

UD-CFRP のそれに比べ向上した． 

2) UD-CFRP のエネルギ吸収率は，負荷衝撃エネ

ルギが高い条件（10，20J）の場合では sGF の

添加による効果は見受けられなかったが，負

荷衝撃エネルギが低い条件（5J）の場合では

sGF を添加した UD-CFRP のエネルギ吸収率

は未添加の UD-CFRP のそれに比べて 5％程

度向上した． 

3) 負荷衝撃エネルギが低い条件の場合，母材に

sGF を添加することにより落錘衝撃負荷によ

って UD-CFRP に生じる内部損傷を抑制する

ことが分かった． 

4) SEM を用いた落錘衝撃試験後の破面観察よ

り，負荷衝撃エネルギが低い条件の場合，繊

維表面には母材樹脂の残存が観察された．一

方，負荷衝撃エネルギが高い条件の場合，繊

維表面に母材樹脂の残存は殆ど見られなかっ

た．以上より，sGF の添加により繊維-母材間

の接着性が向上し，内部損傷が抑制されるこ

とが示唆された． 

5) 負荷衝撃エネルギが高い条件の場合，母材に

sGF を添加した UD-CFRP の CAI 強度は未添

加のUD-CFRPより低下する結果となったが，

負荷衝撃エネルギが低い条件の場合では sGF

を添加した UD-CFRP の CAI 強度は未添加の

UD-CFRPのそれに比べて14％程度向上した． 

6) 負荷ひずみ速度の違いによらず，繊維方向の

ILSS は sGF の添加により約 15%向上した．

それに対して，繊維直交方向のそれは sGF の

添加による改善効果は小さいことが分かった． 

 

本研究を実施するに際して，日本無機(株)より

微細ガラス繊維の提供を受けた．また，本研究は

JSPS 科研費（21K03779）の支援を受けた．ここに
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Considering that pH in the tumor microenvironment is dysregulated, in this study we designed a β-hairpin peptide 

(SSRFEWEFESSDPRGDPSSRFEWEFESS) that could assume pH-switchable conformations. The high-order structure of the peptide 
changed from a random coil to β-sheet and β-hairpin folds in response to acidification typical for the tumor environment. The peptide 

contains an RGD epitope which under weakly acidic conditions switched its configuration from a flexible linear to a rigid loop structure 
characteristic for RGD of native fibronectin. The internalization of the peptide by tumor cells increased significantly under weakly 

acidic conditions compared to that under natural conditions (p < 0.001), and its accumulation was higher in tumor cells than in normal 
cells, even in the acidic environment (p < 0.001). Our peptide design strategy can be used in drug delivery systems to improve the 

specificity of anticancer therapy in order to avoid adverse side effects on healthy tissues. 
 
Key words：β-hairpin peptide, tumor cells, drug delivery system (DDS) 
 

キーワード：β-ヘアピンペプチド，がん細胞，ドラッグデリバリーシステム (DDS)  
 

 

微少な pH 変化を認識してがん細胞へ集積する 

ペプチドの設計と取り込み挙動 

 

西村 慎之介, 田中 賢, 古賀 智之 
 

1. はじめに 

  医療技術の発展に伴い高齢化が進行し、がん患者

数は年々増加している．患者の体から腫瘍組織を取

り除く一般的な方法として，外科的切除，放射線療

法，ホルモン療法および化学療法が挙げられる．中で

も抗がん剤を用いる化学療法は全身のがん細胞に攻

撃するため，腫瘍が隠れている場合でも効果的であ

る．しかしながら，抗がん剤は正常細胞も破壊するた

め，重篤な副作用を引き起こし，がん患者の生活の質

を著しく低下させてしまう．また，抗がん剤の血中に

おける半減期は短かく，高濃度で複数回の投与が必

要である．副作用を低減させるためには，腫瘍組織に

おける薬物の局所濃度を正常組織よりも高くしなけ

ればならない．これらの課題を解決するためにはド

ラッグデリバリーシステム (DDS) が不可欠である．

DDS とは薬物輸送担体 (キャリアー) を用いること

で，非標的組織に影響を与えることなく標的組織に

薬剤を輸送する技術であり，受動的および能動的タ

ーゲティング型に大別される． 

受動的DDSは腫瘍組織周辺の血管内皮 (新生血管

内皮) 細胞間の隙間が，正常細胞よりも大きく開口

していることを利用している．20 から 200 nm のサ
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イズのキャリアーはこの隙間を通過することができ，

その結果として正常組織よりも腫瘍組織に薬物が多

く蓄積する 1-3)．これは enhanced permeability and 

retention (EPR) 効果 4) と呼ばれ，化学療法における

画期的な原理と考えられている．ただし，EPR 効果

を利用する受動的 DDS は標的組織における薬物濃

度を相対的に高める技術であり，がん細胞内に薬剤

を取り込ませる訳ではない．  

能動的 DDS は抗体，炭水化物やペプチドなどの標

的指向性分子 (リガンド) を用いることで，薬物の選

択的蓄積だけでなく効率的な細胞内取り込みを実現

する技術である 5, 6)．中でもペプチドは，免疫原性が

低いだけでなく，大きなタンパク質である抗体より

も遥かに安価なため魅力的である 7)．また，ペプチド

固相合成法 (SPPS) を利用することで，鎖長とアミ

ノ酸配列が完全に制御された単分散のオリゴペプチ

ドを簡単に調製可能である．SPPS は高分子量のポリ

ペプチド (> 50残基) の合成には適さないが，生理活

性を示す配列をもつ短鎖ペプチドの合成には非常に

有用である 8-10)． 

アルギニン–グリシン–アスパラギン酸 (RGD) ま

たは RGD–セリン (RGDS) ペプチドは，細胞接着性

タンパク質であるフィブロネクチン (FN) のループ

構造に存在するインテグリン結合ドメインと同じ配

列であり， 天然の FN と同様に細胞認識エピトープ

として機能する 11−14)．特に，環状 RGD (cRGD) ペプ

チドは FN中のRGDエピトープと類似した安定な三

次元構造を有するため 15)，直鎖 RGD よりも高い細

胞親和性を示す 16)．このことから，能動的 DDS キャ

リアーのリガンドとして好んで使用されている．し

かしながら，cRGD ペプチドはインテグリンに対す

る親和性が高いため，正常細胞とも強く相互作用し

てしまうデメリットもある．副作用を低減するため

には，がん細胞周辺でのみ細胞親和性が向上する工

夫を施したスマートな RGD ペプチドリガンドの開

発が必要であろう． 

腫瘍組織周辺はがん細胞の pH 調節不全により正

常組織 (pH ~ 7.4) 比較して弱酸性 (pH ~ 6.5) である

ことが知られている．そこで本研究では，ループ領域

にRGDエピトープを含む pH応答性 β-ヘアピンペプ

チド (βh-RGD) を新規に考案した (Fig. 1)．先にも述

べたように，三次元構造が安定化された RGDエピト

ープは天然の FN と同様に高い細胞親和性を示すこ

とが知られている．βh-RGD は弱酸性条件下でランダ

ムコイル構造から β-ヘアピン構造へと転移する設計

となっている．すなわち，中性条件では RGDエピト

ープは直鎖状の柔軟な構造をとる一方で，弱酸性条

件では三次元構造が安定化されて細胞親和性が向上

すると考えられる．本論文では βh-RGD の合成，そ

の高次構造特性ならびにがん細胞への取り込み挙動

について報告する． 

 

2. 試料および実験手法 

2．1 試薬 

Fmoc-NH-SAL MBHA 樹脂 , Fmoc-Arg(Pbf)-OH, 

Fmoc-Asp(OtBu)-OH, Fmoc-Asp(OAll), Fmoc-Gly-OH, 

Fmoc-Pro-OH, Fmoc-D-Pro-OH, Fmoc-Glu(OtBu)-OH 

Fmoc-Ser(tBu)-OH, Fmoc-Trp(Boc)-OH, Fmoc-Phe-OH, 

Fmoc-Lys(Mtt)-OH および (1-シアノ-2-エトキシ-2-オ

キソエチリデンアミノオキシ)ジメチルアミノ-モル

ホリノ -カルベニウムヘキサフルオロリン酸塩 

(COMU) は渡辺化学工業株式会社から購入した．

2,2,2-トリフルオロ酢酸 (TFA), トリイソプロピルシ

 

Fig. 1. Conceptual illustration of the β-hairpin RGD 

peptide (βh-RGD) with pH-switchable conformations. In 

the acidic environment, the peptide forms a β-hairpin 

structure and shows a higher affinity for tumor cells. D: 

aspartic acid, E: glutamic acid, F: phenylalanine, G: 

glycine, P: proline, DP: D-proline, R: arginine, S: serine, W: 

tryptophan.  
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ラン (TIS)，2,5-ジヒドロキシ安息香酸 (DHBA) およ

び 5-ヘキシン酸は東京化成工業株式会社から購入し

た．ジクロロメタン，N,N-ジメチルホルムアミド (D  

MF), ジイソプロピルエチルアミン (DIPEA), ピペ

リジン，メタノール，ジエチルエーテル，アセトニト

リルおよび重水は関東化学株式会社から購入した．

試薬は特に精製することなしに用いた． 

 

2．2 βh-RGDの合成 

 目的のペプチドは 9−フルオレニルメチルオキシカ

ルボニル (Fmoc) 基を保護基に用いた SPPS により

合成した．末端基の影響を排除するため，C 末端が

アミド化される Fmoc-NH-SAL MBHA樹脂を使用し

た．全てのカップリング反応は DMF 中で 1 時間行

い，樹脂上の官能基に対して 3 等量の Fmoc-アミノ

酸と COMU および 6 等量の DIPEA を使用した．

Fmoc基の脱保護はピペリジン/DMF (v/v = 1/4) 混合

溶液を用いて 3 分 × 2 回，20 分 × 1 回行った．ペプ

チドの樹脂上からの切断は TFA/ジクロロメタン/TIS 

(v/v/v = 8.5/1/0.5) 混合溶液で 4 時間処理することで

行った．粗ペプチドはメタノールを良溶媒，ジエチル

エーテルを貧溶媒に用いた再沈殿ならびに高速液体

クロマトグラフィー (HPLC) により精製した．分子

量はマトリックス支援レーザー脱離イオン化飛行時

間型質量分析 (MALDI-TOF MS) により決定した． 

MALDI-TOF MS (DHBA): βh-RGD; [M+H] + = 3377.59 

([M+H] +theo. = 3377.47)． 

 

2．3 測定 

 HPLC は Prominence (株式会社島津製作所製) によ

り行った．カラムには Inertsil WP300 C4 (10 × 250 mm，

GL サイエンス社製) を用い，0.1%の TFA を含む水/

アセトニトリルを溶離液とした．MALDI-TOF MS ス

ペクトルは Autoflex Speed II (Bulker Daltonics 社製) 

により測定した．マトリックスにはDHBAを用いた．

円偏光二色性 (CD) スペクトルは円二色性分散計 J-

820 (日本分光株式会社製) 用いて窒素雰囲気下で

190−250 nm の範囲で測定した (光路長: 1 mm，濃度: 

40 µM，温度: 37 °C)．蛍光スペクトル測定は分光蛍光

光度計 FP-8300 (日本分光株式会社製) により行っ

た (濃度: 40 µM，温度: 37 °C)．核オーバーハウザー

効果 (NOE) の測定はクライオプローブを備え付け

た AVANCE III (Bulker Daltonics社製，600 MHz) を用

いて行った (濃度: 40 µM，温度: 37 °C)． 

 

3. 結果および考察 

まず，合成した βh-RGD の水中における二次構造

の pH 依存性を CD スペクトル測定により検討した 

(Fig. 2a)．中性から弱塩基性 (pH 7.0 – 9.0) 条件では

208 nm に負のコットン効果が見られ，典型的なラン

ダムコイル構造を形成していることがわかった．pH

を 6.7 まで低下させると，208 nm および 227 nm を

極大にそれぞれ正と負に変化し始め，β-シート構造

 

Fig. 2. (a) CD spectra of βh-RGD in buffer solutions at 

37 °C. Acetic acid/sodium acetate buffer and phosphate 

buffer systems were used to adjust the pH to 4.0–5.8 and 

6.3–9.0, respectively. [Peptide] = 40 µM. (b) Molar 

ellipticity (θ) at 208 nm as a function of pH. 
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へ転移している様子が確認された．Fig. 2b に各 pH に

おける 208 nm のモル楕円率 ([θ208]) をプロットとフ

ィッティング曲線を示した．pH 7.0 – 6.0 の範囲で構

造転移が完了していることがわかる．これらの結果

は，βh-RGD のコンフォメーションが微少な pH変化

に敏感であり，腫瘍組織周辺の pH 環境で β-シート

構造を形成することを示している． 

論文冒頭でも述べたように，RGDエピトープの三

次元構造の安定化が細胞親和性向上に重要である．

すなわち，本研究の目的を達成するためには βh-RGD

は β-シート構造だけでなく，更に高次の β-ヘアピン

構造を形成する必要がある．中性条件および弱酸性

条件における NOESY スペクトル測定を行い，高次

構造を評価した (Fig. 3a)．なお，本測定で用いた βh-

RGD は N 末端をビマン，C 末端を N-アセチルトリ

プトファンでラベル化している．中性条件において，

ビマンとトリプトファン残基の間に NOE 相関は観

察されたなかった．一方，弱酸性条件ではビマンのメ

チル基 (約 1.7 および 2.5 ppm) とトリプトファン側

鎖 (約 7.4 および 7.7 ppm) の間にNOE シグナルが観

察された (Fig. 3a)．続いて，同じペプチドを用いてト

リプトファン誘導クエンチング (TrIQ) により β-ヘ

アピン構造形成の確認を行った (Fig. 3b)．トリプト

ファン残基とビマンが近接すると，ビマンの蛍光強

度が減少することが知られている 17)．pH 8.0 と 7.5 に

おける蛍光強度に差はほとんど見られなかった．pH 

7.0 を境に強度の低下が始まり，pH 6.0 では著しく強

度が小さくなった．これは CD スペクトル測定の結

果とよく一致している．以上の結果から，βh-RGD は

弱酸性条件において β-シート構造だけでなく更に高

次の β-ヘアピン構造を形成していることがわかった． 

 最後に，βh-RGD の細胞内移行に pH が及ぼす影響

をヒト繊維肉腫 HT-1080 細胞を用いて検討した．ペ

プチドはフルオロセインイソチオシアネートでラベ

ル化したものを用いた．また，コントロールとして細

胞親和性を示さない βh-RGE を SPPS で合成し，同様

の実験を行った．HT-1080 細胞を各種ペプチドで pH 

6.2 または 7.4 で 6時間処理し，共焦点レーザー顕微

鏡によりペプチドの内在化挙動を分析した (Fig. 4a). 

βh-RGE はいずれの pH でもほとんど取り込まれてい

ない一方で，βh-RGD は各 pH で取り込まれていた．

興味深いことに，pH 7.4 ではリソソームに局在化し

 

Fig. 3. (a) NOESY spectra of bimane/Trp-labeled βh-RGD 

peptide in D2O at 37 °C (pD 6.2, [Peptide] = 40 µM.). (b) 

Fluorescence spectral changes of bimane/Trp-labeled βh-

RGD aqueous solution depending on pHs at 37 °C. 

[Peptide] = 40 µM. 
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ているのに対して，pH 6.2 ではリソソームから細胞

質へと移行していることがわかる．Millar らは，β-ヘ

アピン構造を形成するペプチドが細胞透過性を示し，

エンドソームまたは原形質膜を介して内在化される

ことを報告している 18)．本結果の挙動とよく一致し

ており，βh-RGD が弱酸性条件で β-ヘアピン構造を

形成していることを強く支持している．続いて，ペプ

チドの内在化を定量的に評価するために，各ペプチ

ド処理した HT-1080 細胞をフローサイトメトリーで

測定した (Fig. 4b)．βh-RGD で処理した細胞の蛍光強

度は βh-RGD で処理した細胞と比較して有意に大き

いことがわかった．さらに，pH 6.2 で処理した場合，

pH 7.4 で処理した場合に比べて蛍光強度が 6倍以上

であった．なお，この取り込み挙動はヒト乳がん細胞 

(MDA-MB-231)でも観察されており，HT-1080 細胞特

異的なものでないことは確認済みである． 

以上，βh-RGD は弱酸性条件において β-ヘアピン

構造を形成し，がん細胞に対する親和性が大きく向

上することを明らかにした． 
4. 結論 

本研究では，微少な pH変化を認識した高次構造の

変化により，がん細胞親和性が変化する RGD ペプチ

ドの設計と合成を行った．ペプチドのコンフォメー

ションは弱酸性条件においてランダムコイル構造か

ら β-シートおよび β-ヘアピン構造へと速やかに転移

した．弱酸性条件においてがん細胞に対して高い親

和性を示すだけでなく，正常細胞よりもがん細胞に

より効率的に取り込まれることがわかった．これら

の知見はスマートペプチドリガンドの全く新しい設

計概念を提供し，能動的 DDS キャリアーの新たな道

を開くと共に，化学療法の発展に大きく貢献する．  

 

本研究の一部は，JSPS 科研費 (JP20K  20201) なら

びに中山人間科学振興財団 研究助成の支援を受け

て行った．ここに記して謝意を表する． 
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We synthesized the coprecipitated nanocomposites of carboxymethyl cellulose (CMC) and hydroxyapatite 

(HAP) by imitating biomineralization of bones in order to develop tough biomass materials. The CMC-HAP 

composite with a degree of substitution of 0.5 had the most controlled HAP crystal growth and the highest bending 

strength (101 MPa) and elastic modulus (10.5 GPa). These results indicate that the interaction between the 

organic-inorganic interface of carboxy groups of CMC improved the mechanical properties. Despite its low load on 

people and environment, these composites had the higher bending strength and the elastic modulus than those of 

polyamide 6 (92 MPa) and polyamide 6 with 40 wt % glass fibers (5.5 ± 1.2 GPa), so they can be expected to be used 

in new biomass materials alternative to petroleum-derived engineering plastics.. 
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高靭性バイオマス材料の開発を目指した化学修飾セルロースとヒドロキシ

アパタイトの複合化 

 

奥田耕平, 水谷 義 

 

1. はじめに 

本研究では,人や環境に優しく, かつ, 優れた機械

的性質をもつ材料の開発を目指し, バイオミネラリ

ゼーションによって生成される骨に着目した. 骨は, 

コラーゲンとヒドロキシアパタイト（HAP: 

Ca10(PO4)6(OH)2）からなる複合体である. コラーゲン

がもつヒドロキシ基やカルボキシ基により, HAP の

結晶成長が制御され, 有機相と無機相が規則正しく

配列・結合したレンガ-モルタル構造 1)をとる. その

ため, ごく穏やかな条件で生成されるにも関わらず, 

有機物の柔軟性と無機物の剛直性の両方を併せ持ち, 

鉄に匹敵するほどの高い強度を示す 2). 本研究では, 

このような骨のナノ構造や生成機構を模倣し, カル

ボキシメチルセルロース（CMC）と HAP を共沈法

3)により複合化した. CMC はコラーゲン同様に直鎖

状であり, かつ, HAP と相互作用できるヒドロキシ

基とカルボキシ基をもつため, HAP と結合・配向で

きる 4),5). さらに, CMC 及び HAP は地球上に豊富に

存在するバイオマス資源である. このような素材か

ら骨に匹敵, あるいはそれ以上の機能をもつ複合体

を合成できれば, 従来の石油由来エンジニアリング

プラスチックやセラミックス, さらには金属に代わ
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る新規の高靭性バイオマス材料への利用が期待でき

る. 本研究では, 複合体の機械的性質が向上する最

適な CMC のカルボキシメチル化度を明らかにした.  

 

２．実験手法 

2.1 セルロースのカルボキシメチル化 

Fig. 1 のように, セルロース粉末を 2-プロパノー

ル／2 M NaOH混合溶液（9/1, v/v）中, 60 oCで 30 分

間撹拌した. 仕込み置換度（セルロースのグルコー

ス単位の 3 つの水酸基に導入されたカルボキシメチ

ル基の数）が 0.1, 0.3, 0.5 となるようにクロロ酢酸ナ

トリウム粉末を添加し, 60 oCで 3 時間攪拌した. 反

応終了後, 1M HCl水溶液で pH 7 になるまで中和し

た後, メタノールを加え, 沈殿物を吸引ろ過により

回収した. 水とメタノール (1/1, v/v) で洗浄した. 

最後に, 大過剰のメタノールを加えて沈殿物を脱水

した 6). 得られた濾紙上の粉末を 80 oCで 2時間真空

乾燥した. 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 1. Synthesis of carboxymethyl cellulose.  

  

2.2 共沈法による CMCと HAPの複合化 

Fig. 2 に示すように, 置換度 0.1, 0.3, 0.5 の CMC 

粉末, また, 未修飾セルロース粉末 (すなわち, 置換

度 0) を 70 oC の Na2HPO4 ・ NaOH 混合水溶液中

で 30 分撹拌した. これに CaCl2 水溶液を 70 oC で 

0.06 mL/s の滴下速度で加えた. 滴下終了後, 同温度

で 1 時間攪拌した. 仕込み無機重量分率 ICfeedは 70 

wt%で行なった. 室温まで冷却後, 水/アセトン（1:1, 

v/v）混合溶液を加えた.得られた白色沈殿物を吸引ろ

過しながら,水/アセトン（1:1, v/v）混合溶液で洗浄し

た. 最後に, 大過剰のアセトンを加えて沈殿物を脱

水した. 得られた濾紙上の粉末を80 oCで2時間真空

乾燥した. 

得られた共沈複合体粉末の無機重量分率を熱重量

分析により評価し, HAP の c 軸方向の結晶子サイズ

は, X 線回折により決定した. また, 複合体粉末を 4 

mm × 13 mm のスロットを有した金型に入れ , 

120 °C, 300 MPa で 5 分間一軸加圧し, 4 mm × 13 

mm × 1.5−1.7mm の角柱型の試験片を得た. 曲げ強

度と弾性率は三点曲げ試験で評価した. 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2. Synthesis of the composites of CMC and HAP by 

coprecipitation. 

 

３．結果および考察 

Fig. 3 のとおり, 各サンプルの無機重量分率は

62-64 wt%であった. 置換度に関わらず, 比較的仕込

み値 70 wt%に近い値をとることがわかった. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3. Effects of the DS of CMC on TG curves of the 

composites. 

 

Fig. 4のとおり, CMCの置換度が高いほど, HAPの

c 軸方向の結晶子サイズは小さくなった. HAP の結

晶子の a 面は正に帯電しているため, アニオン性

のカルボキシ基が HAP の a 面に結合する 7). ゆえ

に, セルロース表面のカルボキシメチル基が多いも

のほど, HAP の結晶成長を制御したものと考えられ
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る. また, CMC の置換度が高く, HAP の結晶成長が

制御された複合体ほど曲げ強度が高くなり, 101 MPa

まで向上した. 以上の結果より, CMC のカルボキシ

基と HAP の a 面の間の相互作用が, Fig. 5 に示す

ような CMC と HAP のレンガ-モルタル構造を形

成し, 複合体の機械的性質を向上させたものと考え

られる. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4. Effects of the DS of CMC on crystallite size of 

HAP and the bending strength of the 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5. Schematic representation of the brick-and-mortar 

structure of CMC-HAP 

 

４．結論 

骨のナノ構造や生成機構を摸倣し, カルボキシメ

チル化度がそれぞれ異なる CMC を合成し, これら

をリン酸アニオン水溶液中で分散させながらカルシ

ウムカチオン水溶液を加えることで, HAP と複合化

した. そして, これらの HAP の結晶成長や複合体の

機械的性質を評価した. カルボキシメチル基を多く

含む CMC ほど HAP の結晶成長は制御, かつ, 最も

優れた機械的性質を有したことから, カルボキシ基

と HAP の結合により, 骨のようなレンガ-モルタル

構造が形成されたものと考えられる. 

CMC と HAP は地球に豊富に存在する森林資源と

鉱物資源から得られ, さらに生体親和性や環境調和

性にも優れている. しかも, 極簡単な複合化方法, 

成形方法で合成されたにも関わらず, 置換度 0.5 の

CMC と HAPの複合体は 101 MPa の曲げ強度と 10.5 

GPa の弾性率を示した. ポリアミド 6 の曲げ強度

(92 MPa)8)に匹敵し, かつ, ガラス繊維 40 wt%配合ポ

リアミド 6 の弾性率(5.5 ± 1.2 GPa) 9)よりも高かっ

たことから, 石油由来エンジニアリングプラスチッ

クに代わる新規のバイオマス構造材料としての利用

が期待できる. 

 

本研究は, JST 次世代研究者挑戦的研究プログラ

ム JPMJSP2129 とハリス理化学研究所の支援を受け
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